
 

 



 

 
 



 

 
 

はじめに 
 

 

 

 

 

 

 

 

 平成17年３月に、霞ヶ浦町、千代田町の合併により誕生した「かすみがうら

市」は、市が目指すべきまちづくりの方向性を示した「かすみがうら市総合計

画」を平成19年３月に策定し、市の将来像「きらきら いきいき ふれあい育

む 豊かなめぐみ野」を目指し、まちづくりを進めてまいりました。 

 厳しい社会環境の中、限られた財源や人員で、高度化、多様化する住民ニー

ズ、さらには新たな行政課題に対応していくためには、行財政改革は避けては

通れないものであり、コスト意識やスピード感覚を持って、行政運営を進めて

いく必要があります。 

 それらを踏まえ策定した後期基本計画では、優先的に取り組む施策を「重点

プロジェクト」として位置づけするとともに市民の方にも分かりやすい計画と

するため、施策の数値的目標を設定しております。 

 今回の後期基本計画は平成24年度から５年間という、震災からの復興や災害

への備えなど、本市にとって、とても大切な時期の進むべき方向を示す羅針盤

です。市民の皆様との協働を基本に、本計画の推進に全力で取り組んでまいり

ます。ぜひ、市民の皆様にもまちづくりの想いを共有いただき、ともに取り組

んでいただきますようご支援、ご協力をお願いいたします。 

 最後になりますが、計画の策定にあたり、ご尽力を賜りました総合計画審議

会委員並びに市議会議員の皆様をはじめ、まちづくり市民アンケート調査、ま

ちづくり座談会などで貴重なご意見、ご提言をいただきました市民の皆様に心

からお礼を申し上げます。 

 

 

 

 かすみがうら市長 宮嶋光昭平成２４年３月 
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序 章 後期基本計画策定の意義 

 

  第１節 策定の趣旨と役割 

［１］計画策定の趣旨 

平成17年３月28日に霞ヶ浦町と千代田町の合併により、「かすみがうら市」

が誕生しました。その後、霞ヶ浦町・千代田町合併協議会が策定した「新市建

設計画」を踏まえつつ、地方自治法第２条第４項に基づき平成19年３月に「総

合計画」（基本構想／平成19年度～平成28年度、前期基本計画／平成19年度～

平成23年度）を策定し、計画的な行財政運営に取り組んできました。 

しかし、世界的な経済情勢の大きなうねりを受け、我が国を取り巻く状況は

厳しさを増しています。一方、高齢社会＊を迎える中での福祉施策、市民の価

値観やニーズの多様化など、社会情勢の変化と相まって、新たな行政需要への

対応が求められています。 

後期基本計画は、本市が置かれている新たな状況と市民意識を十分に認識し、

計画的かつ効率的な行財政運営を図ることを目的に平成24年度から平成28年度

までの５ヶ年を計画期間として策定したものです。 



 

3 かすみがうら市総合計画 

 
 序 章 後期基本計画策定の意義 総論 

 

第
１
節 

策
定
の
趣
旨
と
役
割 

［２］計画の構成と期間 

 総合計画は、基本構想、基本計画、実施計画で構成されており、市が各分野

において策定する様々な計画の最上位に位置づけられる計画です。 

 

１．基本構想 

 基本構想は、市政を総合的かつ計画的に進めていくために市の将来都市像を

明らかにし、その実現に向けた施策の大綱を示すもので、基本計画や実施計画

を策定するための基本指針となるものです。 

 

２．基本計画（前期・後期） 

 基本計画は、基本構想の施策の大綱に基づいて、将来都市像を実現するため

に具体的施策を体系的に示すものです。 

 

３．実施計画 

 実施計画は、基本計画に基づいて、現実の社会情勢の変化に対応しながら、

施策の優先度、緊急度、効果度を総合的に勘案して定めるものです。 
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第１章 後期基本計画策定の前提 

 

  第１節 計画策定の前提 

 

［１］本市の自然と社会的な背景 

  １．位置、地勢、気候などの条件からみた「かすみがうら市」 

▼ 本市は、茨城県南部のほぼ中央に位置し、我が国第２位の面積を誇る湖

「霞ヶ浦」と筑波山系の南麓に挟まれ、その一部は水郷筑波国定公園に指

定されるなど、風光明媚な優れた自然環境を有しています。土浦市、石岡

市に隣接し、首都東京へ約70㎞、県都水戸市へ約30㎞、筑波研究学園都市

へ約10㎞の距離にあり、ＪＲ常磐線、千代田石岡インターチェンジを市内

に有する常磐自動車道、国道６号、国道354号などの幹線交通網が各都市を

結ぶ、恵まれた立地条件となっています。 

▼ 豊かな自然環境を財産として、台地には梨や栗などの畑や平地林、低地に

は水稲やレンコンなどの水田が広がり、また、霞ヶ浦沿岸ではワカサギや

シラウオなどの内水面漁業＊も行われています。さらに、ＪＲ常磐線の神立

駅周辺や幹線道路沿いでは、商業・業務系や住居系の市街地が形成され都

市化が進展しています。市の産業は、レンコンや果樹、内水面漁業など全

国有数のシェアを

誇る農水産業と立

地条件に恵まれて

集積した商工業が

バランスよく発展

してきました。 

月別平均気温と月別降水量の状況（平成18年～平成22年の平均）
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  ２．歴史や沿革からみた「かすみがうら市」 

－ 古代～近世 

▼ 本市では、霞ヶ浦沿岸などを中心に各所から貝塚や古墳群などが発見され、

縄文時代以前からすでに人々の暮らしが営まれていたことが分かっていま

す。 

▼ 中世鎌倉時代には本市の北部に鎌倉街道が整備され、江戸時代に入ると、

千住を起点に松戸、取手、牛久、土浦、稲吉、石岡を経て水戸へ向かう水

戸街道が整備され、本市の稲吉は主要な宿場町として繁栄しました。当時

は大名が宿泊する本陣や17軒の旅籠で賑わい、稲吉宿本陣、水戸街道の旅

籠としては唯一残された皆川屋などが街道の面影を偲ばせています。 

－ 明治時代～現在 

▼ 明治22年（1889年）の市制・町村制の施行により本市の基礎となる９ヵ村

が成立。続いて昭和の大合併が進んだ昭和29年（1954年）には、９ヵ村の

うち志筑村、新治村、七会村の合併により千代田村が誕生、その翌年、昭

和30年（1955年）には、下大津村、美並村、牛渡村、佐賀村、安飾村、志

士庫村の６ヵ村が合併して出島村が誕生しました。 

▼ その当時の両村は水と緑に囲まれた純農村地帯でしたが、工業団地の開発

や交通体系の整備、住宅地の整備などを進め、それら都市化の進展に伴い、

人口も増加することとなりました。このような時代の流れの中で、千代田

村は平成４年（1992年）に町制を施行、また、出島村は平成９年（1997

年）に霞ヶ浦町へと名称変更するとともに町制を施行しました。 

▼ そして、元号が平成に変わり、政治、経済、社会ともに大きな転換期を迎

える中、平成17年に両町は合併し、「かすみがうら市」が誕生しました。 

 

【かすみがうら市の変遷】 

 

 

 

合併 町制施行 

合併 

合併 町制施行 
明治 22 年(1889 年) 

4 月 1 日 

下大津村、美並村、 

牛渡村、佐賀村、 

安飾村、志士庫村 

明治 22 年(1889 年) 

4 月 1 日 

志筑村、新治村、 

七会村 

昭和 30年(1955 年)

2月 11日 

出島村 

昭和 29年(1954 年)

3月 20日 

千代田村 

平成 9年(1997年) 

4月 1日 

霞ヶ浦町 

平成 4年(1992年) 

1月 1日 

千代田町 

平成 17年(2005 年) 

3月 28日 

かすみがうら市 
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［２］本市に影響を与える様々な時代潮流 

  １．成長型から成熟型への転換期 

（１）人口構造の変化（少子高齢化・人口の減少） 

 人口構造の変化は、人手不足や消費市場の縮小など経済分野における活力低

下に影響を及ぼすだけでなく、社会保障の負担増などに伴う高齢者世帯の社会

的、経済的自立や子育て環境の格差の拡大といった面でも懸念されています。 

 

（２）価値観の変化（市民意識の多様化・心の豊かさを求める時代の変化） 

 都市化が進み、日常の中で自然に親しむ機会が減少するにつれて、生活の利

便性よりも自然とのふれあいを重視するという自然志向の高まりがみられ、自

由時間を過ごしたり、子供を育てる場として、自然の豊かな地域を高く評価す

る人々が増えてきています。 

 

（３）産業形態の変化（産業構造のソフト化・サービス化） 

 産業技術の高度化や消費生活ニーズの多様化は、わが国の産業構造を大きく

変化させ、経済構造全般がソフト化やサービス化へと移行している状況にあり

ます。国内企業などにおいては、付加価値の高い製品やサービスへの転換、先

端的な技術の積極的な開発などが求められています。 

 

  ２．グローバル＊時代の到来 

（１）地球的規模で対応が求められる環境問題（資源循環型社会／環境共生型社会） 

 今や地球温暖化対策は、発展途上国を含めた世界各国が協力して取り組むべ

き課題となっており、我が国においても、環境問題に積極的に取り組む姿勢を

示し、施策を展開しているところです。 

 

（２）グローバル化する社会情勢、変ぼうする社会経済システム（経済の国際化）  

 グローバル化は経済活動にとどまらず、社会、文化、技術、組織などの幅広

い分野に及んでいます。効率化の流れの中で一元化、単純化が進み、各々の国

のもつ独自性の喪失が指摘されているとともに、人々の日常生活のリスクも拡

大傾向にあると言われています。 
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（３）グローバル化がもたらす技術革新と人々の交流の拡大 

 技術革新のめざましい進展は、私たちの暮らしにも大きな変化をもたらしつ

つあります。国内外における高速通信や情報ネットワークが急速に拡充すると

ともに、ＩＴ＊の革新が進み、経済面のみならず文化、学術研究など様々な分

野における交流や活動が活発化しています。 

 

  ３．依存から自立への変革 

（１）地方分権型社会への移行（地域の自立／自治体の自己決定権と自己責任の拡大） 

 地方分権の進展により、国と地方の役割分担の明確化、機関委任事務制度の

廃止、国の関与のルール化などが図られてきました。このような中で、地方自

治体は、良質な行政サービスの提供を目指すとともに、より自立性の高い、行

政経営を目指した取組みを推進していく姿勢が求められています。 

 

（２）地域の独自性、主体性の重視（地域間競争／地域アイデンティティ＊の再認識）  

 人々の価値観の多様化に伴い、暮らしの選択可能性も大きく広がってきてお

り、また、交通体系や交通手段の整備により、日常生活や就業などの面で生活

圏が拡大しています。技術の高度化や情報化の進展によって「人」「モノ」

「資本」が国境を越えて移動するグローバル化、ボーダーレス化＊があらゆる

分野で加速しており、地域づくり全般において地域間の競争をますます激しい

ものにしています。 

 

（３）個人の自主選択（個性の尊重／自己実現型社会） 

 人々の価値観や生活様式が多様化し、個人個人が様々な分野で自由な選択を

求めるようになってきています。多様化する生活のあり方を許容していくシス

テムの構築など、様々な分野について、多様な選択が可能となる社会づくりを

進めていくことが求められています。 

 

  ４．連携や協力が自治体の総合力を高める時代に 

（１）市民と行政の連携（まちづくりへの市民参画／協働＊） 

 近年、様々な分野における市民参画や協働への関心が高まっており、市民や

ＮＰＯ＊、事業者などと行政による協働の領域が拡大しています。市民と行政

の相互の協力体制を確立し、市民の視点に立った、より効率的で弾力的な行政

サービスの提供に努めるなど、協働領域の拡大に対応するシステムの確立が求

められています。 
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（２）自治体相互の連携（地域づくりと行政運営の広域化／広域市町村合併） 

 行政サービスの向上と行政運営の効率化を図るため、地方自治体同士の連携

強化や共同的な事業の推進が求められ、国の方針としても広域行政の強化や市

町村合併の促進などが打ち出されています。広域的な視野に立って行政運営や

まちづくりを見直し、各自治体が有する特性や資源、社会資本などを相互に補

完し、有効に活用していくための連携方策を多面的に検討していくことが必要

です。 

 

（３）男性と女性の連携（男女平等／男女共同参画型社会） 

 男女雇用機会均等法や育児・介護休業法などの法整備が進み、男女平等意識

の高揚や女性の社会参画に対する支援が強化される一方、従来からの性別によ

る役割分担意識や偏見などが依然として残っているのが現状です。男女がそれ

ぞれの個性や能力を認め合い、それらが家庭や地域、職場などで十分に発揮さ

れ、責任を担い合う男女共同参画社会を構築していくことが必要です 

 

  ５．東日本大震災を教訓とした安全・安心体制の確立 

（１）地域防災計画などの見直しによる、非常時体制の強化及び充実 

 本市は以前より安心・安全のまちづくりを目指し、地域防災計画を策定する

など、その対策を着実に進めてきました。しかし、平成23年3月11日に発生し

た東日本大震災では、これまでの想定を超えた被害も多く発生しており、国や

県などの対策を踏まえながら、より安全な新しい基準に基づく、安心なまちづ

くりを組み直す必要があります。 

 

（２）ライフライン＊をはじめとした都市基盤の整備 

 東日本大震災では、本市においても長期における断水をはじめとし、市民生

活にも様々な支障が生じました。現在の社会生活においては、電気、ガス、

上・下水道、情報などのライフラインが欠かせないものとなっており、これら

の確保とともに、緊急の避難場所や救急の医療機関へのアクセス道路の確保な

ど、復興に向けた迅速な対策が求められています。 
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（３）地域協働など住民のネットワークによる地域ケア体制の強化 

 突発的で広域的な災害においては、常備消防など既存の体制だけでは対応で

きません。消防団などとともに、近隣相互の助け合いによる対応が必要不可欠

であり、日常からの地域コミュニティ＊の形成によるケア体制の確立が求めら

れています。 

 

（４）原子力発電所の事故に対する対応 

 福島第一原子力発電所の事故による放射能の飛散は、本市を含む関東地方一

円にも及び、特に子どもたちへの影響も懸念されています。国や県などと連携

のもとで、適切な対応を行うことはもちろんですが、市民の不安を払拭するた

めにも、市独自の判断での対応も必要です。また、根拠のない風評被害に対し

ては、検査の強化による正確な情報発信など官民一体となった対応が求められ

ます。 

 

［３］本市の現状などの整理及び分析 

  １．人口や世帯の状況からみた「かすみがうら市」 

（１）人口や世帯の推移 

▼ 本市の人口を５年ごと

の推移でみると、平成

７年までは、首都圏の

外延化や都市化の影響

を受け急速な増加傾向

を示し、その後、減少

しています。 

▼ 世帯数は平成22年まで、一貫して増加しており、人口が減少傾向に転じても、

世帯数の増加傾向は続いている結果となっています。 

▼ ０～14歳の年少人口＊は、昭和60年からの年齢３区分別人口の推移でみると、

少子化の影響などにより減少傾向にあり、平成22年では13.5％となってい

ます。 

▼ 15歳～64歳の生産年齢人口＊は、平成７年まで増加し、その後減少に転じて

います。 

▼ 65歳以上の老年人口は、平成22年現在まで一貫して増加している状況です。

昭和60年では10.9％を占めていた老年人口は、平成22年では23.0％と２倍以
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上の割合となり、高齢社会（高齢化率14％～21％未満）から超高齢社会

（高齢化率21％以上）の時代へと移ってきています。 

▼ 人口動態（自然動態＊）をみると、死亡者数が出生者数を上回る自然減の状

態が続いています。特に、平成17年以降については、増減しながらも、全

体的には、自然減の状態が拡大している傾向にあります。 

▼ 人口動態（社会動態＊）をみると、社会増減率は転入者より転出者の方が多

い転出超過の状態が続いています。特に、平成17年以降については転出超

過が拡大する傾向にあります。 
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  ２．産業構造からみた「かすみがうら市」 

（１）産業構造 

▼ 本市の就業者数の推移をみると、昭和50年以降、平成７年まで増加傾向を

示していましたが、平成７年をピークに減少傾向に転じており、総人口と

同様の傾向を示しています。昭和50年では第１次産業が最も多く第２次産

業と第３次産業が同程度でしたが、現在では第３次産業が全産業の過半数

を占める構造となっています。 

 

（２）農業・林業・漁業 

▼ 平成２年から平成22年の農業指標の推移をみると、農産物の自由化や後継

者不足などの影響を受けて、総農家数、経営耕地面積ともに減少していま

す。特に農家数の減少は著しく、1,627戸、37.8％の減少となっています。 

▼ 林野面積の推移をみると、平成７年までは国有林、民有林ともに減少して

いますが、平成７年以降は、ほとんど変動がありません。一方私有林につ

いては、減少していましたが、平成22年には再び増加に転じています。 

▼ 水産業における漁獲高の推移をみると、霞ヶ浦全体では減少傾向を示して

います。 

（３）工業 

▼ 平成２年から平成22年までの工業の推移をみると、製造品出荷額は、平成

12年に減少したものの、その後、社会経済の回復傾向により増加に転じて

います。一方、事業所数については、全体的に減少傾向となっています。 

（４）商業 

▼ 平成３年から平成19年の商業の状況をみると、従業者数は、平成11年まで

順調に増加し、平成14年には一時減少したものの、平成16年には再び増加

に転じています。また、年間販売額は平成11年まで増加したものの、平成

14年には大きく減少しましたが、平成19年には再び増加に転じています。

一方で売り場面積は、全体的には伸びる傾向にありますが、平成19年には

減少に転じています。 
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【産業別就業者数の推移（旧千代田町、旧霞ヶ浦町合計）】  （単位：人，%） 

 年

区分 
昭和 50 昭和 55 昭和 60 平成 ２ 平成 ７ 平成 12 平成 1７

第１産業 

就業者数 8,298 7,294 6,181 4,834 3,952 3,477 3,153

構成比 42.9% 35.8% 29.1% 21.5% 16.2% 14.4% 13.6%

第２次産業 

就業者数 5,599 6,022 6,592 7,878 8,762 8,195 7,466

構成比 29.0% 29.6% 31.0% 35.0% 35.9% 34.0% 32.1%

第３次産業 

就業者数 5,379 7,018 8,438 9,667 11,470 12,115 12,404

構成比 27.8% 34.5% 39.7% 42.9% 47.0% 50.3% 53.4%

総就業者数 19,322 20,362 21,247 22,510 24,380 24,094 23,250

資料：国勢調査 

※総就業者数は、分類不能の就業者数を含む数字である。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※農業産出額（農業粗生産額）は、平成 19 年以降市町村別集計の公表なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【林野面積の推移】    （単位：ha） 

区分

  年 
森林面積

総数 
国有林 公有林 私有林

平成  2 2,350 164 57 2,129

平成  7 2,161 141 13 2,007

平成 12 2,069 141 13 1,915

平成 17 2,055 144 13 1,898

平成 22 2,060 141 15 1,904

資料：茨城県林政課/農林業センサス
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［４］本市のまちづくりに対する市民意識 

  １．後期基本計画策定に係るまちづくりアンケート結果 

 

住みやすさについて                            .. 

・「住みやすい」「どちらかといえば住みやす

い」と回答された方は45.5％を占めており、

この割合は、前回アンケート（平成17年10月

実施）と比較して2.8ポイント上昇していま

す。 

・「ずっと住みたい」と「当分の間は住みた

い」と回答された方は、全体の76.0％を占め

ています。「ずっと住みたい」は年齢が高い

ほど割合は多くなっており、「当分の間は住

みたい」と考えている方は、年齢が低いほど、

割合は多くなっています。さらに、長年住ん

でいる人ほど「住みたい」割合は多くなって

います。 

 

市の生活環境に関する満足度                        ..  

・生活環境では「都市基盤」「居住環境」「健康づくりや福祉の環境」「教育

や文化の環境」「地域コミュニティや行政サービスの環境」の５つの分野に

ついて、それぞれ細かく項目を設定し、満足度を評価してもらいました。 

・豊かな自然、きれいな空気や静かな環境が、市民生活の一部となっており、

これらについて満足されている方が多いという結果となっています。一方、

交通網や道路、賑わいの場など利便性を高める施設などに対して、不満足で

あるという結果となっています。 
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市の将来のイメージや姿                          .. 

・本市の将来に関する設問では、「保健や医療・福祉が充実し、安心して暮ら

せるまち」が全体の24.4％を占め、最も多くなっています。以下「水や緑な

ど豊かな自然を生かしたまち」（14.0％）、「防災や防犯体制が整った安全

なまち」（13.6％）となっています。 

・市の財産である豊かな自然環境を大切に守りつつ、安心して暮らせる快適な

環境が将来できることを望んでいます。 

 

市の今後のまちづくりについて                       .. 

・都市基盤の分野では、ＪＲ神立駅周辺などの市街地の整備充実や生活道路環

境の充実が求められています。 
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・居住環境の分野では、交通手段や自然環境、防犯の取組みなどの充実が求め

られています。 

・健康や福祉の分野では、救急医療・保健サービス、福祉サービスなどの充実

が求められています。 

・子育て支援の分野では、具体的な施設よりも、地域全体で子どもを育てる環

境づくりや医療福祉の充実が求められています。 

・教育や文化の分野では、施設よりも教育内容、地域との連携への要望が高く

なっています。 

・産業振興の分野では、後継者の育成や商店街の整備・活性化、地場産業の振

興の対応が求められています。 

・男女共同参画社会の形成では、育児や介護休業制度など共働き世代の家庭環

境の維持に関する施策が求められています。 

・各種交流事業関係では、合併後の新たな市域を基本単位とした交流の促進と

さらなる周辺市町村との交流が求められています。 

・行政サービスでは、職員の定員管理及び給与の適正化、財政の健全化、行政

事務の簡素化・効率化が求められています。 
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第２章 計画策定の視点 

 

第１節 策定の視点 

 

視点１ 地域総合力を高め、ニーズを引き寄せる  
－首都圏の中で存在感を高める“かすみがうら”へ－ 

▼ 「まちづくりアンケート調査」や「中学生と高齢者の交流ワークショ

ップ＊」、「まちづくり座談会」などからは、市民は「かすみがうら」を

とても愛していることが伝わってきます。しかし、こんなにいいと感じて

いる「かすみがうら」の良さを知ってもらえていない、美味しい地域の名

産や美しい自然や歴史の風景が「かすみがうら市」のブランド＊に成長し

ていないという点が、課題として感じているようです。 

▼ 首都圏におけるこの豊かな自然環境は、地域間競争が言われている中で、

ほかにはない大きなメリットです。そのため、これからの「かすみがうら

市」のまちづくりにおいて、「千代田」「霞ヶ浦」が持っていた地域の宝

を“かすみがうら”のブランド力として高め、県内の中でもその存在感を

高めていくことが必要です。 

 

視点２ 都市成熟力を高め、暮らしやすさの満足度を高める 
－時代が求める方向性に合わせ施策を最適化する“かすみがうら”へ－

▼ 東日本大震災を経験し、暮らしやすい都市づくり、誰もが健康や生活に安

心できる環境づくり、農業や工業、商業も含めた産業基盤の充実などへの

要求が高まっています。そのためには、速やかな震災復旧と震災からの復

興を進めることはもとより、あらゆる分野に対して、厳しい社会経済情勢

に積極果敢に立ち向かう行財政運営を行っていくことが求められています。 

▼ 行政課題に対応した施策の創意工夫、合併や広域連携など新たな広域的枠

組みに基づく行政運営に対する検討など、これまでの慣習やしきたり、前

例にとらわれない、新しい取組みを考え展開することが、都市成熟力を高

めていく上で必要となっています。 
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視点３ 市民協働力を高め、時代の荒波を協力して乗り越える 
－市民・事業者・行政との連携が力を発揮する“かすみがうら”へ 

▼ 人口減少や少子高齢化などに伴う社会構造の転換、グローバル化に伴う経

済情勢の大きな変動、地球規模で対応が迫られる環境問題など、時代の流

れは大きく変わってきています。産業や就労をはじめ、教育、消費、福祉、

交通など、日常の暮らしにおいて、今後予測される将来の人口規模や年齢

構成に応じた成熟した都市社会にふさわしい「まちづくり」を推進する必

要があります。そのため、市民と事業者、行政が知恵と力を出し合い、緊

密な連携を図りながら、災害時における地域ケアも含めた様々な行政課題

に取り組む「協働のまちづくり」の実現に向けて努力していくことが重要

です。 
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  第２節 分野別の視点 
 

（１）「自然と調和した快適なまちづくり」に関する視点 

①豊かな自然と調和したバランスのある土地利用の展開 

▼ 北西部の筑波山系の丘陵地を持つ千代田地域、小河川によって刻まれた起

伏のある緩やかな台地や谷津や湖岸の低地によって形成される霞ヶ浦地域、

それぞれの地域の持つ役割を大切にしながら、それぞれの良さを生かした

バランスのあるまちづくりをしていくことが求められています。 

②一体的な都市構造の構築に向けたＪＲ神立駅周辺整備 

▼ 千代田地域と霞ヶ浦地域が隣接している箇所はわずかであり、またＪＲ常

磐線により分断される状況にあります。ＪＲ神立駅周辺を中心とした拠点

的土地利用を積極的に行い、市内各所を結ぶ交通ネットワークなどの検討

を進め、一体の都市としての都市構造を構築することが必要です。 

③本市の特徴である自然環境の保全・育成 

▼ 首都東京にも近い非常に恵まれた交通立地条件を持ちながらも「豊かな自

然環境」という部分が本市の特徴でもあります。筑波山系と霞ヶ浦をはじ

めとした豊かで特徴ある自然環境とそれに育まれた暮らしの営みを大切な

宝物として、将来にわたって保全していく必要があります。 

④環境と共生する循環型社会を目指した環境にやさしい“まち”の創造 

▼ 新エネルギー＊の導入などの新たな環境づくりへの取組みを支援し、環境と

共生する循環型社会の形成を目指していくことが必要です。また、霞ヶ浦

を有する自治体として、その水質問題に取り組んでいく必要があります。 
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（２）「健やか・安心・思いやりのまちづくり」に関する視点 

①高齢者が安心して暮らすことのできる福祉の環境づくり 

▼ 全国的な規模で高齢化が進む中、本市においても高齢者人口の増加に伴い、

介護や支援を必要とする高齢者も増加することが予想されます。高齢者が

住み慣れた地域や家庭で、社会の一員として生きがいを持って安心して暮

らすことができる地域づくりを、市民と行政が連携しながら構築していく

ことが必要です。 

②安心して子育てができる地域づくり 

▼ 市街地では子育て世代の転入に伴う子育て環境の充実のニーズが高まって

います。保育所、幼稚園、学校、職場、地域社会などが、それぞれの養育

機能を充実し、相互に連携しながら、子育てに安心感が持てる環境づくり

に取り組むことが急務の課題となっています。 

③医療環境の整った地域づくり 

▼ 市民が安心して医療が受けられるよう、地域医療体制や救急医療体制の充

実が望まれています。そのため、拠点病院が立地する土浦市なども含めた

広域的な地域の中で市民が医療を受けることができる環境の充実が必要と

なっています。 

 
（３）「豊かな学びと創造のまちづくり」に関する視点 

①豊かな心を育て、子どもたちの学ぶ環境の充実 

▼ アンケートやヒアリングなどにおいても、「次代を担う子どもたちが心豊

かに成長できるよう、その環境を整えていくことが重要だ。」という意見

も多く聞かれました。学校区の再編の問題などを解決しながら、市民ニー

ズを的確に把握し、将来を担う子どもたちの教育環境の充実を図っていく

必要があります。 

②市民が融和しニーズに適した生涯学習の場の提供 

▼ 合併後、様々な文化・芸術などの市民活動団体の一体化が進んできていま

す。しかし、施設の利便性が損なわれていたり老朽化の問題があるなど

様々な課題を持っています。これらの課題を解決しながら、市民ニーズに

即した学習機会の提供に努めていく必要があります。 
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 第２章 計画策定の視点総論 
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点 

かすみがうら市総合計画 

（４）「活力ある産業を育てるまちづくり」に関する視点 

①着実な発展を支える農業や商業、工業などの産業の育成と充実 

▼ 本市の基盤を支えてきた農林漁業や工業、商業などの産業をさらに活力あ

るものとするために、それぞれの産業に適した「まちづくり」を行うこと

が必要です。優良企業の誘致や事業所の支援などによる工業の振興、農業

の経営安定化や後継者不足への対応などによる農業の振興、ＪＲ神立駅周

辺や幹線道路沿いの環境整備による商業の振興など、きめ細かな振興策を

展開していく必要があります。 

②地域の特徴を生かした独自の産業育成 

▼ 都心からのアクセスにも恵まれ、自然豊かな環境を持つ本市の特徴を生か

した産業を育成、充実させていくことが求められています。そのため、特

産品のブランド化や体験型の観光の拡大、水と緑に囲まれた豊富な地域資

源を活用した新たな観光資源の掘り起こしなど、基幹産業と観光が連携し

た独自のまちづくりを展開しながら、「かすみがうら」としての個性を打

ち出していくことが必要です。 
 
（５）「みんなでつくる連携と協働のまちづくり」に関する視点 

①市民参加と協働のまちづくりに向けた体制の構築 

▼ 地域のコミュニティ活動や様々なまちづくり活動などの高まりに伴い、市

民やＮＰＯ、ボランティア、事業者などの参加による協働のまちづくりが

進展してきています。今後は、まちづくりに協力できる人材育成を図りな

がら、協働と参画によるまちづくりの推進に対応するシステムの確立を図

る必要があります。 

②自治体としての執行体制の強化と持続可能な自治体運営 

▼ 景気の動向や国、県の制度改正、地方分権などの影響を受けて、財政的に

も本市は、厳しい状況が経常的なものとなりつつあります。そのため、行

政評価システム＊の推進、組織や機構の見直し、職員数の適正化、職員の能

力開発など、強力に行財政改革に取り組み、限られた財源を重点的かつ効

果的に配分しながら、健全な財政運営を図っていくことが重要です。 
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 第２章 計画策定の視点 総論 
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後期基本計画 

序 章 重点プロジェクト 

 

第１章 自然と調和した快適なまちづくり 

 

第２章 健やか・安心・思いやりのまちづくり 

 

第３章 豊かな学びと創造のまちづくり 

 

第４章 活力ある産業を育てるまちづくり 

 

第５章 みんなでつくる連携と協働のまちづくり 

「未来のかすみがうら市」（絵画コンクール：平成 22 年度実施）上佐谷小学校６年 山内美樹さん 



 

 

 

塚本直樹さん塚本直樹さん 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

後期基本計画 

重点プロジェクト 

序 章 

「未来のかすみがうら市」（絵画コンクール：平成 22 年度実施）安飾小学校５年 宮根拓巳さん
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重
点
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ェ
ク
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 序 章 重点プロジェクト後期基本計画 

かすみがうら市総合計画 

 
重点プロジェクト 

 

本市の将来都市像である『きらきら いきいき ふれあい育む 豊かなめ

ぐみ野』を実現していくために、重点プロジェクトを設定し、今後５年間に

おいて重点的かつ積極的な展開を図ります。 
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 序章 重点プロジェクト 後期基本計画

  第１節 重点プロジェクト設定の背景 

［１］重点プロジェクトとは 

重点プロジェクトは、基本構想における本市の将来都市像である『きらき

ら いきいき ふれあい育む 豊かなめぐみ野』及び基本理念である『豊か

な自然を守り、生かした「ふるさと」と呼べるまちを目指して』、『交通利

便性や地域資源を生かした「活力」ある元気なまちを目指して』、『各地域

の持つ役割を大切にした「個性と連携」のまちを目指して』を実現していく

ために、今後５年間において重点的かつ積極的な展開を図るものです。 

［２］重点プロジェクトの設定にあたって 

重点プロジェクトの設定にあたっては、基本構想に示される将来都市像や

基本理念を踏まえるとともに、合併後はじめての計画となる前期基本計画の

命題である「合併による市民・市域の一体化の推進」を継続することを前提

としました。また、前期基本計画が施行されてきた中で、市民が感じ、想っ

てきたまちづくりの方向性に関する意見を「まちづくりアンケート」「まち

づくり座談会」「中学生と高齢者の交流ワークショップ」などから集約し、

まとめた後期基本計画策定の視点（視点１～３）を目指すものとしました。 

 

 

 

 

視点１ 地域総合力を高め、ニーズを引き寄せる  

－首都圏の中で存在感を高める“かすみがうら”へ－ 

 

視点２ 都市成熟力を高め、暮らしやすさの満足度を高める 

－時代が求める方向性に合わせ施策を最適化する“かすみがうら”へ－ 

 

視点３ 市民協働力を高め、時代の荒波を協力して乗り越える 
－市民・事業者・行政との連携が力を発揮する“かすみがうら”へ－ 

●まちづくりアンケート 
（Ｈ２２．８．１～２３実施）  
●まちづくり座談会 
（Ｈ２２．１０．２７実施）  
●中学生と高齢者の交流ワークショップ
（Ｈ２２．１１．９実施） 
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 序 章 重点プロジェクト後期基本計画 

 

一方で本市においても、平成23年３月11日に発生した東日本大震災により、

上水道をはじめとして大きな被害を受け、さらに今後、高い確率で東海・東

南海地震の発生も予測されているため、この５年間は、先の大震災における

被害のすみやかな復興と、今後の地震に対する対策を最重点項目としてとら

えました。当然これらによる対策は、日常生活においての安心や安全にもつ

ながります。 

これらを基に、分かりやすくキーワード的にまとめ、３つの重点プロジェ

クトを設定しました。 
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 序章 重点プロジェクト 後期基本計画

  第２節 重点プロジェクトの設定 

［１］重点プロジェクト 

 あんしん感ＵＰプロジェクト                ． 
東日本大震災で、本市は上水道をはじめ大きな被害を受けました。震災後

最初の計画であるこの後期基本計画では、災害に強い安心して暮らせるまち

を目指して、安全性の強化やライフラインの整備とともに、災害時の情報伝

達や支援体制など、今回の震災の復興と合わせ、その経験を生かして安心感

のあるまちづくりを目指します。 

また、日常生活においても、市民がより安心して暮らせるよう、防災救急

体制をはじめ、子育てや介護など、それぞれの分野での安心感の向上を目指

します。 

 

 

 

. 

 

 

 

ブランド力ＵＰプロジェクト                ． 
市民の声としても、「本市には良いところが多いけれども、それを生かし

きれていない、もっとアピールするべきだ。」という意見が多数寄せられま

した。 

市の顔となるＪＲ神立駅周辺整備を進めるとともに、首都近郊にありなが

ら豊かな自然やおいしい食べ物などにあふれている全国有数の湖の名を冠し

た「かすみがうら」のブランド力の向上を目指します。 
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 序 章 重点プロジェクト後期基本計画 

 

 

わがまち感ＵＰプロジェクト                ． 
合併して７年が経過し、協働力を高めるための一体感の醸成は今後とも大

切です。かすみがうら市を「わがまち」として誇りを持てるような、そして、

市民が本市に住み続けたい、また、ほかの地域の人たちが、かすみがうら市

に住みたいと思えるようなまちづくりを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※基本計画文中の該当施策に、それぞれの重点プロジェクトマーク が 

 付いています。 

 

 

 



 

 

 

塚本直樹さん塚本直樹さん

自然と調和した 

快適な 

まちづくり 

第１章 

 

後期基本計画 

「未来のかすみがうら市」（絵画コンクール：平成 22 年度実施）新治小学校５年 齋藤詩織さん 
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  第１章 自然と調和した快適なまちづくり 後期基本計画 

  施策の体系 

 

 

       1.計画的な土地利用の推進 

       2.都市計画の推進 

       3.中心市街地の整備 

       4.地域の特性を生かした景観保全 

 

 

       1.広域的な道路体系の確立 

       2.幹線道路の整備 

       3.生活に身近な道路の整備 

       4.公共交通の充実 

 

 

       1.上水道の整備 

       2.水道事業の健全化 

       1.下水道の整備 

        

       1.安全な河川の整備 

       2.親水性を高めた水辺環境の整備 

 

       1.公園・緑地の整備 

 

 

 

       1.環境保全 

       2.環境美化の推進 

       3.水質浄化の推進 

       4.公害の防止 

       1.ごみ、し尿処理の改善 

       2.リサイクルの推進 

 

 

       1.消防力の強化 

       2.救急体制の充実 

       1.防災対策・体制の充実 

       2.防災情報体制の整備 

       3.応援体制の整備 

       1.交通安全対策の充実 

       2.防犯対策の強化 

 

［３］河川 

第２節 交通基盤の充実 

［１］道路・交通 

第３節 快適な住環境の整備 

［１］上水道 

［２］下水道 

［４］公園・緑地 

［１］環境保全・公害

［２］廃棄物処理 

第５節 防犯・防災機能の充実 

［１］消防・救急 

［２］防災 

［３］交通安全・防犯

第１節 適正な土地利用の推進 

［１］土地利用 

第４節 循環型社会の形成 
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 第１章 自然と調和した快適なまちづくり 後期基本計画

かすみがうら市総合計画 

  第１節 適正な土地利用の推進 

 

［１］土地利用 

  現況と課題 
 
本市は筑波山系の山々から南東方向に霞ヶ浦へと続く、なだらかな地形を有

しており、中央部には市街地が形成され、その周辺の台地と湖岸地域には田園

地帯が広がっています。また、北西部の丘陵部は森林地域となっています。 

総面積は平成21年３月に霞ヶ浦の境界が確定したことから、水面の面積

37.82km2を含め、156.61km2です。 

陸地の約70％が土浦・阿見都市計画区域に編入されており、その約90％を市

街化調整区域が占めています。 

ＪＲ神立駅周辺整備など計画的な市街地の形成に向けて土地区画整理事業な

どに着手していますが、市街化区域には、まだ多くの未利用地が残っており、

空洞化とともに、その利用の促進が課題となっています。また、市街化調整区

域は農業を中心とした土地利用が行われていますが、遊休地が増加しており、

優良農地の確保や新産業の導入など、土地の有効利用も求められています。 

都市計画区域外では、農地や林地などに住居系や工業系の開発の混在が見ら

れるため、今後は開発の適正な誘導と周辺環境の保全に配慮した秩序ある土地

利用を図る必要があります。 

一方、水郷筑波国定公園に指定されている地域では、森林と水面の持つ多面

的機能や優れた景観を有しており、将来に残すべき貴重な財産として保全と活

用が求められています。 

今後も各地域に適した効率的な土地利用により、都市と自然が調和した環境

づくりに努める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【都市計画などの指定状況】      単位：ha 

指定区分 面積 

都市計画区域 9,000

  
市街化区域 754

市街化調整区域 8,246

都市計画区域外 6,661

水郷筑波国

定公園 

（歩崎地区） 54

（雪入地区） 450

資料：都市整備課 県環境政策課

※市街化調整区域面積には霞ヶ浦 867ha が含まれています。 

 

【地目別面積】       単位：ha 

総面積 15,661 

田 2,356 

畑 3,443 

宅地 1,305 

山林 2,545 

原野 249 

雑種地 676 

その他 5,087 

資料 県市町村課 
※茨城県市町村概況（平成22年度版） 
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  第１章 自然と調和した快適なまちづくり 後期基本計画 

かすみがうら市総合計画 

  施策の方向 

 

１．計画的な土地利用の推進 

 活気ある商工業地や良好な住宅地の形成に向けた都市基盤の整備を図るとと

もに、森林や水辺などの環境を保全しつつ、自然と農業環境との調和に配慮し、

地域の特性を踏まえた計画的な土地利用を推進します。 

 

施策の内容 

① 土地利用構想に基づき、自然環境と都市環境の調和を基本として、地域の

特性に合った適切な土地利用を誘導します。 

② 市街地内未利用地や空洞化した工業系、商業系の土地利用については、周

辺環境との調和に配慮しながら、地域の活力向上に資する機能の立地誘導

を図ります。 

③ 住宅地については、周辺の住宅開発計画との調整を図り、快適性や防災機

能を充実させながら、良好な生活環境の維持と居住環境の創出に努めます。 

④ 農村地域においては、適切な生活環境や居住環境を維持するとともに、区

域指定制度＊などを活用しながら、活力ある集落環境づくりを図ります。 

⑤ 農用地については、農業振興地域整備計画に基づき、生産性の高い農地利

用を推進するため、優良農地の保全と遊休地の解消に努めます。 

⑥ 森林については、水源のかん養＊や防災などの公益的機能を高めながら、

市民が身近に自然と接することができる空間として、適切な維持管理を支

援します。 

⑦ 荒廃地の増加に対応し、農用地や山林の復元対策を強化するとともに地域

特性を踏まえた適正な開発の誘導など、効率的な土地利用を促進します。 

 

 

２．都市計画の推進 

都市機能の充実や計画的なまちづくりを行うため、都市施設の適正な配置や

都市計画区域の見直しなど、地域の実情に合わせた都市計画を推進します。 

 

施策の内容 

① 都市計画マスタープランの進行管理を行いながら、都市計画の計画的かつ

総合的な推進を図ります。 

② 都市計画に関する基礎的資料の収集把握を行い、計画的な土地利用を推進

します。 
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③ 市街化区域については、用途地域に即した土地利用の誘導や都市施設の整

備などを進めながら、用途地域の見直しや地区計画の指定などの検討を行

います。 
④ 市街化調整区域については、無秩序な開発を抑制し、自然や農業環境と調

和した良好な集落地の保全を図ります。 
⑤ 都市計画区域外については、環境の保全と開発の適切な規制や誘導が図れ

るように都市計画区域への編入も視野に入れた検討を行います。 
 

 

３．中心市街地の整備 

市街地の中心であるＪＲ神立駅周辺については、関係機関と連携し、市街地

整備事業などを推進するとともに、長期的な視野に立った商業機能や交流機能

を備えた、賑わいのある中心市街地の形成に努めます。 

 

施策の内容 

① ＪＲ神立駅周辺については、土浦市と連携しながら、交通結節点や商業業

務集積地であることを生かし、計画的に駅舎の整備や市街地整備を推進し

ます。 

② ＪＲ神立駅周辺整備の進捗状況を考慮しながら、都市計画道路神立停車場

線の整備を進めます。 

③ 中心市街地の機能を高めるため、必要性の高い新たな路線については、積

極的に都市計画決定などを行い、その整備促進を図ります。 

④ 市街地の住居表示未実施地域については、地域住民の意向を踏まえながら、

分かりやすい住居表示整備を検討します。 
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４．地域の特性を生かした景観保全 

 落ち着きのある農村集落景観や神社などの歴史的建造物の保全、景観に配慮

したうるおいのある住宅地の形成を図り、地域の特性を生かした景観保全に努

めます。 

 
施策の内容 

① 筑波山系の山並みや霞ヶ浦、河川など本市を特色づける骨格的な郷土景観

の保全を基本としながら、それらと調和した美しい景観の維持に努めます。 
② 周辺環境と調和のとれた街並み景観の形成とともに地域の特性にふさわし

い一体的な街並みや景観形成の方針を検討し、地区計画や建築協定などの

規制、誘導を進めます。 
 

 

 
「第１節 適正な土地利用の推進」にかかわる目標値一覧表  

 

施策名称 指 標 
実績値 目標値 

指標の考え方 
H22年度末 H28年度 

［１］土地利用 

１．計画的な土地利用の

推進 

市街化区域内宅

地化率（％） 
61 65

基礎調査における宅地化

率が低いことから宅地化

率向上を目標とする。 

 

 

 

 

 

 

 
△霞ヶ浦と筑波山 



 

 36かすみがうら市総合計画 

第１章 自然と調和した快適なまちづくり 

 

第
２
節 

交
通
基
盤
の
充
実 

 第１章 自然と調和した快適なまちづくり 後期基本計画

  第２節 交通基盤の充実 

 

［１］道路・交通 

  現況と課題 
 

本市の広域的な交通処理機能を担う路線として、常磐自動車道、国道６号、

国道354号の主要広域幹線道路が整備されています。国道354号は、土浦北イ

ンターチェンジと霞ヶ浦大橋との道路整備が完了するなど道路環境の改善に

より、市民生活の利便性向上や本市の産業活動の活性化が期待されています。

また、国道６号の慢性的な交通渋滞の解消の対策として、国道６号バイパス

の早期完成を目指して、周辺自治体との連携を高めていく必要があります。 

県道については、つくば千代田線、土浦笠間線、石岡田伏土浦線、石岡つ

くば線、牛渡馬場山土浦線、戸崎上稲吉線があり、主要広域幹線道路を補完

し、市内の道路ネットワークの骨格として、市道との連携を高めています。

今後は、狭隘や屈曲した危険箇所の整備の促進など、機能充実が求められて

います。また、土浦市と連携して進めている神立駅周辺整備に伴う都市計画

道路をはじめとした幹線道路の整備などが課題となっています。 

市民生活の軸となって機能する市道については、日常の安全性や利便性の

向上を図るなど、生活道路としての機能向上が求められています。 

公共交通は、ＪＲの神立駅、土浦駅、石岡駅を拠点とする民間バス路線が

ありますが、平成21年３月に霞ヶ浦地区のバス路線が全廃となり、これを補

完する意味でも市の運営する公共交通などとの連携がますます重要となって

います。 

また、ＪＲ常磐線については、利便性の向上を図るため、関係機関と連携

をとりながら、東京駅乗入れや神立駅の橋上化の実現などを目指します。 

【市道整備状況】    

区分  

年度 

実延長 改良 舗装 道路改良率 道路舗装率 

（m） （m） （m） （％） （％） 

平成 18 1,439,647  329,924 749,428 22.9 52.1

平成 19 1,439,531  338,924 759,729 23.5 52.8

平成 20 1,440,285  343,587 765,356 23.9 53.1

平成 21 1,440,494  343,693 765,565 23.9 53.1

平成 22 1,443,415  353,168 771,706 24.5 53.5

資料：道路管理課（各年 4 月 1日現在）
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  施策の方向 

 

１．広域的な道路体系の確立 

周辺市町村と連携しながら国道や県道の建設促進を図るほか、関係機関への

要望活動を行い、広域的な道路体系の確立を図ります。 
 
施策の内容 

① 国道６号千代田石岡バイパスの早期整備を促進します。 
② 狭隘や屈曲した県道については、バイパス化などを含めた改良を要望する

とともに、道路側溝や交通安全施設整備を要望します。 
③ 霞ヶ浦によって分断されている交通アクセス改善を目指し、霞ヶ浦二橋の

建設促進について、周辺市町村と連携し、国や県へ要望していきます。 
④ 広域化する市民の生活圏に対応するため、近隣市との連携や役割分担のも

と、広域的な視点での道路体系の確立を図ります。 
⑤ 市内観光の活性化や企業誘致を促進するため、スマートインターチェンジ＊

やアクセス道路などの整備について検討します。 
 
 
２．幹線道路の整備 

常磐自動車道｢千代田石岡インターチェンジ｣、国道６号、国道354号及び県

道などの広域道路網と連携し、市内道路ネットワークの主軸となる幹線道路の

整備を進めます。 
 
施策の内容 

① 恋瀬川河川改修事業に伴い、安全で快適な交通環境整備を図るため、五輪

堂橋の整備を促進します。 
② 市街地内の交通体系の軸となる、神立停車場線をはじめとする幹線道路の

整備を促進します。 
③ 主要な施設や地域間の連絡を円滑にする幹線道路については、補助制度な

どを活用しながら計画的な整備を進めます。 
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 第１章 自然と調和した快適なまちづくり 後期基本計画

 

３．生活に身近な道路の整備 

市民の生活の軸となって機能する道路の利便性の向上を図るため、生活に身

近な道路の整備を進めます。 
 
施策の内容 

① 生活道路については、行政区の要望を踏まえ整備の優先度を判断しながら、

狭隘部の解消や変形交差点の改良、排水整備などを実施します。 
② 歩行者などの安全性や快適性を向上させ、安心して通行できる道路環境を

確保するため、段差の解消や充分な幅員のある歩道など、地域の実情に合

った整備に努めます。 
③ 水辺の自然環境を生かした観光やレクリエーションの資源としても期待さ

れている、霞ヶ浦自転車道の整備促進を国、県など関係機関へ要望します。 
 
 

４．公共交通の充実 

市民生活や経済活動の利便性の向上を図り、誰もが住みよいまちづくりを進

めるため、鉄道、バス、タクシー、さらには自家用車や自転車利用なども含め

た、新しい公共交通体系の構築に努めます。 
 
施策の内容 

① シャトルバス＊やデマンド型乗合タクシー＊の試行運行の結果を踏まえ、各

地区と主要な公共施設を結び、市民が身近に利用できる公共交通の充実に

努めます。 
② 鉄道の利便性向上を図るため、ＪＲ常磐線の東京駅乗入れ、ダイヤの改正

やＪＲ神立駅の橋上化など、利用者の定着に向けた取組みを進めます。 
③ 身近な移動手段としてのバス交通の利用促進に向けて、現行路線バスの便

数や運行ダイヤの見直しなどについて、地域協議会との連携を図りながら、

関係機関に働きかけを行います。 
④ 市民生活の利便性向上や地域振興の期待の大きい茨城空港の利用促進を図

ります。 
 
 
 



  

 39 かすみがうら市総合計画 

 

第
２
節 

交
通
基
盤
の
充
実 

  第１章 自然と調和した快適なまちづくり 後期基本計画 

 
「第２節 交通基盤の充実」にかかわる目標値一覧表  

 

施策名称 指 標 
実績値 目標値 

指標の考え方 
H22年度末 H28年度 

［１］道路・交通 

１．広域的な道路体系の

確立 

都市計画道路の

整備進捗率

（％） 

45 60

都市計画道路（神立停車

場線）の全線整備に向け

整備率を目標とする。 

［１］道路・交通 

３．生活に身近な道路の

整備 

生活道路の改良

延長（ｍ） 
353,168 356,000

市民生活を支える生活道

路の快適性、安全性の向

上を目的とし、生活道路

の改良を進める。 

［１］道路・交通 

４．公共交通の充実 

市が運営する公

共交通１日当た

りの利用者数

（人） 

58 85
市が運営する公共交通の

乗降客数の増加を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
△公共交通システム 
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  第３節 快適な住環境の整備 

   

［１］上水道 

  現況と課題 
 
水道事業は、飲料水の供給を通じ健康で文化的な日常生活や社会経済活動を

支える基盤として重要な役割を果たしています。そのため、計画的な施設整備

と適正な維持管理を推進し、安全で安心な飲料水の安定的な供給に努めていま

す。 

本市の水道施設は、地下水と県中央広域水道と県西広域水道からの受水によ

り水の供給を行っていますが、耐用年数を経過した施設もあり、計画的かつ効

率的な更新を図り、安定的な水の供給を維持する必要があります。 

また、近年の生活様式の向上に伴う水需要の多様化に対し、水資源を確保す

る必要があり、茨城県における広域的な水需要体系の中で長期的予測に基づく、

地下水の最大限の活用と県広域水道の購入により対応する必要があります。 

さらに、本市は地下水採取量の規制区域にあることから、今後は県の広域水

道からの購入水量が増加することとなります。このことは、水道料金に密接に

関係することから、水道水の利用促進を図るとともに、合理性や効率性も踏ま

えた事業運営が必要となっています。 

一方、東日本大震災では、地震による停電、水道管の破損、さらには地震の

影響により茨城県からの受水ができなくなったことなどにより断水が発生し、

市民生活に大きな影響を与えることとなりました。そのため、地震災害に強い

水道用水供給体制を整える必要があります。 

今後も市民生活に必要不可欠な水の安定供給に努めながら、限りある水資源

を有効に活用するため、市民の節水意識のさらなる向上や漏水防止対策の強化

を図り、効率的で健全な事業経営を推進していく必要があります。 
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  施策の方向 

 

１．上水道の整備 

災害時にも安定的に水道用水を供給するため、老朽管の更新、水道施設の計

画的な改修及び監視体制の強化を進めます。 
 
施策の内容 

① 老朽管の布設替えや配水管の新設など、ライフラインとして安全な水を安

定供給できるように施設の整備充実を図ります。 
② 管理の効率化を図るため、浄水施設や配水施設の監視体制の強化を推進し

ます。 
③ 災害や事故などに備え、水源や配水系統の接続により、給水の安定性向上

を図ります。 
④ 水供給に対するバックアップ体制や応急給水体制の強化、浄配水場におけ

る自家発電設備の整備などにより、非常時対応についての管理体制強化を

図ります。 
 
 
２．水道事業の健全化 

効率的な事業運営のために、地下水の取水制限の影響を踏まえながら地下水

源を有効活用することで県広域水道からの購入水量の調整を図り、安定的な水

源確保と財政運営に努めます。 

 

施策の内容 

① 自家用井戸水から上水道利用への切り替えを奨励し、加入率の向上を図り

ます。 
② 広報活動を充実し、強化することにより、節水意識の高揚を図ります。 
③ 定期的水質検査の実施により水道水の水質管理を適正なものとし、安全で

安心な飲料水の供給に努めます。 
④ 有収率や収納率＊の向上による経営基盤の強化を図り、効率的で健全な事

業経営を推進します。 
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［２］下水道 

  現況と課題 
 
下水道は、市民の生活に欠かせない重要な都市の基盤であり、市民の衛生的

な生活環境を確保し、河川や霞ヶ浦などの公共水域の水質保全、水質汚濁防止

を図る上で重要な役割を果たしています。 

本市では、昭和48年に霞ヶ浦湖北流域下水道事業に加入し、市街化区域を中

心に昭和51年から公共下水道事業に着手し、昭和57年から供用を開始していま

す。 

また、公共下水道区域以外においては、農業用水域の水質保全と生活環境の

向上を目的として昭和61年に農業集落排水事業に着手し、現在８地区すべてが

完了し供用を開始しています。 

これらの下水道事業、農業集落排水事業と併せて、高度処理型合併処理浄化

槽＊の設置普及促進に努めています。 

今後も、より効率的な整備手法により汚水処理の整備促進に努めるとともに、

供用区域内の水洗化の向上を図ることが求められています。さらに、農業集落

排水処理既成施設の適正な維持管理、高度処理型合併処理浄化槽の普及に取り

組み、水洗化率の向上を図る必要があります。 

一方、市街地の雨水流出量が増加傾向にあるため、下水道の雨水管整備につ

いては、河川、水路の改修などとの調整を図りながら、計画的に整備すること

が必要になっています。 
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  施策の方向 

 

１．下水道の整備 

快適で衛生的な生活環境を確保するため、下水道の整備促進に努め、普及率

の向上を目指します。併せて、農業集落排水や高度処理型合併処理浄化槽によ

り、生活環境の改善や霞ヶ浦の水質保全を図ります。 
 
施策の内容 

① 下水道事業計画に基づき下水道施設の整備を促進します。 
② 下水道施設の適切な維持管理と水洗化の普及率向上に努めます。 
③ 公共用水域の水質保全のため、高度処理型合併処理浄化槽の設置を推進し、

地域の実情に沿った汚水処理により水質汚濁の防止に努めます。 
④ 下水道事業の安定的な経営を堅持していくため、適正な料金の設定を行う

とともに、供用開始区域内における未加入者に対する積極的な加入促進に

努めます。 
⑤ 下水道事業計画の雨水計画に基づき、流末となる河川の改修計画などとの

連携を図りながら、雨水排水施設の計画的な整備を推進します。 
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［３］河川 

  現況と課題 
 
本市は、北部の筑波山系の山々から南部の霞ヶ浦まで、起伏のある緩やかな

台地や湖岸の低地によって形成されており、河川などの整備においては、大規

模な災害も想定されることから様々な対応が求められます。 

一級河川として、霞ヶ浦、一の瀬川、恋瀬川、天ノ川、雪入川、天王川、菱

木川の７河川があり、そのほかの準用河川として４つの河川（雪入川も含む）

が指定されています。これらの河川は、洪水による浸水被害を防止及び解消す

る治水機能、農業用水を供給する利水機能だけでなく、多様な自然環境や水辺

空間を生かした憩いの場、地域文化を育む場としての役割を果たしています。 

一級河川、準用河川については、一部の河川を除いて改修が完了しており、

現在では、恋瀬川について改修事業が行われ、計画的な改修及び整備を進めて

いるところです。 

都市化の進展に伴う河川を取り巻く著しい環境の変化は、河川の持つ治水機

能の低下と環境悪化を招いています。雨水の大部分は、農地や山林などへ自然

浸透するとともに、これらの河川を通じて霞ヶ浦に流入しており、台風などに

よる自然災害の危険性が高くなっています。安全で快適な都市づくりを進めて

いくためには、河川の整備を積極的に進めていくことが必要です。 

今後も引き続き、防災機能の強化に向けた河川及び護岸の改修や整備を促進

するとともに，水辺環境に配慮した安全で親しみやすい河川環境の保全や活用

を図っていく必要があります。 

一方、筑波山系の水郷筑波国定公園における雪入山成沢地区については、県

砂防指定区域となっています。現在、河川保護や自然保護を図るため、砂防ダ

ムの整備など適切な対策を推進していますが、地すべり災害や水害など自然災

害を最小限に抑え、安全で暮らしやすいまちづくりを進めるため、今後とも継

続して基盤整備を進めることが必要です。 
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  施策の方向 

 

１．安全な河川の整備 

下水道の整備や農林事業、都市計画などと一体となった治水対策を推進し、

市内の各河川において、防災機能の強化に向けた改修や整備を促進します。 
 
施策の内容 

① 地域開発における排水や霞ヶ浦の水位の上昇に対応し、一級河川の築堤や

河川の掘削などの治水整備を促進します。 
② 霞ヶ浦の治水対策については、消波堤や護岸の整備などを国や県とともに

進めます。 
③ 崖崩れや河川への土砂流入防止など、河川保護や自然保護のため、砂防ダ

ムの整備を促進します。 
 
 

２．親水性を高めた水辺環境の整備 

市民の身近な自然とのふれあいの場として、また生活に安らぎとうるおいを

与える空間を創出するため、水辺環境の保全や親水空間の形成に努めます。 
 
施策の内容 

① 河川におけるレクリエーション機能の向上に向けた整備や、水質の浄化、

環境美化対策により、身近で憩いのある環境づくりを推進します。 
② 霞ヶ浦の水際線については、親水性や憩いの空間を市民に提供するため、

国や県と連携しながら、自然とふれあえる水辺環境の整備を促進します。 
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［４］公園・緑地 

  現況と課題 
 
公園や緑地は、市民の生活を豊かにし、快適な生活環境の形成に重要な役割

を担っています。今後も、うるおいある地域コミュニティの場を提供していけ

るよう、公園の整備を図るとともに、緑の空間の保全と活用に努めていく必要

があります。 

本市には、市街地に点在する身近な公園から、観光やスポーツ・レクリエー

ションの拠点になる公園まで、多種多様な公園があります。都市における貴重

な憩いの場としての公園整備や、豊かな自然を生かした交流の場として公園の

適切な維持管理を進めていく必要があります。 

また、豊かな自然に恵まれた北西部の丘陵地帯や霞ヶ浦湖岸や河川などの水

辺や緑地は、古くから地域の人々の生活と結びついた豊かな自然環境が残って

います。特色ある自然環境を保全し活用した緑地空間の確保を図り、緑のネッ

トワークの形成を進めていく必要があります。 

 

  施策の方向 

 

１．公園・緑地の整備 

地域住民の意向、協力、参加を得ながら既存の都市公園などの充実を図ると

もに、憩いの場、コミュニティ形成の場として親しみやすい公園の整備を進め

ます。緑地の適正な維持管理を地域住民と協力して進めながら、貴重な自然緑

地などを計画的に保全し、活用を図ります。 

 

施策の内容 

① 公園としての機能を常時保持させるため、適正な維持管理に努め、地域住

民の協力による清掃や管理を促進します。 
② 都市化の進む中で、うるおいと安らぎを与える空間として、自然環境が残

る良好な緑地を積極的に保全します。 
③ 農村公園の適正な運用と有効活用に努めます。 
④ 緑地保護の啓発を図るため、緑化推進協議会や緑の少年団などの育成を推

進します。 
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⑤ 公共、公益施設の緑化や各公園の整備充実によって、これらを結ぶ主要な

道路を緑化することなどにより、緑の街路ネットワークを形成します。 
⑥ 河川や斜面緑地など市の特徴となっている豊かな自然環境をつなげ、水と

緑のネットワークを形成します。 
 
 
 
「第３節 快適な住環境の整備」にかかわる目標値一覧表  

 

施策名称 指 標 
実績値 目標値 

指標の考え方 
H22年度末 H28年度 

［１］上水道 

１．上水道の整備 

上水道有収率 

（％） 
88.0 90.0

配水管の更新、漏水調査

及び漏水修理を行うこと

により、水道事業経営指

標（21 年度版）全国平均

値 90％を目標とする。 

［１］上水道 

２．水道事業の健全化 

水道普及率 

（％） 
93.3 95.0

水道配水管の新設及び増

口径化により、給水人口

の増加を図る。 

［２］下水道 

１．下水道の整備 

公共下水道整備

率（％） 
83.19 84.72

累加整備面積／事業認可

面積（農業集落排水は

100％） 

汚水処理人口普

及率（％） 
83.31 83.95

（下水道処理人口＋農業

集落排水処理人口＋合併

浄化槽処理人口）／行政

人口×100 

［４］公園・緑地 

１．公園・緑地の整備 

市民一人当たり

の公園面積 

（㎡／人） 

8.3 8.5

市民の憩いの場として、

公園面積の拡大に努め

る。 
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  第４節 循環型社会＊の形成 

 

［１］環境保全・公害 

  現況と課題 
 
環境問題は、発展途上国を含めた世界各国が協力して取り組むべき課題とな

っており、我が国においても、低炭素社会＊に向けて、環境問題に積極的に取

り組む姿勢を示し、施策を展開しているところです。 

本市の身近な環境問題としては、霞ヶ浦や河川の水質汚濁、生活スタイルの

変化などに伴う廃棄物の増加、さらには大気汚染や悪臭などがあげられます。

本市は、水と緑が豊かで、まだまだ自然のままの山林や水辺も豊富ですが、そ

ういった環境も維持管理の問題から、荒廃が進み、自然とふれあう場は減少し

ている状況にあります。 

市民の快適な生活環境を維持するためにも、これらの環境問題に総合的かつ

体系的に対応していくとともに、市民、事業者、行政が一体となって、環境保

全への関心を高め、社会経済活動や生活様式を見直すなど、環境にやさしいま

ちづくりを推進していく必要があります。 

なお、原子力発電所事故による放射能の問題については、関係機関と連携し

ながら市民の安心と安全を守っていく必要があります。 

 

 

【公害など苦情状況】      （単位：件）

区分 

年度 

大 気  

汚 染 

水 質  

汚 濁 
騒音 振動 悪臭 

廃棄物 

投棄 
その他 合計 

平成 18 22 4 4 0 12 34 29 105

平成 19 51 18 12 0 34 73 59 247

平成 20 30 6 13 0 11 51 45 156

平成 21 17 10 4 0 12 79 44 166

平成 22 26 10 8 0 10 69 23 146

     資料：環境保全課 (各年 3 月 31 日現在)
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  施策の方向 

 

１．環境保全 

環境施策の総合的かつ計画的な推進を図るとともに、環境保全に関する市民、

事業者などの活動促進を図ります。 
 
施策の内容 

① 地球レベルでの温暖化など、環境問題の改善に向け、国や県と連携し、市

民や事業者への啓発を図ります。 
② 公共施設における二酸化炭素などの温室効果ガス排出量の削減を計画的に

進めます。 
③ 市民の快適な生活環境を守るため、騒音対策や悪臭対策など環境に関する

総合的な施策を進めます。 
④ 土砂などによる土地の埋立てなどの規制を行い環境の保全を図ります。 
⑤ 火葬場の利用の推進を図るとともに、組合の効率的な運営を促進します。

また、構成市との連携のもと、新斎場（石岡地方斎場組合）の建設を推進

します。 
⑥ 狂犬病予防法に基づき、周知に努めながら、犬の登録や管理を推進します。 
⑦ 市民の健康への影響を防ぐため、関係機関と連携を図りながら放射線量の

測定などを継続します。 
 
 

２．環境美化の推進  

市民が主体となった環境美化運動組織を育成し、環境美化の創出と豊かな自

然環境の保護や保全に努めます。また、環境保全や環境美化に関するＰＲ活動

を通じ、美化意識の啓発とモラルの向上に努めます。 
 
施策の内容 

① 緑化推進協議会と環境美化委員会の活動を支援しながら、花のみち事業や

花いっぱい事業などうるおいのある環境づくりに努めます。 
② 市内一斉清掃、霞ヶ浦や流入河川のごみなど清掃活動を行い、地域住民の

ごみに対する意識高揚を図ります。 

③ 環境美化に関する条例の規定に基づき、地域の環境保全の推進及び美観の

保護を図り、空き地の管理者に対して、適正な指導を行います。 
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３．水質浄化の推進 

霞ヶ浦などの公共用水域の水質浄化のため、下水道の整備などの生活排水対

策とともに、国、県、事業者、市民などとの連携により、水質浄化への取組み

を推進します。 

 

施策の内容 

① 市民を対象とした湖上研修を実施し、霞ヶ浦の水質浄化について意識高揚

を図ります。 
② 霞ヶ浦問題協議会と連携し、水質浄化に対する市民の意識高揚を図り、霞

ヶ浦及びその流入河川の環境保全を図ります。 
③ 農林水産業との連携により、水質保全への取組みを行います。 
④ 茨城県霞ケ浦環境科学センターを活用し、水質浄化に対する環境学習や市

民活動を推進します。 
⑤ 国や関係機関と連携し、湖岸のヨシ原や砂浜などの再生を促進します。 
⑥ 生活排水路浄化施設の維持管理を適切に行い、霞ヶ浦に流入する水路の水

質向上に努めます。 
 

 

４．公害の防止  

公害を未然に防止するため、環境監視体制の強化や相談窓口の充実に努めま

す。また、各種の法規制や協定などにより公害の発生防止に努めます。 

 

施策の内容 

① 河川水質調査、地下水調査、ゴルフ場農薬調査、工場や事業所の排水調査

を実施し、水質汚染を監視します。 
② 水質監視員を設置し、霞ヶ浦水域における水質汚濁や不法投棄を監視しま

す。 
③ 土浦市と連携し、土浦千代田工業団地の公害防止協定により、今後も公害

の未然防止に取り組みます。 
④ 不法投棄監視員や監視カメラの設置などにより市内の不法投棄を監視しま

す。 
⑤ 公害苦情の処理体制の充実強化を図るとともに、関係機関と連携し迅速か

つ適切な対応に努めます。 
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［２］廃棄物処理 

  現況と課題 
 
人々が将来にわたって健康で安全な暮らしを営むためには、「大量生産・大

量消費・大量廃棄型社会」から「循環型社会」への転換を図っていく必要があ

り、そのためには，これまでの生活様式を見直すとともに、環境への負荷の少

ない社会を実現していくことが求められています。 

本市においても、廃棄物の減量化や資源化、有効利用、廃棄物行政の効率化

などの課題を解決するため、長期的展望のもと、環境への負荷の少ない持続的

発展が可能な社会の構築に取り組んでいます。 

ごみ処理については、土浦市、石岡市とともに共同の処理を新治地方広域事

務組合環境クリーンセンターにおいて行っています。市民一人ひとりの理解と

協力により、ごみの総収集量は、平成15年をピークに減少傾向にあります。ま

た、ごみの分別

収集も徹底され

ています。今後、

さらに、市民、

事業者、行政の

三者がそれぞれ

の責務を認識し

役割を果たしな

がら、環境への

意識を高めてい

くことが大切で

す。 

し尿及び浄化

槽汚泥について

は、石岡市、小

美玉市とともに

共同の処理を石

岡市内にある湖

北環境衛生組合

石岡クリーンセ
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ンターにおいて行っています。し尿処理及び浄化槽汚泥の収集量は、公共下水

道などの整備に伴い、年々減少傾向にあります。今後も施設の適正な運用に努

め、適切に処理を実施していくことが必要です。 

 

 

  施策の方向 

 

１．ごみ、し尿処理の改善 

ごみ及びし尿処理については、新治地方広域事務組合環境クリーンセンター、

湖北環境衛生組合石岡クリーンセンターで共同処理をしており、引き続き適正

な運営に努めます。 

 

施策の内容 

① ごみの共同処理については、施設の更新を見据えた新たな処理体制につい

て検討を進めます。 
② 下水道施設への接続や高度処理型合併処理浄化槽の普及を促進し、効率的

なし尿の浄化と再生処理を図ります。 
 

 

２．リサイクルの推進 

環境問題への対応として、ごみの再資源化や減量化、また資源物の有効利用

など市民と協働して取り組むことにより、持続可能な循環型社会の構築を目指

します。 

 

施策の内容 

① 生ごみの家庭処理を推進し、生ごみの減量化及び再資源化を図ります。 
② 資源ごみを積極的に回収する団体の活動を支援するとともに、リサイクル

に対する市民の意識向上を図りながら、資源の有効利用と廃棄物の減量化

に努めます。 
③ 一般家庭からの資源ごみの分別収集を徹底し、リサイクルの推進を図りま

す。 
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「第４節 循環型社会の形成」にかかわる目標値一覧表  

 

施策名称 指 標 
実績値 目標値 

指標の考え方 
H22年度末 H28年度 

［１］環境保全・公害 

１．環境保全 

市公共施設から

発生する二酸化

炭素年間排出量

（ｔ／年） 

3,660 3,000

電気、ガス、燃料使用量

を二酸化炭素排出量に換

算した数値（小中学校な

どを含む）。 

［１］環境保全・公害 

２．環境美化の推進 

霞ヶ浦清掃大作

戦年間参加者人

数（人／年） 

11,541 12,500

霞ヶ浦周辺市町村が実施

する清掃大作戦の参加者

数を増加する。 

［１］環境保全・公害 

３．水質浄化の推進 

主要河川 BOD＊

値の改善達成割

合（％） 

84.6 100

市内の９河川 13 定点での

BOD の国基準値 2.0ｍｇ/ℓ

以下の達成割合。 

［１］環境保全・公害 

４．公害の防止 

年間立ち入り検

査、指導件数 

（件／年） 

43 50

公害苦情に対する発生源

の究明、原因者への指

導、再発防止策などの年

間対応件数。 

［２］廃棄物処理 

１．ごみ、し尿処理の推

進 

市民一人１日当

たりのごみの排

出量（ｇ／日）

945 900

県のごみ処理計画の目標

値 949ｇと市の実績を踏

まえ設定。 

［２］廃棄物処理 

２．リサイクルの推進 

ごみのリサイク

ル率（％） 
12 15

県のごみ処理計画の目標

値２３％と市の実績を踏

まえ設定。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
△地球温暖化防止啓発活動 
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  第５節 防犯・防災機能の充実 

 

［１］消防・救急 

  現況と課題 
 
高齢化の進展や疾病構造の変化、交通事故の多発などに伴い、救急要請は

年々増加するとともに、火災、交通事故、水難などにおける救助要請の内容も

複雑かつ多様化してきており、高度で専門的な処置が求められています。さら

に、地震などの自然災害や高速交通網の発達などに伴う大規模な災害が、数多

く発生しています。そのため、安心と安全を目指した地域づくりが求められて

おり、消防・救急体制を一層充実強化することが必要です。 

本市の消防体制は、１本部２消防署の常備消防と10分団21部の非常備消防で

構成され、消防車両や関連資機材、消防水利など施設面の充実を図るとともに、

事業所や危険物施設などへの防火管理指導の徹底、地域の自主防災組織の育成

などハードとソフトの両面から取り組んでいます。今後は、国が推進する消防

の広域化や消防救急無線のデジタル化及び消防指令業務の共同化に対応しなが

ら消防体制の充実強化を図ります。 

一方、本市の救急体制においては、救急救命士を計画的に養成するとともに、

西消防署及び東消防署に高規格救急自動車＊や高度救命処置用資機材＊を配備

し、高度化する救急需要に対応しています。今後は、増加する救急需要に迅速

かつ的確に対応するため、救急救命士を計画的に育成するとともに、高規格救

急自動車の更新や高度救命処置用資機材の充実を図る必要があります。 
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【救急出場の推移】        （単位：件）

区分 

年 

総
数 

火
災 

交
通 

水
難 

労
働
災
害 

運
動
競
技 

一
般
負
傷 

加
害 

自
損
行
為 

急
病 

そ
の
他 

自
然
災
害 

平成18 1,655 1 267 3 25 11 204 12 26 1,092 14 0

平成 19 1,675 3 296 1 18 5 193 12 32 1,101 14 0

平成 20 1,517 4 251 0 14 8 195 10 23 1,009 3 0

平成 21 1,673 7 268 1 16 10 242 12 26 1,086 5 0

平成 22 1,771 4 284 0 22 14 216 11 24 1,178 18 0

平成 23 1,804 4 244 0 16 4 249 10 25 1,237 14 1

       資料：消防本部 （各年 12 月 31 日現在）

 

 
△防災訓練での応急手当訓練 

 
△防災訓練での消火訓練 
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  施策の方向 

 

１．消防力の強化 

国の整備指針や地域の実情を踏まえた消防施設、車両、資機材の充実強化や

人員の適正化により消防の高度化を図ります。消防団施設の整備や団員の確保

に努め、組織の活性化を図ります。 
 
施策の内容 

① 消防団施設の合理化や団員の確保に努め、組織の活性化を図ります。 
② 消防団詰所や消防水利などを計画的に整備し、消防施設の強化を図ります。 
③ 消防の広域化と消防救急無線のデジタル化及び消防指令業務の共同化を推

進します。 
④ 自主防災組織や婦人防火クラブなどの育成により、家庭における防災意識

の高揚を図ります。 
⑤ 消防本部、消防団、婦人防火クラブなどが連携し、一般住宅への住宅用火

災警報器設置の普及啓発を推進します。 
⑥ 消防団に対する事業所からの協力を得るため、消防団協力事業所表示制度

を普及し活動への理解を促進します。 
 

２．救急体制の充実 

救急患者の救命率の向上を図るため、救急業務の高度化に対応した車両、資

機材の充実と救急隊員の育成、増員を推進するとともに、市民による応急手当

の技術を高めます。 

 

施策の内容 

① 救命救急に関する隊員教育を一層推進するとともに、高規格救急自動車の

更新や救急救命士の育成を計画的に進めます。 
② 事業所や市民を対象に、ＡＥＤ＊の使用を含めた応急手当の講習を推進し、

知識や技術を高めます。 
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［２］防災 

  現況と課題 
 
我が国では、台風、火山噴火、地震などの自然災害が数多く発生しており、

市民の不安はこれまでになく高まっています。近年では、従来の経験やデータ

が通用しない予想を超える災害が発生しており、特に、東日本大震災は、本市

においても、上下水道や道路、公共交通機関、電話、電気などのライフライン

の断絶、家屋の損壊や塀の倒壊など、市全域にも多くの被害が発生しました。 

さらに、自然災害に加えて、大規模事故、テロ活動、新型ウィルスによる感

染症などの発生も危惧されており、防災体制や危機管理体制の強化が急務とな

っています。 

本市では、「地域防災計画」や「国民保護計画」を策定し、自然災害だけで

なく人為的な事故も含め、救援・救護体制を強化し、地域と行政、企業、関係

機関の連携による被災に備えた危機管理体制の構築を推進し、安心して暮らせ

るまちづくりを進めてきました。 

今後も、東日本大震災を教訓にするとともに、風水害や土砂災害など、災害

に強いまちをつくるため、災害時の避難対策や救援対策、市民への情報提供や

ライフラインの確保など総合的な防災体制が一層必要になっています。 

 

 

  施策の方向 

 

１．防災対策・体制の充実 

東日本大震災での教訓を生かし、震災からの復旧・復興、各種防災対策の拡

充を進めるとともに、広域的な連携による防災体制の一層の充実を図り、市民

の安全な暮らしを守ります。 

 

施策の内容 

① 市民の生命、財産を守るため、防災体制づくりの指針となる地域防災計画

の見直しなどを行い、防災力の強化を進めます。 
② 常備消防、非常備消防の機能、設備の充実や防災施設の整備、また自主防災

組織の充実、強化を図りながら防災体制づくりを推進します。 
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③ 急傾斜地などの崖崩れの危険箇所を解消するため関係機関と協議を進め、

早急な対策を促進します。 

④ 市国民保護計画に基づく、有事における防災活動や避難活動が速やかに実

施できる体制づくりを行います。 

 

２．防災情報体制の整備 

防災行政無線などを利用した広報活動を実施し、緊急災害時の迅速な情報伝

達を行います。 

 

施策の内容 

① 災害発生時、市内全域に迅速に情報を伝達するために、防災行政無線の充

実や新たな伝達手段の検討を進めます。 
② 土砂災害、河川の破堤や氾濫など水害時の浸水情報、避難情報など防災情

報を提供し、市民に対して防災への理解と意識の高揚を促進します。 
 

３．応援体制の整備 

大規模な災害などに対応するため、市民や協力団体、関係自治体との防災に

関する連携を強化します。 

 

施策の内容 
① 災害協定締結団体との連携を強化し、災害時の応援援助の内容の見直しと

充実を図ります。 
② 災害の際に応援や援助をしてくれる協力者との災害協定の締結を推進しま

す。 
③ 東京都板橋区を中心とした13市区町との防災協定などによる緊急災害時の

広域的な相互援助の関係を引き続き進めます。 
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［３］交通安全・防犯 

  現況と課題 
 
高齢化など人口構成の変化や生活スタイルの変化、地域コミュニティ機能の

低下などに伴って、犯罪や交通事故も多様化しているため、それらの危険から

市民を守り、暮らしの安全を確保するための基盤を整備する必要があります。 

交通安全については、全国的に交通事故件数は減少傾向にあり、本市も同様

ですが、国道６号や国道354号など通過交通量の大変多い幹線道路を有してい

ることから、平成23年には年間約231件の交通事故が発生しています。 

このため、交通安全に対する意識の高揚と、すべての市民が安心して利用で

きるよう、道路環境の充実を図るとともに、交通安全施設の整備など、総合的

な交通安全対策が必要とされています。 

防犯対策については、全国的に社会構造や生活様式の多様化、複雑化などを

背景として様々な犯罪の発生がみられ、本市でも犯罪の発生する要因が増えて

います。地域ぐるみでこれらの問題に取り組み、犯罪などに対して安全で安心

のできるまちづくりを進めていくことが重要です。 

今後は、市民一人ひとりの防犯意識と、市民間の連帯意識の高揚を図るとと

もに、地域や行政、警察などの関係機関や団体が連携し、地域における防犯活

動をより一層効果的に展開し、安全な地域社会づくりを進める必要があります。 
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  施策の方向 

 

１．交通安全対策の充実 

交通安全協会や関係団体との連携により、交通安全運動や交通安全教育を推

進し、市民の交通安全意識の高揚を図ります。さらに、歩行者などが安全で快

適に通行できる環境を確保するため、交通安全施設の充実を進めます。 

 

施策の内容 

① 交通安全関連団体との連携のもとに交通安全運動やパトロールなどを実施

し、交通安全の啓発を進めます。 
② 保育所、学校などにおいて関係機関と協力し、交通安全教育の徹底を図り

ます。 
③ 交通危険箇所の解消のため、地域の意向などを踏まえ、道路照明やカーブ

ミラーなどの交通安全施設の整備を進めます。 
④ 交通事故被害者の救済のため、県の交通事故相談所を活用するとともに、

県民交通災害共済の加入促進を図ります。 
 
 

２．防犯対策の強化 

社会生活の安定を目指した安全な地域社会を実現するため、地域住民の理解

と協力を得ながら関係機関と連携し、地域ぐるみの防犯活動の充実、強化を進

めます。 

 

施策の内容 

① 警察との連携による広報活動を推進し、地域防犯体制の充実を進めます。 
② 「自分たちの地域は自分たちで守る」という地域住民の連帯協調を促しな

がら、犯罪の未然防止に対する意識の高揚を図ります。 
③ 犯罪の未然防止を図り夜間の安全性を確保するため、防犯灯の整備を進め

ます。 
④ 子どもたちを地域全体で守るため、「こどもを守る110番の家」の設置促進

や自主的防犯パトロールなどと連携体制の強化を図りながら、安全な登下

校ができるよう環境整備を進めます。 
⑤ 自主防犯組織の結成に際し、用具貸与などの支援を行います。 
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「第５節 防犯・防災機能の充実」にかかわる目標値一覧表  

 

施策名称 指 標 
実績値 目標値 

指標の考え方 
H22年度末 H28年度 

［１］消防・救急 

１．消防力の強化 

消防水利の設置

数（箇所） 
1,532 1,568

年間６か所の設置を目標

に設定した数値。 

［１］消防・救急 

２．救急体制の充実 

救急救命士の数

（人） 
15 24

３台の救急車を高度利用

するための救急救命士の

養成目標。 

救命講習受講者

累計人数（人）
1,733 5,000

消防本部が行う救命講習

会の受講人数年間 540 人

を目標とする。 

［２］防災 

１．防災対策・体制の充

実 

防災訓練参加者

人数（人） 
600 4,000

実績値は単年度、目標値

は 24～28 年度の合計。

単年度 800 人を目標値に

設定。 

［２］防災 

２．防災情報体制の整備 

防災無線の故障

件数（件） 
2 0

定期点検の着実な実施に

より故障を防ぎ、災害に

備える。 

災害協定の締結

数（団体） 
5 20

災害時の応急対応を着実

に進めるため、企業や協

力団体との災害協定を推

進する。 

［３］交通安全・防犯 

１．交通安全対策の充実 

交通死亡事故件

数（件／年） 
7 0

市内で発生した死亡事故

件数０件を目指す。 

［３］交通安全・防犯 

２．防犯対策の強化 

防犯灯の設置補

助（灯） 
60 300

行政区が設置する防犯灯の

数（実績値は単年度、目標

値は24～28年度の合計）。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
△東日本大震災の際の給水活動ボランティア 
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第
５
節 

防
犯
・
防
災
機
能
の
充
実 

  第１章 自然と調和した快適なまちづくり 後期基本計画 

かすみがうら市総合計画 

 
 
 

 
 
 



 

 

 

 

 

後期基本計画 

健やか・安心・ 

思いやりの 

まちづくり 

第２章 

 

「未来のかすみがうら市」（絵画コンクール：平成 22 年度実施）下稲吉東小学校６年 真鍋美穂さん 



  

 65 かすみがうら市総合計画 

 

施
策
の
体
系 

  第２章 健やか・安心・思いやりのまちづくり 後期基本計画 

  施策の体系 

 

 

       1.保健の充実 

       2.健康増進 

       3.医療体制の強化 

       1.医療費適正化と保険財政の健全化 

       2.高齢者医療制度の充実 

       3.医療福祉制度の充実 

 

 

       1.福祉施設などとの連携体制の強化 

       2.高齢者の安全な環境の整備 

       3.社会参加活動の促進 

       1.サービス提供体制の充実 

       2.地域包括支援体制の整備 

       3.質的向上の推進 

       4.相談・支援体制の充実 

 

 

       1.障害者自立支援の推進 

       2.障害者の社会参加の推進 

 

 

       1.保育サービスの充実 

       2.子育て支援の充実 

       3.児童福祉施設の整備充実 

       4.児童の健全育成 

 

 

       1.地域福祉意識の高揚 

       2.地域福祉施設の充実 

       3.福祉団体の育成 

       1.ひとり親家庭福祉 

 

       1.適正保護と自立支援の推進 

 

       1.加入と納付の促進 

        

［２］国民健康保険 

第２節 高齢者福祉の充実 

［１］高齢者福祉 

第３節 障害者福祉の充実 

［１］障害者福祉 

［４］国民年金 

［１］児童福祉 

第５節 地域福祉の推進 

［１］地域福祉 

［２］ひとり親家庭福祉 

［３］低所得者福祉 

第１節 健康づくりの推進 

［１］保健・医療 

第４節 次世代育成の支援 

［２］介護保険 
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第１章 自然と調和した快適なまちづくり 

 

第
１
節 

健
康
づ
く
り
の
推
進 

 第２章 健やか・安心・思いやりのまちづくり 

かすみがうら市総合計画 

後期基本計画

  第１節 健康づくりの推進 

 

［１］保健・医療 

  現況と課題 
 
市民一人ひとりが健康で幸せな生涯を送れるようにするには、身体的、精神

的な健康の保持や増進に努めるとともに、市民のニーズに応じた総合的な保

健・医療体制の充実を図ることが大切です。 

市民の健康づくりに対しては、霞ヶ浦保健センター及び千代田保健センター

を拠点に、市民の疾病の予防、健康増進を図るため、保健サービスや保健指導

を実施しています。 

市民が豊かな生活を送れるよう、個々に健康への取組みが必要となっており、

乳幼児から高齢者まで、すべての市民を対象とした健康増進計画に基づき、

様々な分野の団体との連携による、市民の健康づくりを支援していく必要があ

ります。 

一方、医療については、現在、市内の医療機関は、14の医院、18の歯科医院

があり、それらと近隣に立地する総合病院などが利用されています。休日や夜

間の救急医療について、比較的軽症な患者に対しては、石岡市医師会や土浦市

医師会に所属する医療機関で対応を図るほか、重症救急患者の救急医療につい

ては、関係区域の医療機関が参加する石岡地域病院群輪番制と土浦・阿見地域

病院群輪番制により対応しています。 

少子高齢化の進行や市民の医療ニーズに対する変化を踏まえ、関係する保健、

医療、福祉機関それぞれの特性を生かしながら、地域医療の水準の維持向上、

救急医療体制のさらなる充実が求められています。 

【各種検診の状況】                         （単位：人） 
区分 

 

 

 

    

年度 

合  

計 

結
核
健
康
診
断 

基
本
健
康
診
査 

婦
人
の
健
康
診
査

成
人
検
診 

肝
炎
ウ
ィ
ル
ス
検
診

肺
が
ん
検
診 

胃
が
ん
検
診 

大
腸
が
ん
検
診 

乳
が
ん
検
診 

子
宮
が
ん
検
診 

腹
部
超
音
波
検
診

前
立
腺
が
ん
検
診

骨
粗
鬆
症
検
診 

平成 18 22,840 6,078 5,331  678  302 5,447 897 994 792 832  480  746 263 

平成 19 23,494 6,248 5,493  702  158 5,597 897 1,027 866 873  507  875 251 

平成 20 17,609 4,175 4,076  352  185 4,212 747 814 800 837  539  617 255 

平成 21 19,989 4,560 4,419  369  234 4,588 861 985 1,071 1,088  666  838 310 

平成 22 19,533 4,376 4,283  360  200 4,416 780 906 1,104 1,351  668  804 285 

資料：健康増進課（各年 3 月 31 日現在）
※平成 20 年度以降は、後期高齢者、特定健診など、制度の変更を反映した人数である。 
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  第２章 健やか・安心・思いやりのまちづくり 

かすみがうら市総合計画 

 

第
１
節 

健
康
づ
く
り
の
推
進 

後期基本計画 

  施策の方向 

 

１．保健の充実 

健康管理や保健予防を支援する環境を整えるため、保健支援体制の充実を図

りながら、市民一人ひとりの健康管理と生活習慣の改善を目指します。 

 

施策の内容 

① 各種の健診の受診機会を増やすとともに、人間ドックや脳ドックの受診し

やすい体制を整備し受診率の向上を図ります。 
② 医療機関と連携を図りながら、予防接種を推進します。 
③ 次世代育成支援地域行動計画に基づき、母子の健康指導、健康保持に努め

ます。また、妊婦教室への父親の参加を促し、保健指導の充実を図ります。 
④ 乳幼児健診や家庭訪問などを実施し、母子の健康と健全な発育を支援しま

す。 
⑤ 各種の健康診査、健康教育、健康相談及び歯科事業などを推進します。 
⑥ 高齢者福祉計画に基づき、高齢者の保健、福祉、医療の連携を強化します。 
⑦ 献血協力者の確保のため、パンフレットの配布、企業や地域組織への訪問

などの周知を図ります。 
⑧ 不妊治療費を一部助成し、少子化の抑制に努めます。 
⑨ 自殺対策として、相談業務、パンフレット作成、講演会などを実施し、心

のケアに努めます。 
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第１章 自然と調和した快適なまちづくり 

 

第
１
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健
康
づ
く
り
の
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進 

 第２章 健やか・安心・思いやりのまちづくり 

かすみがうら市総合計画 

後期基本計画

２．健康増進 

生涯を通じて健康で安心した生活を送ることができるよう、市民が各個人に

合った栄養、運動、休養を取り入れたライフスタイル＊を確立することを支援

します。 

 

施策の内容 

① 市健康増進計画に基づき、健康で長生きするための施策を総合的に推進し

ていきます。 
② 健康教室などを開催し、健康への自主的な取組みを支援するとともに、市

民の健康に対する意識の高揚を図ります。 
③ 食生活改善推進員、健康増進推進員などの育成を図り、市民の健康づくり

体制の強化に努めます。 

④ 健康増進、疾病の予防、早期発見及び早期治療の啓発や健康管理の奨励な

ど各種の健康づくり事業を推進します。 

 

３．医療体制の強化  

休日、夜間などにおける初期医療体制や小児医療体制などの充実を図り、医

師会や関係医療機関の連携のもと、市民が適切な治療を受けることができるよ

う医療体制の充実を図ります。 
 
施策の内容 

① 近隣市の病院を含めて構成される休日や夜間の当番医制方式により、救急

医療体制の充実を図ります。 
② 市民が身近なところで安心して医療サービスが受けられるよう、医療機関

との連携強化を図り、地域医療の充実に努めます。 
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  第２章 健やか・安心・思いやりのまちづくり 

かすみがうら市総合計画 

 

第
１
節 

健
康
づ
く
り
の
推
進 

後期基本計画 

［２］国民健康保険 

  現況と課題 
 
国民健康保険制度については、国民皆保険制度の中心的な役割を果たしなが

ら、市民の健康を守ることを基本的な目的とした医療保険制度です。 

高齢化や疾病構造の多様化、高度医療の発達などによる医療費の増加に加え、

保険税負担においても、近年の不安定な経済情勢の影響や収納率の低下などを

背景に、その運営は厳しい状況が続いており、市町村間の国民健康保険税及び

医療費一部負担など市民の負担についても違いがでてきています。 

今後も、高齢化する被保険者の病気の予防と早期発見のための受診機会の拡

充を図るとともに、レセプト＊の点検や医療費の通知、納税相談や短期被保険

者証の交付の実施など、医療費の適正化や収納率向上への取組みを進め、国民

健康保険事業の安定運営を図る必要があります。 

一方、医療福祉制度は、妊産婦、乳幼児、ひとり親家庭、重度心身障害者な

どが必要な医療を容易に受けられるよう医療費を助成する制度ですが、市民ニ

ーズが高いことから安定した運営を図る必要があります。近年の景気や雇用状

況が不安定化している中、今後も、市民が安心できる体制を整えるために、助

成の充実などが求められています。 
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第１章 自然と調和した快適なまちづくり 

 

第
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進 

 第２章 健やか・安心・思いやりのまちづくり 

かすみがうら市総合計画 

後期基本計画

  施策の方向 

 
１．医療費適正化と保険財政の健全化  

国民健康保険制度に対する理解を高め、市民が安心して医療を受けられるよ

う医療費の給付や助成を行います。また、国民健康保険税の徴収体制の強化を

図り、保険財政の安定化を進めます。 
 
施策の内容 

① 国保税の納税相談、電話催告、臨宅徴収を実施し、国民健康保険税収納率＊

の向上に努め、財政の健全化を図ります。また、広報誌などを利用して国

民健康保険制度とその実情について理解を促します。 
② 被保険者に対して受診した医療費の通知を行い、国民健康保険制度と健康

管理に対する理解を促します。また、重複・頻回受診者に対して適正な利

用を促します。 
③ 国民健康保険適用の適正を図るため、レセプト点検の充実に努めます。 
④ 茨城県市町村国保広域化など支援方針に沿って各種保険事業を検討します。 
 

 

２．高齢者医療制度の充実  

茨城県後期高齢者医療広域連合と円滑な連携をすることにより、制度の適正

な運用を図ります。また、健康を保持するため、病気の予防と早期発見を促進

します。 
 
施策の内容 

① 茨城県後期高齢者医療広域連合と円滑な連携を図りながら、健康管理に関

する諸制度の利用促進に加え、人間ドックなどの受診費用の一部助成を実

施します。 
② 国の新たな高齢者医療制度への対応を見極めながら、高齢者が安心して医

療を受けられる環境を整え、適切な医療制度の運用に努めます。 
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  第２章 健やか・安心・思いやりのまちづくり 

かすみがうら市総合計画 

 

第
１
節 

健
康
づ
く
り
の
推
進 

後期基本計画 

３．医療福祉制度の充実 

乳幼児などの医療費に対する助成の充実を検討するとともに、必要な医療を

容易に受けられるようにします。 
 

施策の内容 

① 妊産婦、ひとり親家庭、乳幼児などの医療費の外来自己負担の助成などを

実施します。 
② 医療福祉制度の周知に努めるとともに乳幼児などに対する助成の充実を検

討します。 
 
 
 
「第１節 健康づくりの推進」にかかわる目標値一覧表  

 

施策名称 指 標 
実績値 目標値 

指標の考え方 
H22年度末 H28年度 

［１］保健・医療 

１．保健の充実 

特定検診の受診

率（％） 
32.9 40.0

国の目標値 50％と市の実

績を踏まえ設定。 

受診者数／対象者数 

［１］保健・医療 

２．健康増進 

健康教室の参加

者数（人／年）
1,161 1,300

健康教室への参加を推進

し、健康への意識を高め

る。 

［１］保健・医療 

１．医療費適正化と保険

財政の健全化 

収納率（％） 

現年度

88.45

滞納分

16.65

現年度

91.00

滞納分

20.00

22 年度県の目標値現年度

89％と市の実績を踏まえ

設定。 

国保税収納額／国保税調

定額 

［２］国民健康保険 

２．高齢者医療制度の充

実 

後期高齢者健康

診査の受診率 

（％） 

20.96 23.00

22 年度県の平均値

15.34％と市の実績を踏ま

え設定。 

後期高齢者健康診査受診

者数／健康診査対象者数 

［２］国民健康保険 

３．医療福祉制度の推進 

小児受給者証の

交付率（％） 
83.3 85.0

市の実績を踏まえた努力

目標を設定。 

受給者証交付者数／受給

対象者数（非該当者含

む） 
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 第２章 健やか・安心・思いやりのまちづくり 後期基本計画

かすみがうら市総合計画 

  第２節 高齢者福祉の充実 

 

［１］高齢者福祉 

  現況と課題 
 
我が国は、世界最高水準の平均寿命を誇る長寿社会を迎えています。 

本市においても、高齢化率は22.7％（平成22年７月１日現在／常住人口調

査）で、茨城県全体の高齢化率22.4％（平成22年７月１日現在／常住人口調

査）と、ほぼ同様の割合で高齢化が進んでいます。今後、団魂世代がさらに加

わってくることから、高齢化がますます進行することが想定されます。 

このような中、援護を必要とする高齢者の生活を社会全体で支援しながら、

高齢者がそれぞれの地域の中で、生きがいを持って健康で充実した生活ができ

るような仕組みをつくる必要があります。 

本市では、平成23年度に「高齢者福祉計画・第５期介護保険事業計画」を策

定し、保健、医療、福祉の分野で民間福祉施設などと連携を図りながら総合的

な福祉サービスの提供を行っています。今後も、高齢者が健康を保持し、要介

護状態にならず、自立した生活を送ることができるよう、社会参加や交流活動

など様々な生きがいづくりを進めていくことが必要です。 
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後期基本計画 

かすみがうら市総合計画 

  施策の方向 

 

１．福祉施設などとの連携体制の強化 

地域包括支援センター＊の充実を図るとともに、地域ケアセンター業務との

連携を強化しながら、地域ケアシステム＊や在宅介護支援センター及び市保健

センターなどの関係機関との協力体制の維持に努めます。 
 
施策の内容 

① 地域包括支援センターが主体となり、地域ケアシステムや在宅介護支援セ

ンターなどと連携して、介護支援専門員や福祉関係者などの情報交換及び

総合的協議の継続を図ります。 
② 高齢者福祉計画に基づき、実態の把握と必要性を判断し、適正な民間福祉

施設の整備を促進します。 
 

 

２．高齢者の安全な環境の整備  

支援を必要とする高齢者が、安心して住み慣れた地域で暮らすことができる

よう、社会福祉協議会などを始めとする関係機関と連携し、生活支援サービス

の充実を図ります。 
 
施策の内容 

① 民生委員の協力のもと、ひとり暮らし高齢者の世帯や要援護者を抱える世

帯の保護に努めます。 
② 災害時における要援護高齢者の防災意識の高揚を図るなど、高齢者に十分

配慮した防災体制を確保し、その普及や啓発を図ります。 
③ 緊急通報用機器を貸与し、ひとり暮らしの高齢者に対し、日常生活の不安

の軽減と緊急時対応の迅速化を図ります。 
④ 援助が必要な高齢者に対し、草取り、清掃など、簡易な日常生活の支援を

行い、自立生活の継続や介護予防を図ります。 
⑤ 要援護者の安全な移動を図るため、福祉タクシー＊の利用助成や移送サービ

ス体制の強化に努め、介護する家族などを多方面から支援します。 
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３．社会参加活動の促進  

高齢者が健康で充実した生活を送ることができるよう、シルバー人材センタ

ーの活性化や地域間及び世代間交流の充実など、高齢者の社会参加を促進する

ための生きがいづくりを支援します。 
 
施策の内容 

① 高齢者の健康づくりや生きがい対策の一環として、老人クラブ活動や趣味

の教室、スポーツ大会など各種活動への支援を行います。 
② 高齢者の持つ高い蓄積された技能や経験を生かすとともに、高齢者の就業

機会確保としてシルバー人材センターへの支援を行います。 
③ 長寿を祝福し、高齢者を敬う意識の啓発に努めるため敬老事業を行います。 
④ 新治地方広域事務組合が運営する、老人福祉センター「ふれあいの里」の

利用促進を図ります。 

 
△シルバーリハビリ体操 
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［２］介護保険 

  現況と課題 
 
平成12年度から運用が開始された介護保険制度については、介護保険制度の

開始以来、制度の浸透と高齢化を背景に、認定率は伸び続け、それに伴って介

護サービスの利用量も増加している状況です。特に居宅介護サービスの利用の

伸びが著しく、介護給付費も増大しています。 

本市では、平成23年度策定の「高齢者福祉計画・第５期介護保険事業計画」

に基づき、要介護状態の発生予防、悪化防止、改善に重点を置いて、適正なケ

アプランの作成に努め、体系的に在宅サービスや施設サービスなどを提供して

います。さらに、市役所や在宅介護支援センター内に設置した窓口で苦情や相

談を受け、介護サービスの質の向上にも努めるほか、家族介護者への支援など

も行っています。 

高齢化の進行に伴い、介護を必要とする方や認知症高齢者の増加が予測され、

それぞれ心身の状況に応じて、自由な意思と選択に基づき、いつでもどこでも

介護について、良質なサービスを総合的かつ連続的に利用できる体制を継続し

ていくことが重要です。 

また、高齢者の多くは、できる限り住みなれた家庭や地域で老後生活を送る

ことを希望していることから、それらのニーズに応じ、保険者としての積極的

な基盤整備、事業者指導などの取組みが求められています。 
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  施策の方向 

 

１．サービス提供体制の充実 

介護保険制度の改正に伴うサービス提供体制などを充実させるとともに、増

大するサービスの利用に対応できるよう努めます。 

 

施策の内容 

① 介護施設の待機者に対して適切な相談を行い、利用者又は家族の負担を軽

減し安心した生活ができるように取り組みます。 
② 住み慣れた地域で、要支援者や要介護者の安心した生活を支える地域密着

型サービスを提供します。 
③ 新たな事業者の参入や既存事業者のサービス提供拡大により、利用の増大

に対応した需給バランスのとれた事業展開を促進します。 
 
 
２．地域包括支援体制の整備  

高齢者が住み慣れた地域において健康で自立した日常生活を送ることができ

るよう、高齢者を地域全体で支える地域包括支援体制の充実を図ります。 
 
施策の内容 

① 要支援や要介護になる前からの介護予防を推進するため、介護が必要にな

る恐れのある高齢者を対象に、効果的な介護予防事業を地域支援事業と位

置づけ、進めていきます。 
② 地域包括支援センターを中核とした総合的な介護予防システムの充実を図

ります。 
③ 高齢者が、心身ともに、より健康な生活を維持していくために、各種健康

教室を開催します。 
 



  

 77

  第２章 健やか・安心・思いやりのまちづくり 

 

第
２
節 

高
齢
者
福
祉
の
充
実 

後期基本計画 

かすみがうら市総合計画 

３．質的向上の推進  

介護保険サービスの量的拡大に伴い、サービスの適正な利用を推進し、介護

給付費の適正化を図るとともに、サービスの質の向上を目指します。 
 

施策の内容 

① 介護給付などの費用の適正化を図るため、利用者の状態に応じたサービス

や点検を実施します。 
② 介護支援専門員の専門知識の修得と技術向上に向けた研修を義務付け、資

質や専門性、中立性の向上を図ります。 
 
 
４．相談・支援体制の充実 

介護を行う家族は心身ともに負担が大きいため、介護者の悩みなどに対する

相談・支援体制について充実を図ります。また、介護保険制度に対する周知徹

底を図り、市民参加のもとで健全な運営に努めます。 
 
施策の内容 

① 家族介護者の支援については、地域支援事業の任意事業として実施すると

ともに、周知を図りながら、利用の促進に努めます。 
② 介護や認知症、成年後見制度、高齢者虐待などに関する市や県の相談窓口

を周知するとともに、各相談機関の連携体制の充実強化に努めます。 
③ 高額介護サービス費の支給など経済的負担を軽減するとともに、各種介護

保険サービス利用についての相談と支援を行います。 
④ 相談窓口の連絡体制と処理体制の拡充を図るとともに、相談体制の周知に

努めます。 
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「第２節 高齢者福祉の充実」にかかわる目標値一覧表  

 

施策名称 指 標 
実績値 目標値 

指標の考え方 
H22年度末 H28年度 

［１］高齢者福祉 

１．福祉施設などとの連

携体制の強化 

各種生活支援サ

ービスの利用者

数（人／年） 

567 600

「食」の自立支援事業、

緊急通報装置設置事業、

福祉タクシーなどの実績

を踏まえ努力目標を設定。

［１］高齢者福祉 

２．高齢者の安全な環境

の整備 

自立高齢者の割

合（％） 
86 87

自立高齢者の減少傾向の

中の努力目標。 

［１］高齢者福祉 

３．社会参加活動の促進 

単位老人クラブ

数（団体） 
25 30

社会奉仕、生きがいづく

り、介護予防などの活動

のさらなる拡大に努める。

［２］介護保険 

１．サービス提供体制の

充実 

介護保険サービ

スの利用率 

（％） 

87 92

介護保険サービスを多く

の市民に利用してもらう

ための努力目標。 

 
 
 
 
 
 
 

 
△敬老式典 
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  第３節 障害者福祉の充実 

 

［１］障害者福祉 

  現況と課題 
 
近年、高齢化の進展や生活習慣病＊の増加を背景に、障害者の高齢化や障害

の重度化、重複化が進んでいます。 

こうした状況の中、本市では、平成18年４月に施行された障害者自立支援法

に基づき、障害のある人々が自立した生活を送れるよう支援する地域生活支援

事業の推進を図っているほか、平成19年３月に、障害福祉施策の基本的方向性

と具体的な取組みを明らかにした「障害者計画・障害福祉計画」を策定し、必

要に応じ見直しをしながら各種施策を展開しています。 

平成23年３月31日現在、本市の身体障害者手帳の所持者は1,671人、療育手

帳保持者は273人、精神障害者保健福祉手帳は124人です。本市における障害者

数は、障害の重度化や重複化によって、要介護の実態にある障害者が増加傾向

にあり、障害者を取り巻く厳しい現状が伺われます。 

このような状況を踏まえながら、今後は、国の施策の動向に注視しつつ、き

め細かな取組みを展開する必要があります。 

そして、障害者が住みなれた地域で社会の一員としてかかわりを持ちながら、

安心して暮らすことができる地域社会の実現に向けて、障害者の自立と社会参

加を促進するための施策を総合的に展開していく必要があります。 

 

 

【障害手帳所持者数の推移】  （単位：人）

区分  

年度 
身体障害者手帳 療育手帳 

精神保健 

福祉手帳 
合計 

平成 18 1,473 232 60 1,765

平成 19 1,612 234 68 1,914

平成 20 1,602 243 88 1,933

平成 21 1,624 250 102 1,976

平成 22 1,671 273 124 2,068

    資料：社会福祉課（各年 3 月 31 日現在）
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  施策の方向 

 

１．障害者自立支援の推進 

障害者が、自立した日常生活や社会生活を可能とするために必要な障害福祉

サービスを利用できるよう、制度運営の円滑化を図ります。また、住み慣れた

地域で自立した生活を送ることができるよう、在宅福祉に重点をおいた事業を

拡充します。 
 
施策の内容 

① 自立支援制度のもと、公正公平な福祉サービスを提供するために審査会の

適正運営に努めます。 
② 自立支援給付の充実を図るため、市内及び近隣の福祉施設などと連携しな

がら地域の支援体制づくりを推進します。 
③ 障害者が自立した生活が送れるよう地域生活支援体制の強化を図ります。 
④ 生活環境の整備のため、住宅リフォームの助成を行うなどバリアフリー＊

社会の実現を推進します。 
⑤ 各種年金、手当の制度や公共料金の割引制度などについて、パンフレット

などを活用して周知を図り利用を促進するとともに、関係機関に対しても

利用の充実について要請します。 
 
 

２．障害者の社会参加の推進 

障害者の社会参加を促進するため、福祉作業所を通じた自立支援及び各種就

職支援などによる雇用機会の拡充などを進めます。また、障害児教育の充実や

総合的な療育支援体制を整備します。 
 
施策の内容 

① 雇用対策の強化のため、福祉施設や関係機関との連携により自立支援や各

種の就労支援などの事業の充実を図ります。 
② 社会参加の機会拡大のため、スポーツ大会や文化活動への参加を支援しま

す。また、手話通訳や移動支援の充実を図ります。 
③ 障害児の早期療育のため、地域での療育体制の整備や施設における機能訓

練などの充実を図ります。 
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「第３節 障害者福祉の充実」にかかわる目標値一覧表  

 

施策名称 指 標 
実績値 目標値 

指標の考え方 
H22年度末 H28年度 

［１］障害者福祉 

１．障害者自立支援の推

進 

訪問系・日中活

動系サービスな

どの利用人数 

(人／年) 

114 153

訪問系サービス及び日中

活動系サービスなどの提

供数を毎年５％上乗せし

た目標値。 

［１］障害者福祉 

２．障害者の社会参加の

推進 

就労支援の延べ

利用人数 

(人／年) 

29 35

実績を踏まえた各種就労

支援延べ利用人数の努力

目標値を設定。 
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  第４節 次世代育成の支援 

 

［１］児童福祉 

  現況と課題 
 
本市の人口に占める年少人口（15歳未満）の割合は、年々低下し、さらに出

産期といわれる女性人口の減少も見られ、少子化が進む傾向にあります。また、

核家族化の進行とともに、「18歳未満の児童がいる世帯」の減少や「ひとり親

世帯」、「単独世帯」の増加など、世帯構成に変化が見られています。 

本市では、平成21年度に策定した「次世代育成支援地域行動計画・後期計

画」に基づき、保育所、幼稚園、学校、職場、地域社会などが連携し、総合的

な子育て支援策を推進しています。 

市内の保育所については、現在、公立保育所が４か所、認可私立保育園が３

か所あり、多様化するニーズに対応した各種保育サービスに努めています。 

このような中、国の子育て支援に対する制度の充実などを背景に、乳幼児の

保育に対するニーズが増加しており、待機児童の解消が課題となっています。

そのため、民営化も視野に入れた保育所運営を進め、保育の受入れ体制の整備

と保育サービスの充実を図っていくことが求められています。 

また、児童館や学校の余裕教室などを利用した放課後児童クラブの運営など

の放課後児童対策、地域子育て支援センターにおける親子交流事業や子育てに

関する悩みを解消する相談などの子育て支援なども展開していますが、今後も

高まるニーズに対応したサービスの充実が求められています。 

核家族化の進行や地域コミュニティの希薄化などを背景に、家庭や地域の子

どもたちを取り巻く養育力の低下、親の育児に係る負担の増加など、子どもを

育てる環境が厳し

さを増す中、子ど

もが健やかに育つ

ためには、家庭の

みならず地域社会

全体で子育てしや

すい環境をつくる

必要があります。 
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  施策の方向 

 

１．保育サービスの充実 

社会情勢や保護者の雇用環境の変化に応じ、保育サービスの充実に努めると

ともに、安心して子どもを預けられる保育所を目指します。 
 
施策の内容 

① ゼロ歳児保育、障害児保育、延長保育、一時保育など特別保育の拡充や多

様化するニーズへの対応などを継続して推進します。 
② 各保育所との連携により、低年齢児の待機児童数の減少に努めます。 
③ サービスの提供の充実を図るため、保育士の確保と資質の向上に努めます。 
④ 保育所の効率的な運営と保育サービスのさらなる充実を図るため、保育所

の民営化を推進します。また、幼保一元化については、国の動向を踏まえ、

関係機関と連携を図りながら速やかな対応に努めます。 
⑤ 保育所の機能を活用し、地域に開かれた保育所を推進します。また、保育

所における福祉施設などへの慰問など世代間交流の充実に努めます。 
⑥ 保育事業の健全化を進めるため、保育料金徴収の強化に努めます。 
 
 

 
△保育所事業 
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２．子育て支援の充実 

次世代育成支援地域行動計画に基づき、安心して子どもを産み、育てること

ができるよう、地域全体で子育て支援に取り組みます。 
 
施策の内容 

① 気軽に集い悩みを分かち合ったりできるような環境の構築を図り、妊娠、

出産、子育てをする中で生じる様々な問題などに対して適切な対応をとる

ことができるスタッフの養成と相談体制の拡充を推進します。 
② 子育て支援ネットワークづくりや子育てサロンを推進します。また、保育

所を生かした交流事業や相談などの支援を行います。 
③ 地域社会全体で子育て支援の取組みを広めるため、広報・啓発活動を推進

します。子育てガイドブックの配布を行うとともに、インターネットなど

による子育て情報の提供、相談体制について検討します。 
④ 児童館を拠点とした母親クラブの組織活動を支援し、子育ての情報の提供

を推進します。 
⑤ 子育てに係る経済的負担を軽減するため、「子ども手当」の支給などによ

り、子育て家庭への支援を推進します。 
 
 
３．児童福祉施設の整備充実 

施設の老朽化への対応と保育サービスの拡充を図るため、民営化を推進し、

良好な施設環境を保つための適正な維持管理を進めます。 
 
施策の内容 

① 公立保育所の民営化を推進し、補助金や民間資本などを活用した施設整備

を進めます。 
② 子ども広場などの機能の充実を図るため、環境の整備に対して支援を行い

ます。 
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４．児童の健全育成 

子どもも保護者も安心して暮らすことができるよう、児童の健全育成を図る

ための環境整備の充実に努めます。 
 
施策の内容 

① 放課後において、仕事などによる保護者不在家庭への支援や児童の安全確

保と健全育成を図るため、遊びや集団生活の場を提供する放課後児童クラ

ブの充実を推進します。 
② 子どもに関する様々な相談ごとに対して、家庭児童相談員による助言や指

導を推進します。 
③ 要保護児童対策協議会を中心として関係機関と連携を図りながら、虐待な

どによる要保護児童の適切な保護への支援を推進します。 
④ 児童虐待の予防及び早期発見に努めるため、専門相談員による相談体制の

充実を図ります。 
 
「第４節 次世代育成の支援」にかかわる目標値一覧表  

 

施策名称 指 標 
実績値 目標値 

指標の考え方 
H22年度末 H28年度 

［１］児童福祉 

１．保育サービスの充実 

市内公立、私立

保 育 所 （７か

所）での一時保

育延べ実施日数

（日／年） 

944 980

実績を踏まえた努力目標

を設定し、安心した子育

て体制を支援する。 

［１］児童福祉 

２．子育て支援の充実 

チャイルドシー

トなどの貸出 

（台） 

16 100

貸出用チャイルドシート

の保有台数の増加を見込

んだ目標設定。 

［１］児童福祉 

３．児童福祉施設の整備

充実 

公立保育所の民

営化数（所） 
2 4

民営化を目指す公立保育

所の数。 

［１］児童福祉 

４．児童の健全育成 

児童館来館者数

（人） 
67,572 71,000

多様なニーズへの対応や

特色のある運営を推進

し、来館者数の増加を目

標に設定。 
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  第５節 地域福祉の推進 

 

［１］地域福祉 

  現況と課題 
 
本市では、誰もが地域で安心して暮らし続けられる各種福祉サービスの提供

や相談体制の充実に取り組んでいます。また、市及び社会福祉協議会を中心に

市民の協力を得ながら、助け合い運動や募金活動をはじめとする地域福祉活動

を展開しています。 

近年、人々の価値観の多様化や社会環境の変化などにより、地域での相互扶

助機能が低下したことに伴い、行政に対する福祉ニーズは増加する傾向にあり

ます。 

そのため、公的機関を主体とした福祉体制の充実と併せ、各種福祉団体の育

成や支援などにより民間の福祉団体や福祉ボランティアの活力を十分に生かし、

自助や共助、公助の連携による地域福祉活動をより一層促進する必要がありま

す。 

今後は、市民参加と福祉施設などとの連携強化を図り、地域の創意と工夫に

より具体的な課題に対応するとともに、子どもから高齢者まであらゆる人々が

世代を超えて互いに助け合い、支え合う地域社会を築くことが望まれています。 

 

 

  施策の方向 

 

１．地域福祉意識の高揚 

福祉に関する広報、啓発活動や福祉教育の充実により市民の理解と意識高揚

を図り、市民参加による地域福祉活動を支援します。 
 
施策の内容 

① 地域福祉活動の推進のため、関係機関や福祉団体と互いに協力し合い、広

報活動の充実や啓発事業の展開を推進します。 
② 福祉に関する教育の充実や地域活動を通して社会福祉の意識高揚を図るな

ど、市民参加型の地域福祉を推進します。 
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２．地域福祉施設の充実 

多様化する福祉ニーズに適切に対応していくため、在宅福祉の充実、市民参

加による交流機会の充実、健康生きがいづくりの充実などを進めます。 
 
施策の内容 

① 地域福祉活動の拠点であるあじさい館及びやまゆり館については、利用者

が快適で安全な利用ができる施設管理に努めるとともに地域住民の交流の

場として提供します。 
② 関係機関や地域との調整を図り、在宅介護や生活支援を必要とする方々に

対して、一人ひとりに最も適するように保健、医療、福祉サービスを組み

合わせて提供する地域ケアシステムの充実に努めます。 
 

３．福祉団体の育成 

福祉関連組織への支援やボランティアなど、人材の発掘や育成を図りながら、

市民の参加を促し、地域福祉のネットワークを確立します。 
 
施策の内容 

① 地域福祉を担う人材の発掘や育成に努めるとともに、その組織化を図りな

がら、地域住民との連携によるボランティア活動を支援します。 
② 社会福祉協議会との連携により、地域に根ざした幅広い福祉施策を推進し

ます。 
③ 地域における最も身近な相談者である民生委員・児童委員について、関係

機関との情報交換や研修などを進め、指導・助言活動の充実を図ります。 
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［２］ひとり親家庭福祉 

  現況と課題 
 
本市では、離婚や家族形態の多様化に伴い、ひとり親の家庭が増えており、

経済的困窮や子育ての悩みなどを持つ人が多くなっています。 

母子家庭の多くは、就労しているのにもかかわらず、低賃金や不安定な雇用

体系など、一般世帯に比べ低水準の年収にとどまっていることも多くあります。

また、父子家庭においては、子育てを中心とした日常生活面での支援とともに、

就業の安定なども課題となっています。 

昨今の経済状況の急速な悪化は、就労面からも、ひとり親家庭の生活に大き

な影響を与え、子育てをしながらより良い条件で就業し経済的に自立できるこ

とが、子どもの成長にとっても重要であり、これまで以上に自立支援策の充実

が求められています。 

本市では、平成22年３月に策定した「次世代育成支援地域行動計画（後期計

画）」において「ひとり親家庭の自立支援の推進」を掲げ、育児や家事などの

援護の充実を図るとともに、経済的支援の充実と生活支援・相談事業などの充

実を目指してきました。 

今後は本市のこれまでの対策を継続しながら、ひとり親家庭のニーズに応じ

たきめ細かな支援を総合的かつ計画的に展開することがより一層重要となって

います。 

 

  施策の方向 

 

１．ひとり親家庭福祉 

子育てや経済的自立を促すための相談業務などを行い、実態に応じた支援に

努め、ひとり親家庭の生活安定の向上を図ります。 
 
施策の内容 

① ひとり親家庭の自立を支援するため、福祉事務所で実施している資金の貸

付制度の利用促進に向けた広報などを推進します。 
② ひとり親家庭の自立と生活の安定のため、関係機関との連携のもと、子育

て相談や、必要な技術を身につけるための相談や雇用情報などの提供の充

実を図ります。 
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③ 母子･寡婦福祉会の会員相互の協力による生活の向上を図りながら、組織活

動の活性化を推進します。 
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［３］低所得者福祉 

  現況と課題 
 
生活保護制度は、生活困窮者に対し、その困窮の程度に応じ必要な保護を行

い、最低限度の生活を保障するとともに、自立を助長することを目的とする最

後のセーフティネット＊です。 

近年の厳しい雇用情勢と長引く不況の影響により、生活保護の被保護世帯は

全国的にも増加している中で、本市においても増加の傾向が見られます。世帯

類型別で見ると、高齢者世帯、傷病者世帯及び障害者世帯で全体の９割を超え

ており、特に高齢者世帯は年々増加し、最近は稼働年齢層と考えられるそのほ

かの世帯も増加傾向にあります。 

このような状況下、被保護世帯に対しては、民生委員・児童委員や福祉関係

団体と連携を図り、生活保障としての経済的支援を推進しながら生活意欲の向

上と自立や就労支援の強化を図ることが必要です。 

また、生活保護を受けるまでには至らない低所得者層に対しても、関係機関

と連携を図り実態の把握に努め、相談支援体制の充実を図るとともに、それぞ

れの世帯の実情に応じた対応を図ることが必要です。 

 

 

【低所得者福祉（生活保護状況）】  （単位：人、世帯）

年度 

区分 平成 18 平成 19 平成 20 平成 21 平成 22 

被保護延べ世帯 164 161 175 189 203

被保護延べ人員 202 198 220 239 246

資料：社会福祉課（各年 3 月 31 日現在） 
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  施策の方向 

 

１．適正保護と自立支援の推進 

生活に困窮する人々の安定した生活に向け、適正な保護の推進を図るととも

に、民生委員・児童委員や社会福祉協議会などの関係機関との連携を図り、自

立の支援に努めます。 
 
施策の内容 

① 関係機関と連携を図りながら、世帯の実情を把握し相談体制を強化すると

ともに、指導援助を推進します。 
② 要支援者の多様なニーズに応じられるよう、ケースワーク＊などの専門性を

高めるために職員の研修の強化に努めます。 
③ 生活意欲の向上や自立の支援を図っていくため、福祉関係機関のネットワ

ークを充実させて組織的対応を推進します。 
④ 生活福祉資金など各種制度の活用などを図り、生活の安定を支援します。 
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［４］国民年金 

  現況と課題 
 
国民年金は、すべての人に生涯にわたって老齢基礎年金を支給する制度です。

この制度は、被用者年金制度に加入していない人を対象にした社会保障制度と

して位置づけられ、老後における所得の保障を担い、高齢化が進む社会におい

てますますその役割が高まってくると考えられます。 

市では、国からの法定受託事務＊として、資格の取得、喪失や年金受給の請

求などの届出に関する窓口業務と制度の周知に関する広報、相談業務などを行

っています。 

しかしながら近年では、国民年金制度に対する不信感が強くなっており、若

年世代を中心にした制度に対する無関心が広がっています。 

そのため、年金制度の理解を深め、すべての市民が将来年金を受け取ること

ができるよう、広報誌やホームページなどを通じて制度のＰＲに努め年金に対

する周知を行うとともに、相談や指導体制の充実を図りながら、加入促進を図

る必要があります。 

さらに、今後予定されている年金制度の改正にも、柔軟に対応するため、広

報活動などの充実を図る必要があります。 

 

【国民年金被保険者数の推移】     (単位：人、％)

区分 

年度 

第１号被保険者 第３号 

被保険者 
合計 人口 

加入割合 

（％） 強制加入 任意加入

平成 18 7,894 58 3,592 11,544 46,044 25.1 

平成 19 7,442 64 3,567 11,073 44,967 24.6 

平成 20 7,128 60 3,464 10,652 44,785 23.8 

平成 21 6,865 62 3,348 10,275 44,421 23.1 

平成 22 6,665 69 3,290 10,024 44,084 22.7 

    資料：日本年金機構（各年 3月 31 日現在）

 

 

  施策の方向 

 

１．加入と納付の促進 

広報誌などを通じて国民年金制度の理解と普及を図るとともに、加入促進に

努めます。また、誰もが年金受給権を確保できるよう、関係機関との連携及び

協力を図りながら、保険料未納の防止に取り組みます。 
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施策の内容 

① 制度に対する理解や趣旨の周知徹底を図るため、広報活動の強化や年金相

談体制の整備に努めます。 
② 国との協力や連携のもと、制度の理解と加入促進を図ります。また、受給

権確保のため、保険料の納付及び保険料の免除制度について周知に努めま

す。 
 
「第５節 地域福祉の推進」にかかわる目標値一覧表  

 

施策名称 指 標 
実績値 目標値 

指標の考え方 
H22年度末 H28年度 

［１］地域福祉 

１．地域福祉意識の高揚 

民生委員・児童

委員数（人） 
87 90

担当エリアの再編及び市

街地周辺への増員により

福祉行政のさらなる推進

を図る。 

民生委員・児童

委員定例研修会

の開催回数 

（回／年） 

11 11

定期的に研修会を実施

し、必要な知識、技術を

習得することにより、地

域活動の充実を図る。 

［１］地域福祉 

２．地域福祉施設の充実 

あじさい館内福

祉館の利用者数

（人／年） 

71,602 72,700
実績を踏まえ毎月 15 人程

度の増加を目標に設定。 

やまゆり館の利

用者数 

（人／年） 

47,131 52,000

実績を踏まえ１年間に概

ね 1,000 人程度の増加を

目標に設定。 

［１］地域福祉 

３．福祉団体の育成 

ボランティア団

体数及び会員数

（団体・人） 

団体数 20

会員数 38

団体数 23

会員数 60

ボランティア団体数及び

会員数の実績を踏まえ目

標値を設定。 

ボランティア養

成講座数 

（講座／年） 

3 4

ボランティアの養成を図

るため講座開催回数を増

やす。 

［２］ひとり親家庭福祉 

１．ひとり親家庭福祉 

児童扶養手当の

受給者 

（人／年） 

337 370

実績を踏まえ、児童扶養

手当の受給者数の増加を

見込む。 

［４］国民年金 

１．加入と納付の促進 

年金情報の「広

報 か す み が う

ら」への掲載回

数（回／年） 

12 12

国民年金制度の普及・啓

発事業として、国民年金

情報を市の広報紙に毎月

掲載する。 

 



 

 

 

後期期基本計画 

豊かな学びと 

創造の 

まちづくり 

第３章 

「未来のかすみがうら市」（絵画コンクール：平成 22 年度実施）佐賀小学校４年 大橋若奈さん
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施
策
の
体
系 

  第３章 豊かな学びと創造のまちづくり 

かすみがうら市総合計画 

後期基本計画 

  施策の体系 

 

 

       1.幼児教育の推進 

        

       1.教育環境の充実 

       2.教育内容の向上 

       3.教育相談の充実 

       4.特色ある学校づくり 

       5.地域・家庭教育との連携 

 

 

       1.生涯学習推進体制の確立 

       2.生涯学習機会の提供と生涯学習団体への支援 

       3.生涯学習施設の整備充実 

       4.生涯学習情報の提供 

       5.地区公民館活動と地域活性化運動 

       6.スポーツ・レクリエーション活動の推進 

       7.スポーツ・レクリエーション施設の利用促進 

       8.スポーツ・レクリエーション団体の育成 

 

 

 

       1.青少年健全育成活動の促進 

       2.青少年の健全育成と体制の整備 

 

 

       1.文化財などの継承と保護、活用 

       2.ふるさと教育の推進 

       3.芸術・文化活動の推進 

       4.観光との連携 

       1.国際理解と国際交流の推進 

 

        

        

        

        

 

        

 

        

［２］学校教育 

第２節 生涯学習の充実 

［１］生涯学習 

第３節 青少年の健全育成 

［１］青少年育成 

［１］地域文化 

［２］国際交流 

第１節 教育の充実 

［１］幼児教育 

第４節 地域文化の継承と創造 
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第１章 自然と調和した快適なまちづくり 

 第３章 豊かな学びと創造のまちづくり 

かすみがうら市総合計画 

 

第
１
節 

教
育
の
充
実 

後期基本計画

  第 1 節 教育の充実 

 

［１］幼児教育 

  現況と課題 
 
幼児期における教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培うために重要であ

り、幼児教育の果たす役割は今後ますます重要になります。 

市内の幼児は、市内２つの私立幼稚園のほか、市外の幼稚園に就園していま

す。 

市では、幼稚園就園の支援を行い、私立幼稚園に就園させる保護者の負担軽

減を図り、幼稚園教育の機会の確保、充実を図っています。 

近年では、幼稚園において「生きる力」の基礎の育成や、親と子の育ちの場

としての機能が求められており、就学前の教育と保育を一体とした幼児教育が

進み、幼児期からの教育環境が変化しつつあります。 

地域の実態、保護者や地域の人々のニーズや要望などを踏まえ、柔軟に対応

しながら、幼児教育環境を充実させていくことが必要です。 
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第
１
節 

教
育
の
充
実 

  第３章 豊かな学びと創造のまちづくり 後期基本計画 

  施策の方向 

 

１．幼児教育の推進 

次代を担う子どもたちの主体的な活動を確保しながら、個性や才能を伸ばす

など、幼児期の発達の特性に配慮した幼児教育を支援します。 
 
施策の内容 

① 幼稚園での活動を通じて、子どもたちの年齢に合った活動や教育が行われ

るよう、引き続き幼稚園への就学を奨励します。 
② 幼保一元化については、国の動向を踏まえ、関係機関と連携を図りながら

速やかな対応に努めます。 
 

 

△放課後児童クラブ 
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第１章 自然と調和した快適なまちづくり 

 第３章 豊かな学びと創造のまちづくり 

かすみがうら市総合計画 

 

第
１
節 

教
育
の
充
実 

後期基本計画

［２］学校教育 

  現況と課題 
 
本市には、平成23年５月１日現在、小学校が13校、中学校が４校あります。

それぞれの学校において、教育施設の充実に努めながら、児童生徒一人ひとり

の個性や能力に応じたきめ細かな指導や体験的、問題解決的な活動などを取り

入れ、地域社会の実情や課題に即した特色ある教育にも取り組むなど、魅力あ

る学校づくりに努めています。 

近年、少子・高齢化や情報化、国際化、価値観の多様化など社会環境の変化

が著しく進み、子どもを取り巻く環境も大きく変化しています。 

このような状況の中、新学習指導要領の理念である「生きる力」（確かな学

力・豊かな心・たくましい体）を育む教育を、各小中学校において推進してい

るところです。 

今後も、学校教育目標として掲げた「人間性豊かで、よりよい生き方を求め

る子どもの育成を図ります。」に基づきながら、本市に合った、新しい時代に

対応できる教育の推進や安全に安心して学べる学校づくり、教育環境の確保と

整備を進めていくことが必要になっています。 

△学校給食 
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  第３章 豊かな学びと創造のまちづくり 後期基本計画 

 

【小学校児童数及び学級数の推移】   （単位：人）

区分 

年度 

合計 下大津小 美並小 牛渡小 佐賀小 安飾小 

児童数 学級数 教員数 児童数 児童数 児童数 児童数 児童数 

平成 19 2,527 112 179 86 186 110 126 99

平成 20 2,542 116 180 85 201 114 127 89

平成 21 2,509 117 184 84 200 106 116 93

平成 22 2,528 123 199 83 206 95 120 102

平成 23 2,476 123 197 93 214 91 113 99

区分 

年度 

志士庫小 宍倉小 志筑小 新治小 七会小 上佐谷小 下稲吉小 下稲吉東小

児童数 児童数 児童数 児童数 児童数 児童数 児童数 児童数 

平成 19 100 131 128 142 102 27 710 580

平成 20 101 134 115 139 102 35 717 583

平成 21 93 136 111 128 94 44 697 607

平成 22 88 142 105 135 92 47 709 604

平成 23 89 140 102 115 95 45 692 588

     資料：学校教育課(各年 5月 1日現在)

 

【中学校生徒数及び学級数の推移】  （単位：人）

区分 

年度 

合計 南中 北中 千代田中 下稲吉中 

生徒数 学級数 教員数 生徒数 生徒数 生徒数 生徒数 

平成 19 1,193 43 90 267 152 217 557

平成 20 1,188 43 90 250 143 223 572

平成 21 1,222 42 88 246 162 210 604

平成 22 1,205 42 86 242 162 199 602

平成 23 1,207 41 87 247 166 205 589

     資料：学校教育課(各年 5月 1日現在)

 
 

 
△志筑小学校新校舎 
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第１章 自然と調和した快適なまちづくり 

 第３章 豊かな学びと創造のまちづくり 

かすみがうら市総合計画 

 

第
１
節 

教
育
の
充
実 

後期基本計画

  施策の方向 

 

１．教育環境の充実 

児童生徒が安心してのびのびと健やかに学習できるよう、教育環境や教育施

設の整備充実を計画的に進めます。 
 
施策の内容 

① 学校の適正規模と適正配置の計画と整合性を図りながら、耐震性能が劣る

施設の耐震化を進めます。 
② 情報教育機器の計画的更新を行います。また、教職員に対して研修機会を

設けて情報技術活用技能の向上を図ります。 
③ 学校図書館蔵書の整備と司書の配置により、読書意欲向上に繋がる学校図

書館の環境の整備に努めます。 
④ 児童生徒の健康管理の指導や安全確保に努めます。 

⑤ 児童生徒数の減少に伴い、教育環境を改善するため学校の統廃合を推進し

ます。 

 

２．教育内容の向上  

社会環境の変化に対応し、主体的に対応できる能力と豊かな心を持ちたくま

しく生きる児童生徒を育成するため、基礎的・基本的な内容の確実な定着や一

人ひとりの主体的な学習を進める学習指導方法の改善及び充実を図り、教職員

の指導力向上などに努めます。 
 
施策の内容 

① 児童生徒の確かな学力を育成するため、基礎的・基本的な学習の定着や一

人ひとりの習熟度に合わせた主体的な学びを引き出す教育に取り組みます。 
② 情報化や国際化など新しい時代に対応した教育を進めます。また、本市の

自然環境を活用した環境教育や福祉施設、各種事業所での社会体験を取り

入れた教育など、地域に合った教育の実践に取り組みます。 
③ 教職員の資質向上、指導力の強化を図るため各種研修事業への積極的な参

加を促進するとともに、指導主事、ＡＬＴ＊（外国語指導助手）などの継続

配置を行います。 
④ ＩＣＴ＊（情報コミュニケーション技術）などの専門知識を有する人材の配

置を促進し、教育内容の充実を図ります。 
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  第３章 豊かな学びと創造のまちづくり 後期基本計画 

⑤ 心身ともに健康で、生涯にわたりスポーツに親しむ習慣を培うため、指導

計画や指導体制の整備に努めます。 
 
 
３．教育相談の充実  

社会環境や学校環境の変化とともに、様々な悩みや問題を抱える児童生徒、

保護者を対象に教育相談事業を推進します。 
 
施策の内容 

① 教育相談員やスクールカウンセラー＊などを配置し、教育に係る様々なケー

スの相談やサポートする体制の充実により、学校、行政、医療機関と連携

を図りながら、社会環境や学校環境の変化に対する対応の迅速化に努めま

す。 
② 総合的な教育相談体制の整備及び施設や設備などの充実に努めます。 
 
 
４．特色ある学校づくり 

幅広い交流、体験に基づいた環境教育や福祉教育、郷土への愛着を育む地域

ぐるみ教育などを推進し、学校や地域社会の実情に応じた特色と魅力あふれる

学校づくりを進めます。 
 
施策の内容 

① 児童生徒の創造性や活力を生かした様々な体験・交流活動など、各小中学

校の特色ある取組みを支援します。 
② 児童生徒の望ましい食習慣づくりを促進するとともに、地域の食材を生か

した学校給食に取り組みます。 
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かすみがうら市総合計画 
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節 

教
育
の
充
実 

後期基本計画

５．地域・家庭教育との連携 

社会性や人間性豊かな児童生徒の育成を図るため、地域社会や家庭における

教育との連携に努めます。 
 
施策の内容 

① 学校と離れた児童生徒の活動や地域社会との交流や世代間の交流を通じ、

社会性や秩序ある集団的行動力などの向上を図ります。 

② 社会環境の変化やそれぞれの家庭環境に応じた、地域社会及び家庭におけ

る教育の推進に努めます。 

③ 学校、保護者、地域社会が一体となってパトロール活動を進め、「こども

を守る110番の家」の受入れ家庭や事業所などの協力を求めながら、児童

生徒の登下校や放課後の安全確保に努めます。 

 
「第１節 教育の充実」にかかわる目標値一覧表  

 

施策名称 指 標 
実績値 目標値 

指標の考え方 
H22年度末 H28年度 

［１］幼児教育 

１．幼児教育の推進 

幼稚園就園児童

数（人） 
372 400

実績を踏まえ、幼稚園就

園児童数の目標値を設定

（実績値、目標値ともに

市外の幼稚園も含む）。 

［２］学校教育 

１．教育環境の充実 

学校図書充足率

75％以上の学校

の割合（％） 

82.3 100

読書活動を活性化するた

め蔵書の充実を図り、全

校達成を目指す。 

学校施設の耐震

化率（％） 
65 76

下稲吉小、下稲吉東小の

２校の耐震化工事を上乗

せした目標値。 

［２］学校教育 

２．教育内容の向上 

指導主事の配置

人数（人） 
3 3

教員の資質向上や指導力

強化のため、今後も 3名

の継続配置を推進してい

く。 

［２］学校教育 

４．特色ある学校づくり 

特色ある学校づ

くりに取り組む

学校の割合 

（％） 

100 100

地域交流の維持継続及び

活性化を図り、地域を含

めた児童生徒の育みを広

げていく。 

［２］学校教育 

５．地域・家庭教育との

連携 

家庭教育学級の

受講者延べ人数

（人） 

4,392 4,500

対象者である小中学校１

年生の保護者の参加人数

の実績を踏まえ設定。 
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かすみがうら市総合計画 

  第２節 生涯学習の充実 

 

［１］生涯学習 

  現況と課題 
 
本市では、あじさい館、公民館、地域集会施設、図書館、各種スポーツ施設

などの生涯学習施設を拠点として、各種講座、教室、展示発表会、レクリエー

ション、スポーツ大会など市民ニーズに応じた様々な催しものを開催していま

す。また、生涯学習団体、スポーツ団体、地域活動団体など自主活動団体への

支援、それら団体への施設の貸出しなど、市民の生涯学習活動の支援を推進し

てきました。また、それと同時に、市民がそういった生涯学習活動を進めてい

けるよう、施設や設備の適切な維持管理、整備充実にも努めてきました。 

近年、高齢化社会や余暇時代の到来などにより、生涯学習へのニーズは年々

高まってきましたが、現在は長引く経済不況に加え、今までの常識を遥かに超

えた東日本大震災の経験から、物質的経済的な充足よりも、心の豊かさを求め

るようになり、市民の生涯学習に対するニーズはさらに広く、深くなるものと

思われます。そういったニーズにきめ細やかに対応していくためには、今まで

の生涯学習施設を拠点とした「機会提供型の生涯学習」に加えて、自らのテー

マやライフスタイルに応じて講師の派遣、講座の出前などを取り入れ、あるい

は学習機会の場や通信教育を紹介するなどの情報を活用できる「自ら学ぶ生涯

学習」ができる体制を推進していくことが必要です。 

スポーツ振興については、時代の変化とともに、一人ひとりのスポーツに対

しての目的や考え方が多様化してきたことから、競うスポーツ、挑戦するスポ

ーツ、楽しむスポーツ、健康のためのスポーツなど、市民の誰もが、いつでも、

どこでも、いつまでも、それぞれの目的に応じたスポーツを行うことができる

環境と機会を整え、それらの情報を提供していくことが必要です。 

市立図書館については、貸出場所の拡大、インターネット活用による利用拡

大、市民のニーズにあった蔵書の充実などが課題となっています。 
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【主な生涯学習施設の利用者数】 （単位／人）

区
分 

 
 

 
 

年
度 

体
育
セ
ン
タ
ー 

わ
か
ぐ
り
運
動
公
園

  

 
多
目
的
運
動
広
場 

戸
沢
公
園
運
動
広
場

第
１
常
陸
野
公
園 

千
代
田
Ｂ
＆
Ｇ 

海
洋
セ
ン
タ
ー 

霞
ヶ
浦
公
民
館 

千
代
田
公
民
館 

図
書
館 

郷
土
資
料
館 

グ
ラ
ン
ド 

体
育
館 

平成 18 7,486 37,281 21,981 15,300 29,959 6,105 18,102 9,044 33,440 19,428 45,885 11,962

平成 19 12,463 60,831 23,839 36,992 27,565 6,446 16,294 9,559 40,537 25,405 44,833 12,027

平成 20 6,825 41,030 27,399 13,631 24,125 5,742 19,317 11,980 56,380 21,487 47,028 11,603

平成 21 4,845 41,735 25,964 15,771 27,309 3,268 21,630 11,009 48,467 21,584 46,107 13,324

平成 22 4,611 40,982 24,270 16,712 20,677 4,069 17,419 10,150 34,166 24,103 47,382 11,279

資料：スポーツ振興課／霞ヶ浦公民館／千代田公民館／図書館／郷土資料館（各年 3月 31 日現在）
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  施策の方向 

 

１．生涯学習推進体制の確立  

社会環境や市民意識の変化に対応した多様な学習ニーズに応えるため、総合

的な生涯学習の推進体制を整えます。 

 

施策の内容 

① 生涯学習推進計画を策定し、生涯学習推進体制の整備充実と計画に沿った

推進に努めます。 
② 生涯学習推進に係る組織の連携と協力体制の充実に努めます。 
 
 
２．生涯学習機会の提供と生涯学習団体への支援 

市民の多様なニーズを的確に把握し、それに応じた生涯学習プログラムを提

供するとともに市民の自主的、創造的な生涯学習活動を支援します。 
 
施策の内容 

① 市民がより充実した人生が送れるよう、学びたい、楽しみたいなど、市民

の多種多様なニーズに応じた様々な催しもの、講座、教室などを開催し、

市民の生きがいづくり、仲間づくりなどの機会を提供します。 
② 市民の生涯学習の意欲を高めるため、各種文化団体や同好会、サークル、

講座生の作品展示や発表会など、発表の機会や情報発信とＰＲの場などを

提供します。 
③ 趣味、教養、芸術などに関する自主的活動を行う文化団体などの活動を支

援します。 
 
 
３．生涯学習施設の整備充実 

生涯学習施設の適切な管理運営と老朽化した施設の計画的な整備を推進し、

学習環境の充実に努めます。 
 
施策の内容 

① 市民が快適に利用できるよう、公民館、図書館などの生涯学習施設の適切

な維持管理に努め、施設、設備の整備充実を図ります。 
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② あじさい館内の図書館本館については、生涯学習の中核施設として、多様

化する市民のニーズに応じた図書館資料を充実させ、情報の提供を図りま

す。なお、図書館千代田分館においては、ミニ文庫を継続して行い、図書

の利用促進を図ります。 
③ 読書の普及活動として、ボランティア団体の協力を得ながら、ブックスタ

ート＊や読み聞かせ会を行います。 
 
 
４．生涯学習情報の提供 

市民の「学びたい」「教えたい」という気持ちに応えられるような生涯学習

情報提供システムの整備拡充に努めます。 
 
施策の内容 

① 多様な生涯学習活動を支援するため、文化、芸術、レクリエーション活動

など、一芸に秀でた市民を「生涯学習推進人材バンク」に登録し、市内の

学校、団体、サークルなどの求めに応じ、講師、指導者として紹介し、市

民の生涯学習の支援を行います。 
② 市民が学ぶきっかけとなるようマナビィガイドやホームページなどにより、

講座や教室、文化団体やサークル、指導者などの情報を提供します。 
 
 
５．地区公民館活動と地域活性化運動  

市民の学習の場であるとともに、地域の独自性を生かして、連帯とコミュニ

ティづくりに資する地区公民館事業を推進し、生活の合理化や文化の向上ある

いは地域の生産や環境の改善に取り組む自主的な地域活動団体を支援します。 
 
施策の内容 

① 霞ヶ浦地区の地区公民館については、地域の自主性、独自性を尊重しなが

ら、学習や集会、地域と連携した活動など、特色ある各種事業を実施しま

す。 
② 地域活性化のため、関係機関と連携して、新生活運動、集落センターを核

としたふるさとづくり運動、花とみどりの環境美化運動を推進します。 
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６．スポーツ・レクリエーション活動の推進 

子どもから高齢者まで生涯にわたり心身ともに健康で文化的な生活を営む上

でスポーツは不可欠のものであるとの認識のもとに、あらゆる人があらゆる機

会とあらゆる場所において、その適正及び健康状態に応じて生涯を通してスポ

ーツに親しむことのできる生涯スポーツ社会の実現を目指します。 
 
施策の内容 

① 地方スポーツ推進計画を策定し、施設の整備や組織の育成に努め、地域に

おけるすべての世代の人々の交流が促進され、地域間の交流の基盤が形成

されるようスポーツ・レクリエーション機会の創出を図ります。 
② 指導者の育成を図りながらスポーツ団体の育成強化に努めるとともに、各

種事業や団体活動との連携強化を図ります。 
③ 総合型地域スポーツクラブを支援し、誰もが健康の保持増進及び安全の確

保を図りながら気軽にスポーツに親しめる機会を提供します。 
 
 
７．スポーツ・レクリエーション施設の利用促進 

市民ニーズに応じた多様な利用が図れるよう、快適で安全なスポーツ・レク

リエーション施設を確保します。 
 
施策の内容 

① 既存スポーツ施設を連携し効果的かつ効率的な活用を図り、様々なスポー

ツの需要に対応します。 
② スポーツ施設の利用を促進するため、施設の整備と手続きの簡素化を図り、

利便性の向上を図ります。 
③ スポーツ・レクリエーションの場を幅広く提供するとともに、利用者の利

便性を考慮し学校施設の利用を推進します。 
 

 

８．スポーツ・レクリエーション団体の育成 

市民が日常的かつ継続的に様々なスポーツ活動に取り組み、交流を図るため、

スポーツ・レクリエーション団体を育成します。 
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施策の内容 

① 生涯スポーツ指導員やスポーツ推進委員と連携して、指導の強化や組織の

育成を図ります。 
② スポーツを通して青少年の健全育成を図るため、スポーツ少年団活動を推

進します。 
③ 市民スポーツ団体や競技団体などの育成に努めます。 
 
「第２節 生涯学習の充実」にかかわる目標値一覧表  

 

施策名称 指 標 
実績値 目標値 

指標の考え方 
H22年度末 H28年度 

［１］生涯学習 

１．生涯学習推進体制の

確立 

社会教育委員会

の年間開催回数

（回／年） 

1 2

会議の開催回数を増やす

ことで生涯学習体制の整

備を図る。 

［１］生涯学習 

２．生涯学習機会の提供

と生涯学習団体への

支援 

公民館講座の年

間受講者数 

（人／年） 

1,919 2,000
各種講座の受講者数につ

いて実績を踏まえ設定。 

［１］生涯学習 

３．生涯学習施設の整備

充実 

ブックスタート

の年間開催回数

（回／年） 

12 12

４ヶ月検診の際に乳児と

その保護者を対象に読書

の普及活動を実施する。 

図書資料の年間

貸出冊数（冊）
81,161 86,000

幅広い年齢層の要望に応

えられるよう、図書資料

などの充実を図り、貸出

冊数の増加を目指す。 

DVD など資料の

年間閲覧回数 

（回／年） 

2,181 2,700

館内の視聴覚コーナーで

の DVD などの閲覧回数を

概ね年 100 回の増加を目

指す。 

［１］生涯学習 

４．生涯学習情報の提供 

人材バンク年間

紹介件数 

（件／年） 

17 25
紹介件数を増やし、登録者

の増加につなげていく。 

［１］生涯学習 

５．地区公民館活動と地

域活性化運動 

各種事業への年

間参加者数 

（人／年） 

6,501 7,000

各種事業への参加者数に

ついて、実績を踏まえて

設定。 

［１］生涯学習 

６．スポーツ・レクリエ

ーション活動の推進 

生涯スポーツに

取り組む市民の

数（人／年） 

86,607 110,000

体育協会、総合型スポー

ツクラブなどに加入し、

スポーツなどを行ってい

る市民の実績数を踏まえ

て設定。 

［１］生涯学習 

７．スポーツ・レクリ

エーション施設の

利用促進 

施設の年間利用

者数（人／年）
97,908 130,000

市内４か所の体育施設の

年間利用者数の実績を踏

まえて設定。 

［１］生涯学習 

８．スポーツ・レクリ

エーション団体の

育成 

市長杯大会の年

間参加団体数 

（団体／年） 

174 200

体育協会加盟団体の市長

杯大会の参加団体数の実

績を踏まえて設定。 
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  第３節 青少年の健全育成 

 

［１］青少年育成 

  現況と課題 
 
少子高齢化、核家族化などによる家庭教育環境の変化や、情報化や地域コミ

ュニティの低下などによる社会環境の変化、社会の閉そく感など、青少年を取

り巻く環境は、近年めまぐるしく変わり、有害情報の氾濫やニート、ひきこも

り、不登校など若者の抱える問題は深刻化しています。特に、パソコン、携帯

電話などの情報機器普及に伴い、目に見えないうちに非行の進行や事件、被害

の当事者になっているケースが急増しています。 

それらに対応するため、国では平成22年に「子ども・若者育成支援推進法」

を施行し、総合的な施策を展開しています。 

本市では、青少年の健全な育成と非行の未然防止のため、青少年相談員や青

少年育成市民会議と連携をとりながら、各種相談や巡回指導など非行防止活動

や社会環境浄化運動などに取り組んできました。 

次代を担う青少年の健全育成については、行政はもとより、家庭、学校、地

域が一体となって、これらの事業のさらなる充実を進め、健全な青少年を育む

地域づくりに取り組んでいく必要があります。 

 

  施策の方向 

 

１．青少年健全育成活動の促進 

青少年自身が、多様な交流や自主的活動を通じ積極的に地域社会活動に参加

し、自立心や豊かな人間性を身につけられるよう支援します。 
 

施策の内容 

① 青少年の健全な育成を図るため、地域活動における指導者の養成に努め、

活動団体の連携のもと組織の強化を図ります。 
② 地域の子ども会やスポーツ少年団、地域行事、奉仕活動など青少年が積極

的に自主的活動ができる環境づくりを支援します。 
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２．青少年の健全育成と体制の整備 

次代を担う青少年の心身の健全育成を図るため、各関係団体相互の連携はも

とより市民総ぐるみの運動を展開します。 
 
施策の内容 

① 青少年非行の早期発見や未然防止のため、青少年相談員を中心に家庭と地

域と行政が一体となって、街頭指導や夜間パトロールを行います。 
② 各種相談や非行防止キャンペーンなどの啓発活動や有害図書類の監視など、

家庭、学校、地域、各関係機関や団体と一体となって環境浄化活動を行い

ます。 
③ 青少年育成市民会議の活動を強化し、市民総ぐるみで青少年の健全育成体

制の充実を図ります。 
 

「第３節 青少年の健全育成」にかかわる目標値一覧表  

 

施策名称 指 標 
実績値 目標値 

指標の考え方 
H22年度末 H28年度 

［１］青少年育成 

１．青少年健全育成活動

の促進 

青少年健全育成

団体連絡会の開

催（回） 

0 1

青少年健全育成団体間で

横のつながりを持ち、各

団体が抱えている諸問題

の把握と問題解決を図る。 

［１］青少年育成 

２．青少年の健全育成と

体制の整備 

青少年育成市民

会議の会員世帯

数（世帯） 

7,965 8,200

市民総ぐるみで青少年の

健全育成に取り組む。 

会員世帯数／全世帯数

63％⇒65％を目指す。 

 

 
△スポーツ少年団活動 
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  第４節 地域文化の継承と創造 

 

［１］地域文化 

  現況と課題 

本市には、県下一の数を誇る埋蔵文化財や国指定文化財椎名家住宅をはじめ

とする多くの有形文化財、現在も地域に残る特色ある民俗芸能（無形民俗文化

財）など、先人たちが長い歴史の中でつくりだし、受け継いできた文化財が数

多く残っています。これらの文化財は郷土の歴史や文化を理解する上で欠くこ

とのできないもので、市民の貴重な財産であり大切に保護、伝承していく必要

があります。 

市では、これら貴重な歴史遺産を末永く後世に残すため、文化財の調査や指

定、保全など文化財保護伝承に関する様々な施策を講じてきました。また、多

くの市民に文化財を身近に感じてもらうため、文化財の研究、公開、活用など、

様々な文化財普及に関する事業を実施してきました。 

今後も文化財が共有の財産であるという意識啓発を図るとともに、観光との

連携による活用を積極的に推進するなど、文化財普及に関する事業を継続して

いくことが必要です。 

一方、本市の芸術文化活動は、市の文化協会に加盟する文化団体が中心にな

って担っています。市では文化協会の育成支援のほか、その加盟団体に対して

発表展示の場の提供や各団体の情報発信への支援などを行い芸術文化活動の振

興を図ってきました。 

生活水準の向上や余暇時間の増大に伴い、心の豊かさやゆとりある生活が求

められ、市民の芸術や文化への関心も高まってきています。今後も、引き続き

芸術文化活動への支援を続けながら、市民の誇りや心の豊かさを醸成するとと

もに、地域固有の文化を内外に向けて発信することが必要です。 
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種　類 名　称 所在地

建造物 椎名家住宅 加茂

種　類 名　称 所在地 種　類 名　称 所在地

石造五輪塔 山本 石造五輪塔 上佐谷

木村家住宅（旅籠　皆川屋） 下稲吉 角赤文庫 県立歴史館

絹本著色涅槃像 県立歴史館 宝珠杵 深谷

絹本著色阿弥陀三尊来迎仏 宍倉 石造五輪塔 上佐谷

木造地蔵菩薩立像 戸崎 鰐口 安食

木造十一面千手観音立像 中志筑 石造九重層塔 牛渡

石造阿弥陀如来立像 高倉 志筑城跡 中志筑

百体磨崖仏 上志筑 太子古墳 安食

金銅仏多聞天立像 東野寺 千代田の一里塚 西野寺

木造阿弥陀如来立像 新治 熊野古墳 市川

木造阿弥陀如来坐像 宍倉 富士見塚古墳 柏崎

木造弘法大師坐像 牛渡 名　勝 歩崎 坂

木造十一面観音菩薩坐像 深谷 天然記念物 出島の椎 下軽部

木造天部形立像 東野寺 風返稲荷山古墳出土品 市郷土資料館ほか

富士見塚古墳出土品 市富士見塚古墳展示館ほか

種　類 名　称 所在地 種　類 名　称 所在地

稲吉宿本陣 下稲吉 田伏鹿島神社算額 田伏

雪入の郷倉 雪入 柏崎素鵞神社絵馬 柏崎

長興寺山門と本堂 中志筑 雨乞い幕 上佐谷

千手観音堂 中志筑 雪入十五社神社祭礼幕 雪入

旧福田家住宅 坂 帆引き網漁法の漁具 市郷土資料館

旧福田家板倉 坂 成井ばやし 西成井

絵　画 絹本著色釈迦十六善神図 坂 藤切り祇園祭 深谷

不動明王及び二童子立像 中志筑 師付の田井 中志筑

不動明王像 上土田 大塚古墳 下志筑

木造地蔵菩薩立像 牛渡 願成寺跡 上志筑

木造阿弥陀如来坐像 下志筑 笠松城跡 中佐谷

木造聖観音菩薩立像 下志筑 本堂家の墓所 中志筑

木造不動明王立像 上稲吉 狐塚古墳 下志筑

銅造菩薩立像 深谷 御野立所 上志筑

銅造千手観音菩薩立像 坂 中根長者の屋敷跡 下土田

木造十一面観音菩薩立像 市郷土資料館 椿堂遺跡 上土田

木造千手観音菩薩坐像 安食 関戸瓦窯跡 上佐谷

石造五輪塔 上志筑 助六の首塚 下佐谷

石造五輪塔 中佐谷 西田古墳群 上稲吉

貞照の刀 県立歴史館 宍倉城本丸跡 宍倉

厨子 宍倉 戸崎城本丸跡 戸崎

粟田の石塔 粟田 牛渡銚子塚古墳 牛渡

本堂家の采配 中志筑 折越十日塚古墳 坂

銅造薬師如来懸仏 市郷土資料館 坂稲荷山古墳 坂

銅造阿弥陀如来懸仏 市郷土資料館 風返大日山古墳 宍倉

石造五輪塔 中志筑 風返浅間山古墳 宍倉

考古資料 板碑 上佐谷 牛渡牛塚古墳 牛渡

天然記念物 ナギ 田伏

種　類 名　称 所在地

建造物 鈴木家住宅養蚕小屋 加茂

【指定文化財一覧】

資料：生涯学習課(平成23年4月1日現在)

市の登録文化財

国指定文化財

県指定文化財

市指定文化財

建造物

絵　画

工芸品

史　跡

彫　刻

工芸品

史　跡

彫　刻

建造物

考古資料

有形民俗

無形民俗
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  施策の方向 

 

１．文化財などの継承と保護、活用 

地域の財産である文化財の保護や伝承に努め、郷土の歴史に対する理解を養

います。また、文化財の有効活用を図り、地域の魅力向上に努めます。 
 
施策の内容 

① 市民や関係機関と連携して、有形及び無形の文化財を調査研究し、保存と

伝承のための支援を行います。 
② 指定文化財、埋蔵文化財をはじめとする文化財の現状を常時把握し、適正

な保護と管理に努めます。 
③ 市民の期待に応えられるよう博物館機能を備えた郷土資料館として、学芸

員など専門職を継続して配置するとともに、市民とともに運営する郷土資

料館を目指し、市民学芸員の養成に努めます。 
④ 講座、体験教室、講演会、展覧会など、市民が郷土の歴史や文化財にふれ

る機会を広く提供し、文化財を身近に感じてもらうことで、文化財の保護、

伝承などに対する理解と意識の高揚を図ります。 
 

 

２．ふるさと教育の推進 

地域の歴史や文化を学ぶことで、現在に伝わる古来の自然、景観、風習、産

業などを再認識し、郷土を理解する心とふるさとに誇りや愛着を持つ心を育み

ます。 
 
施策の内容 

① 郷土資料館を中心に、それぞれの年齢層に応じた各種講座、体験教室、展

覧会などを効果的に開催し、ふるさと教育の充実を図ります。 
② 市や団体が刊行した歴史書、文化に関する映像などを歴史ライブラリーと

して整備設置し、市民や来訪者への貸し出し提供に努めます。 
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３．芸術・文化活動の推進 

これまでの芸術文化活動をさらに広め、市民の自主的な文化活動を支援しな

がら、豊かで彩りのある文化を創造します。 
 
施策の内容 

① 多様な芸術・文化に親しめる環境や、市民が主体的に活動や発表ができる

機会の充実を図ります。 
② 文化活動やサークル活動の支援と活性化を図るため、文化協会及び加盟団

体への支援を継続的に実施します。 
③ 市民が優れた芸術文化に触れる機会が得られるよう、情報の収集と提供に

努めます。 
 
４．観光との連携 

文化財、文化的景観、文化活動を市の観光資源として、その活用に取り組み

ます。 
 
施策の内容 

① 文化財と文化的景観を観光資源として有効活用に努めます。 
② 観光客にも対応できる文化財体験プログラムの整備と市民学芸員や観光ボ

ランティアなどの人材育成及びその活用に取り組みます。 

 
△市民学芸員養成講座 
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［２］国際交流 

  現況と課題 
 
近年、情報技術の進歩により、海外の情報が手軽に手に入るようになりまし

た。また、茨城空港が開港されたことにより外国が身近になり、県内において

も社会のグローバル化が進展し、日常生活においても国際化が進んでいます。 

本市でも、企業や農業分野において外国人研修生の受入れなどにより、常駐

する外国人は1,000人を超えています。 

このような国際化の流れを受け止め本市では、異文化や習慣に触れ、国際感

覚を養うとともに、広い視野から地域社会や国際社会を理解できる人材を育成

するため、中学生海外派遣事業を実施するなど、市民の国際感覚の醸成を図り

ながら、特色あるまちづくりのひとつとして取り組んできました。 

今後も、このような取組みを進めながら、市民が広く世界に目を向け、それ

ぞれの文化を理解しながら世界の人々と交流し会える能力を備えた人づくりを

支援し、開かれた地域社会をつくっていくことが必要です。 

 
【外国人登録者数の推移】  （単位：人）

年  

区分 平成 19 平成 20 平成 21 平成 22 平成 23 

外国人 1,066 1,140 1,113 1,116 1,101

日本人 44,930 44,807 44,332 44,013 43,786

合計 45,996 45,947 45,445 45,129 44,887

資料：市民課（各年 10 月 1 日現在） 

 

  施策の方向 

 

１．国際理解と国際交流の推進 

 市民が主体となった国際交流の展開や国際感覚溢れる人材の育成を行います。 
 
施策の内容 
① 国際文化交流など外国人を含めた市民同士の相互理解を促進し、地域にお

ける多文化共生の推進を図ります。 
② 学校教育などにおいて地域社会や国際社会に対する理解を深めながら、語

学教育や海外派遣事業を推進し、国際性豊かな人材育成に努めます。 
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「第４節 地域文化の継承と創造」にかかわる目標値一覧表  

 

施策名称 指 標 
実績値 目標値 

指標の考え方 
H22年度末 H28年度 

［１］地域文化 

１．文化財などの継承と保

護、活用 

市民学芸員数 

（人） 
31 60

養成講座を継続して実施

し、市民学芸員数を増や

す。 

［１］地域文化 

２．ふるさと教育の推進 

郷土資料館の講

座、教室などの

参加者数 

（人／年） 

1,006 1,200

歴史や文化財に関する講

座を増やし、参加者増に

つなげる。 

［１］地域文化 

３．芸術・文化活動の推

進 

文化協会祭への

参加団体数 

（団体／年） 

32 45

文化協会加盟団体の文化

協会祭への参加率向上

（80％）を目指す。 

［２］国際交流 

１．国際理解と国際交流の

推進 

中学生海外派遣

人数（人／年）
30 30

国際感覚を養い、国際理

解を深め、グローバル社

会に対応する人材を育成

するため、事業を継続す

る。 

国際交流事業へ

の参加者数 

（人／年） 

1 4

国際交流事業への参加者

数の増加を目指し、過去

の実績から設定。 

 
 

 
△英語指導助手による授業 



 

 

 

 

後期基本計画 

活力ある 

産業を育てる 

まちづくり 

第４章 

「未来のかすみがうら市」（絵画コンクール：平成 22 年度実施）安飾小学校５年 坂本彩夏さん
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後期基本計画 

  施策の体系 

 

 

       1.農業経営確立の推進 

       2.担い手農家の育成と後継者の確保 

       3.農地流動化の推進 

       4.農業環境の活性化 

       5.畜産の振興 

       6.林業の振興 

 

 

       1.資源の保護と養殖漁業の振興 

       2.水産加工品の販路拡大 

       3.水産業の多面的機能の活用 

 

 

       1.商業環境の活性化 

       2.工業の振興 

       3.ふるさと商品づくり 

       4.起業化の支援 

       5.就労環境の整備 

       1.消費者支援の促進 

       2.消費者意識の啓発と団体の育成 

 

 

       1.観光拠点の整備 

       2.観光資源の活用 

       3.観光の推進体制とＰＲの充実 

       4.広域観光基盤の整備 

 

        

        

        

        

 

［２］消費生活 

第２節 水産業の振興 

［１］水産業 

第３節 商工業の振興 

［１］商工業 

［１］観光 

第１節 農林業の振興 

［１］農林業 

第４節 観光の振興 
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  第 1 節 農林業の振興 

 

［１］農林業 

  現況と課題 
 
本市では、恵まれた自然条件を背景に様々な農産物が生産されています。ま

た、観光農業が盛んで多くの観光客が訪れるなど、基幹産業として、地域産業

の振興に重要な役割を果たしてきました。 

近年における農業を取り巻く環境は、食の安全に対する関心の高まりや食生

活の多様化などをはじめとして、農業の自由化やグローバル化の進展、農業就

業人口の減少、離農や兼業化の進行、後継者不足による農業従事者の高齢化な

ど厳しい情勢下にあります。 

本市においても同様で、総農家数、農業産出額、経営耕地面積が減少してい

ます。特に土地利用型農業を中心とする担い手不足と、その影響による耕作放

棄地が課題となっています。 

今後は農業生産基盤の整備や担い手の育成、後継者の確保をはじめ、農家の

安定的な所得の確保、食の安全と消費者の信頼の確保、環境に配慮した農業づ

くり、耕作放棄地や遊休農地解消、農地の集積などの農業の振興対策を継続的

に進めることが必要です。 

また、畜産については、現在、飼料価格の高騰、口蹄疫や鳥インフルエンザ

発生の脅威など、不安要素がある中での経営を強いられています。このため、

生産者、行政、ＪＡなどが一体となって、価格の安定と安全で高品質な生産に

向けた体制を確立し、国や県の補助事業の導入も視野に畜産経営の安定を図る

ことが必要です。 

一方、林業については、市内における林業労働者の数が年々減少しており、

森林の荒廃が進んでいます。そのような現状の中で、森林は木材生産の場だけ

ではなく、災害の防止や水源のかん養、また二酸化炭素の吸収、リラクゼーシ

ョン＊の場など、防災や環境の観点から公益的な役割も担っており、これらを

維持することが必要不可欠となっています。 
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  施策の方向 

 

１．農業経営確立の推進 

農地の多面的な機能を保全しつつ、効率的な農業生産組織の運営のもと、生

産性の高い農業を目指します。農業者の育成については関係機関と連携し、各

種制度の活用により支援します。また、米を取り巻く環境の変化に対応しなが

ら、生産者の育成と経営規模の拡大を図り、水田農業経営の安定と発展に努め

ます。 
 
施策の内容 

① 農地については、計画的な利用調整や担い手への利用集積に向け、県営事

業や団体営事業などの補助事業を中心に、圃場整備やかんがい排水整備な

どに取り組みます。 
② 土地改良区や水利組合については、維持管理への支援や組織の一本化など

による事務効率の向上に努め、生産性の高い農業経営の実現、生産力の維

持向上を目指します。 
③ 国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、文化の伝承といった多面的

機能を有する農業資源の保全活動を地域ぐるみで支援します。 
④ 水田と畑作については、安定した経営が図れるよう国、県そして関係機関

との連携を強化して所得の安定対策に取り組みます。 
⑤ 減農薬、減化学肥料米の普及を図り、販売までも視野に入れた、特色のあ

る米産地化に向けた支援と育成に取り組みます。 

 
 
２．担い手農家の育成と後継者の確保  

経営規模の拡大や法人化など、経営改善へ取り組む能力と意欲のある担い手

が育つ環境づくりと、優れた後継者を確保する体制の整備に努めます。 
 
施策の内容 

① 担い手育成支援事業のさらなる推進のため、関係機関や団体との連携強化

を図ります。 
② 集落営農の組織化を推進していくとともに、経営の法人化に向けた一層の

取組み強化を図ります。 
③ 認定農業者＊に対して、担い手経営安定化対策や融資制度、補助制度など認

定農業者として有利な各種支援策の周知を図り、その活用推進に努めます。 



 

122 

第１章 自然と調和した快適なまちづくり 

 第４章 活力ある産業を育てるまちづくり 

かすみがうら市総合計画 

 

第
１
節 

農
林
業
の
振
興 

後期基本計画

④ 新規就農希望者に対する農地の確保に関する情報などといった新規就農関

連情報や就農相談活動など、その体制整備に努めます。 
⑤ 市、ＪＡ、農業改良普及センターなどを中心に認定農業者など担い手確保

に努めます。 
 

 

３．農地流動化の推進 

認定農業者や農業法人組織などの担い手への農地の利用集積を推進し、優良

農地の確保と遊休農地や耕作放棄地の解消を図ります。併せて、農地情報の整

備と利用調整活動の強化を図ります。 
 
施策の内容 

① 優良農地の保全を図るとともに、遊休農地解消と利用推進への取組みを強

化するため、各種啓発活動を実施します。 
② 効率的かつ安定的な経営を目指す土地利用型農家に対し、耕作放棄地の解

消とともに農地の集積を促進し、規模拡大を図ります。 
 
 

４．農業環境の活性化 

消費者の求める安全で付加価値の高い農産物の生産に取り組み、ブランド化

を促進します。また、新鮮な農林産物を販売する直売所の活用や地産地消＊を

推進し、魅力ある農業経営の実現を目指します。 
 
施策の内容 

① 廃プラスチックや農業用ビニールなどを適正に処理し、環境にやさしい農

業の支援を推進します。 
② 減農薬、減化学肥料栽培などの安全で安心な農作物の栽培を支援するとと

もに、農産物被害の防除対策に努めます。 
③ 地域農業の活性化を図り銘柄産地＊など産地化を支援するとともに、ブルー

ベリーやイチジクなどの新作物の普及促進に向けた事業を支援します。 
④ 農作物の販売体制の確立を支援します。 
⑤ 本市の農産物のイメージアップを図り、消費拡大を進めるため、農産物直

売所の充実、都市交流事業を促進します。 
⑥ 農村環境の活性化に向けて都市と農村の共生、交流活動を促進します。 
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  第４章 活力ある産業を育てるまちづくり 後期基本計画 

⑦ ポジティブリスト対策＊に取り組むとともに、エコファーマー＊の認定を促

進します。 
⑧ 新たな需要の獲得に向け地産地消の取組みを推進します。 
 

 

５．畜産の振興 

安全で高品質な畜産物の産出と生産性の向上を図るため、家畜防疫や衛生環

境の改善に努めるとともに、環境保全を重視した畜産経営を目指します。 
 
施策の内容 

① 地域の畜産農家、ＪＡ及び市畜産協会などが連携し、家畜防疫や衛生環境

の改善に努め、家畜の健康保持と生産性の向上などによる、安全で高品質

な畜産物を産出する産地化に努めます。 
② 耕種農家との連携を図り、堆肥の有効利用を進め、畜産環境の改善に努め

ます。 
 
 

６．林業の振興 

林業の活性化を促進するため、計画的な林道の整備や造林などの森林機能の

維持確保に努めます。 
 
施策の内容 

① 森林資源の維持や確保と経営の安定を図るため、地域の実情に即した林道

整備を進めます。 
② 荒廃の進んだ山林や平地林については、復旧造林を推進するなど林業の生

産環境の整備を支援し活性化を促進します。 
③ 山林の保全と活用を図るため、森林の確保や市民に対する森林を守り育て

る意識の高揚に努めます。 
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後期基本計画

 
「第１節 農林業の振興」にかかわる目標値一覧表  

 

施策名称 指 標 
実績値 目標値 

指標の考え方 
H22年度末 H28年度 

［１］農林業 

１．農業経営確立の推進 

飼料用米作付面

積（ha） 
0 42

新規事業として努力目標

値を設定。 

［１］農林業 

２．担い手農家の育成と

後継者の確保 

市内の認定農業

者数（人） 
151 163

年間２人程度の認定農業

者の増加を目指す。 

［１］農林業 

３．農地流動化の推進 

耕作放棄地解消

面積（ha） 
6 42

実績値は 21～22 年度の、

目標値は実績を踏まえた

21～28 年度の累計面積。 

［１］農林業 

４．農業環境の活性化 

エコファーマー

の人数（人） 
189 200

実績を踏まえ、エコファ

ーマーの増加を図る。 

［１］農林業 

５．畜産の振興 

家畜伝染病発生

件数（件） 
0 0

家畜伝染病予防のため、

予防接種、検査などを徹

底する。 

［１］農林業 

６．林業の振興 

造林事業年間整

備面積 

（ha／年） 

0.3 1.0

造林から保育に至る一貫

した森林資源の造成整備

を推進する。 

△農産品の消費拡大活動 
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  第２節 水産業の振興 

 

［１］水産業 

  現況と課題 
 
霞ヶ浦では、古くからワカサギ漁やシラウオ漁などが盛んに行われてきまし

たが、水質汚濁をはじめ、外来種の増加に伴う水産資源の減少、漁業従事者の

高齢化などにより、漁業を取り巻く環境は厳しくなっています。 

水産業経営の安定化には、自然環境の保護に努めながら養殖漁業の育成とと

もに、稚魚の放流や外来魚の駆除を行うなど、水産資源の増大に向けた取組み

が必要です。 

一方、ワカサギやハゼ、フナ、エビの佃煮など、伝統的な加工技術による水

産加工品は、「霞ヶ浦ブランド」として全国的に知られています。伝統的な地

場産業として引継ぎながらも、新商品の開発やさらなるブランド化の推進によ

り、消費拡大を図っていく必要があります。 
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  施策の方向 

 

１．資源の保護と養殖漁業の振興 

水産業経営の安定化を促進するため、漁業関係団体、国、県及び関係機関と

連携しながら、つくり、育て、管理する漁業への展開を図ります。 
 
施策の内容 

① 長期的展望のもと、稚魚の放流や外来魚の駆除などを促進し、水産資源の

増大を図ります。 
② 魚類の産卵場や稚魚の保護育成場などの水質浄化機能をもつ水生植物帯の

造成については、関係機関との連携により促進します。 

③ 関係機関と連携し、養殖業の生産出荷体制の再構築を図ります。 

 

 

２．水産加工品の販路拡大 

特産品として消費者ニーズをとらえた新商品の開発を進めるとともに、ブラ

ンド化や新しい販売方法の研究と販売体制の強化を促進します。 
 
施策の内容 
① 地域特産品の掘り起こしと付加価値のある水産加工品の新規開発などを進

めます。 
② 水産加工組合と連携し、既存の加工品についても品質の改良を進めるとと

もに、様々なキャンペーン活動や宣伝媒体を通じた積極的な情報発信など、

水産加工品の普及促進、販路拡大を進めます。 
③ 水産加工品の消費拡大を図るとともに、地産地消の取組みを推進します。 
 
 

３．水産業の多面的機能の活用 

県が推進する｢海遊業｣の振興に向けて、観光帆引き船など、総合的な湖面の

活用を図ります。 
 
施策の内容 

① 観光帆引き船の活用など、観光と水産業の連携により地域の活性化を図り

ます。 
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「第２節 水産業の振興」にかかわる目標値一覧表  

 

施策名称 指 標 
実績値 目標値 

指標の考え方 
H22年度末 H28年度 

［１］水産業 

１．資源の保護と養殖漁業

の振興 

年間漁獲高 

（ｔ／年） 
433 450

漁協組合員の漁獲高の増

加を目標とする。 

［１］水産業 

２．水産加工品の販路拡大 

水産加工品のイ

ベントなどへの

年間出店回数 

（回／年） 

8 10

水産加工団体のイベント

への出店回数の増加を目

指す。 

［１］水産業 

３．水産業の多面的機能の

活用 

帆引き船見学用

随伴船年間乗船

者数（人／年）

440 500

実績を踏まえ、帆引き船

随伴船乗船者数の増加を

図る。 

 

 
△水産加工場 
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  第３節 商工業の振興 

 

［１］商工業 

  現況と課題 
 
近年、モータリゼーションの進展、生活様式やモノ、サービスに対する価値

観の変化により、消費者ニーズは多様化し、それに伴って、商業構造の形態も

変化しています。 

こうした商業環境の変化により、購買力の多くが市内の大型商業施設に集中

したり、市外に流出するなど、市内の商店の商業活動に大きな影響を与えてい

ます。 

商業は、市の活力を支える大切な機能です。市では、活発な商業活動を促進

させるため、今まで、商工会と連携し様々な支援策を講じてきました。今後も、

大型商業施設との共存のあり方を模索しつつ、市外への購買力流出を抑制しな

がら、市内の商業の振興を図っていく必要があります。 

工業は、市内６箇所の工業団地などに生産性の高い企業が立地していますが、

これまで順調な伸びを示していた製造品出荷額は、景気低迷の影響で平成21年

度には減少に転じ、これに比例し従業者数も減少傾向にあります。 

今後は、企業ニーズの変化や立地企業の動向を適切に把握しながら、企業誘

致と企業活動の活性化を促進する必要があります。 

 

【商業の推移】  

区分 

 年 

事業所数 

（所） 

従業者計 

(人) 

売場面積 

（㎡） 

年間商品販売額

（千万円） 

平成 6 389 2,074 21,585  7,240 

平成 9 374 2,302 33,137  7,635 

平成 11 390 2,630 33,242  8,490 

平成 14 367 2,336 38,691  6,179 

平成 16 351 2,667 48,508  6,146 

平成 19 336 2,603 45,736  7,059 

   資料：商業統計調査

【工業の推移】    

区分 

 年 

事業所数 

(所) 

従業者数 

（人） 

製造品出荷額等 

（千万円） 

１事業所当たり 

（百万円） 

平成 17 98 4,229 13,332  136

平成 18 92 4,203 13,945  152

平成 19 95 4,089 15,409  162

平成 20 94 4,058 15,919  169

平成 21 92 3,746 12,163  132

資料：工業統計調査
※従業員 4人以上の事業所に限る。 
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  施策の方向 

 

１．商業環境の活性化  

特色ある商店街づくりを進めることにより、商業地域としての魅力を増大さ

せ、活気と賑わいのあるまちづくりに努めます。 
 
施策の内容 

① 商業活動を支援するため、商工会を中心とした情報の提供や指導、相談体

制の充実に努めます。 
② 既存商業については、商工会による経営診断や経営指導などにより、経営

の合理化と近代化への意欲を促進し、消費者ニーズに対応した商店経営の

改善を図ります。 
③ 商業地域及び幹線道路沿いに新たな商業施設の誘致を図ります。 
④ 安定した商業活動を支援するため、各種融資制度の周知徹底と活用の促進

を図ります。 
⑤ 立地の特性を生かし、神立駅西口地区土地区画整理事業を推進しながら、

商業地域の活性化を図ります。 
⑥ 高齢者を対象とした福祉サービスを新たなサービス産業（シルバー産業）

としてとらえ、本市の地域的な特性を生かした特色ある産業活性化対策の

一つとして、振興や活用について検討を進めます。 
 
 

２．工業の振興 

既存の立地企業のフォローアップ＊に努め、企業活動をサポートするととも

に、新たな企業誘致の促進を図ります。 
 
施策の内容 
① 商工会と連携し、各種融資制度の充実や情報提供の迅速化に努め、地域の

中小企業が安心できる経営環境づくりを進めます。 
② 企業の技術力の向上や企業間の連携を促進し、競争力のある企業の育成を

目指します。 
③ 既存立地企業のフォローアップと新たな企業の誘致に関する優遇措置など

の情報を広く発信し、企業誘致の促進に努めます。 
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３．ふるさと商品づくり  

農林水産業や観光の視点から、地域の特性を生かした商品づくりを奨励しま

す。 
 
施策の内容 
① 地域資源を活用した新商品の開発を積極的に促進し、「湖山の宝」推奨品の

拡大と普及に努めます。 
② 市民交流の場に地元企業や生産者の出展を促し、地場産品に対する理解を

深めながら地産地消の推進に努めます。 
 
 
４．起業化の支援  

新規分野の参入する起業への支援や情報通信技術や地域資源を活用した企業

などの育成を支援します。 
 
施策の内容 
① 新たに起業する者に対し、県及び各支援機関が実施している支援事業のＰＲ

を行います。 
② 県及び商工会と連携し、事業資金の融資制度などの周知に努め、市内経済

の活性化を図ります。 
 
 
５．就労環境の整備 

企業の誘致や地場産業の活性化を進め、働く意欲のある様々な人の就業機会

の拡大に努めるとともに、福利厚生の充実などにより雇用の安定を図ります。 
 
施策の内容 
① 求人者や求職者のニーズに応えながら、ハローワーク＊など関係機関と連携

し、雇用者と就業希望者の正確な情報交換を促進します。 
② 市内の企業や新たに誘致する企業に対して、積極的な市民の雇用を促し、

就業への環境整備を整えます。 
③ 勤労青少年ホーム、働く女性の家の充実など、勤労者の支援や福利厚生の

推進を図ります。 
④ 自主福祉活動に取り組む労働福祉団体への支援を行います。 
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［２］消費生活 

  現況と課題 
 
生活水準の向上や消費者ニーズの多様化などに伴い、様々な商品やサービス

が供給されていますが、その安全性や品質などを消費者が即座に判断すること

が難しくなってきています。 

また、商品の取引形態や販売方法も複雑化、高度化しており、訪問販売やイ

ンターネット取引などに関するトラブルが多発しています。これらに伴う苦情

や相談件数も増加しており、消費者保護の観点から、市民の誰もが気軽に相談、

指導を受けられる体制の充実が必要となっています。 

市民がこうした商品取引による被害に遭わないよう、市民自らが消費生活に

必要な知識を習得し、自立した消費者として主体的に判断、行動することが求

められています。 

 

  施策の方向 

 

１．消費者支援の促進 

消費者保護と安定した消費生活を確保するため、県と連携を図り、相談体制

の充実や悪徳商法の撲滅に努めます。 
 

施策の内容 

① 消費生活センターの充実を図り、苦情や相談に対応する体制を強化するた

め、消費生活相談員の研修参加を支援します。 

② 悪質商法などの撲滅を図るため、県消費生活センターと連携し、情報のい

ち早い提供など、迅速な対応による消費者の保護に努めます。 

 

 

２．消費者意識の啓発と団体の育成 

広報活動の充実により市民の消費者意識の啓発や消費者団体の育成に努め、

消費者トラブルの防止を図ります。 
 

施策の内容 

① 消費者行政啓発用リーフレットの配布など、消費者に対する知識の普及と

情報の提供を図ります。 
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② 消費者の権利を守るための積極的な活動を展開する消費者団体などの育成

に努め、消費者意識の向上と浸透を図ります。 
 
「第３節 商工業の振興」にかかわる目標値一覧表  

 

施策名称 指 標 
実績値 目標値 

指標の考え方 
H22年度末 H28年度 

［１］商工業 

１．商業環境の活性化 

中小企業の年間

相談件数 

（件／年） 

1,938 2,500

商工会と連携し、経営診

断や経営指導などの相談

件数の増加を目指す。 

［１］商工業 

２．工業の振興 

工業団地内にお

ける年間訪問件

数（件／年） 

3 6

立地企業に情報を提供し

て、安心できる経営環境

づくりを進めるため、訪

問件数を増やす。 

［１］商工業 

３．ふるさと商品づくり 

「湖山の宝」推

奨品の認定数 

（件） 

6 20

地場産品開発を啓発し、

市ブランド化推進会議が

認定する「湖山の宝」推

奨品数の増加を図る。 

［１］商工業 

５．就労環境の整備 

求人情報の年間

閲覧者数 

（人／年） 

0 30

新たにハローワークなど

と連携して、未就労者に

最新の就業情報を提供す

る。 

［２］消費生活 

１．消費者支援の促進 

消費者の年間相

談件数 

（件／年） 

285 300

消費者生活センターのＰ

Ｒに努め、実績を踏まえ

相談件数の増加を図る。 

 

 
△湖山の宝 
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  第４章 活力ある産業を育てるまちづくり 後期基本計画 

かすみがうら市総合計画 

 

第
４
節 

観
光
の
振
興 

  第４節 観光の振興 

 

［１］観光 

  現況と課題 
 
本市の観光資源は、市の北西部の筑波地域と南東部の水郷地域を擁する水郷

筑波国定公園地域など、雄大な景色や多くの歴史的遺産に恵まれています。 

観光やリゾートに対する需要は年々増加していますが、その形態は、発達し

た交通網を活用した広域滞在型＊に移行するとともに、高齢者や小グループ、

家族による旅行が増加し、観光客のニーズも多様化してきています。 

このような変化に対応するため、果樹観光や霞ヶ浦観光をはじめ、地域を代

表する特産品や市推奨品などを「湖山の宝」としてブランド化し、一年を通し

て観光客を呼べる新たな観光産業を確立する政策が必要とされています。 

歩崎公園や雪入ふれあいの里公園は、体験や学習、休養機能の充実を図りな

がら、観光拠点としてより魅力ある施設づくりを行っていくことが課題です。 

さらに、広域観光ネットワークの形成を目指す周辺市町村などとの有効な地

域間連携のあり方を検証し地域全体の魅力を高める中で、独自の個性を築いて

いくことが課題となっています。 

このような課題に重点的に取り組みながら、都心から近いという立地を生か

し、身近で気軽な観光エリアとしての魅力を向上し、かすみがうらブランド

「湖山の宝」の知名度を高めながら、引き続き魅力ある観光地づくりに努める

ことが必要です。 
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第１章 自然と調和した快適なまちづくり 

 第４章 活力ある産業を育てるまちづくり 後期基本計画

かすみがうら市総合計画 

 

第
４
節 

観
光
の
振
興 

  施策の方向 

 

１．観光拠点の整備 

歩崎公園や雪入ふれあいの里公園など、主要観光施設の充実を図りながら、

帆引き船発祥の地や果樹のふるさととしてのイメージを生かし、観光拠点ネッ

トワークの形成と周遊性を高めます。 
 
施策の内容 
① 歩崎公園や雪入ふれあいの里公園などの自然環境と景観の保全管理、施設

展示の充実、特性を生かしたイベントの企画などにより観光ニーズをとら

えた施設運営に努めます。 
② 国、県など関係機関との協力のもとに、景観を高めるような親水護岸＊の整

備を促進します。 
③ 果樹観光農園の集積する地域では、観光客の受入れ態勢の充実に努め、集

客力を高めます。 
④ 来訪者などに対する利便性や本市イメージの定着を図るため、美観や統一

性に配慮した、分かりやすいサイン事業＊を進めます。 
⑤ 観光施設間の連携やそれらを結ぶ広域的なネットワークづくりを進め、本

市がもつ多彩な観光資源を紹介し集客力の向上を目指します。 
⑥ 都市農村交流の新しい姿を創りあげ、観光型地場産業の創出や観光の拠点

となる施設の整備を促進します。 
 

 
△歩崎公園でのあゆみ祭り 
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  第４章 活力ある産業を育てるまちづくり 後期基本計画 

かすみがうら市総合計画 

 

第
４
節 

観
光
の
振
興 

２．観光資源の活用 

他産業との連携のもと、既存の観光資源を保護、活用しながら、新たな地域

資源の発掘、活用に努め、魅力あるまちづくりを進めます。 
 
施策の内容 
① かすみがうら祭やあゆみ祭りなど、既存のイベントのさらなる充実と新た

な市民交流、情報発信の機会の創出に努めます。 
② 本市のシンボル「帆引き船」については、体制やシステムの検討をしなが

ら継続していきます。 
③ 市内外から愛好家が集い、交流するスポーツと健康をテーマにした観光イ

ベント（スポーツ・ヘルスツーリズム＊）の創出に努めます。 
④ 地元の生鮮品や加工品などの展示販売を行う直売施設の運営を支援しなが

ら、特産品の掘り起こしや消費拡大に努めます。 
⑤ 文化財や伝統芸能を観光資源として活用し、地域の個性を高めます。 
⑥ 特色ある田園景観、里山や水辺の自然景観をフィルムコミッション事業＊に

活用し、新たな観光地づくりを目指します。 
⑦ 果樹農家や生産団体の新たな取組みを支援し、果樹観光農園の通年性を高

めることにより、集客向上を図りリピーターの確保に努めます。 
 
 

３．観光の推進体制とＰＲの充実 

観光協会を核として関係団体が一丸となり、恵まれた交通基盤や立地条件を

生かし、多様で魅力ある観光を提供する活力ある観光地の実現を目指します。 
 
施策の内容 
① 教育機関との連携により、小中学生などを対象とした学習旅行の誘致に努

め、歩崎公園や雪入ふれあいの里公園を拠点とした環境学習を進めます。 
② 観光協会を積極的に支援し、地域ぐるみのきめ細かな観光客の受入れ態勢

づくりに努めます。 
③ マスメディアやインターネット、モバイル＊、ツィッターなどを活用し、イ

ベント情報など、効率的に最新の情報を発信し、観光イメージの定着化を

図ります。 
④ 「ふるさと市民」の拡大を図りながら、イベントなどを通じた市のイメー

ジアップに努めます。 
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第１章 自然と調和した快適なまちづくり 

 第４章 活力ある産業を育てるまちづくり 後期基本計画

かすみがうら市総合計画 

 

第
４
節 

観
光
の
振
興 

⑤ 都市部への観光情報の発信と地元の生鮮品や加工品の地域商品ＰＲを兼ね

た販売ルートの確保に努めます。 
 
 

４．広域観光基盤の整備 
筑波山や霞ヶ浦は、本市のみならず広域で共有する観光資源であり、周辺観

光地と観光ネットワークを形成するよう、様々な施策を展開し、地域全体のブ

ランド化を図ります。 
 
施策の内容 
① 筑波山周辺地域全体の魅力を生かしながら、散在する観光資源のネットワ

ークを構築します。 
② 霞ヶ浦周辺地域においては、県や沿岸市町村などで作成する「霞ヶ浦環境

創造ビジョン」に基づき、霞ヶ浦の活用と保全を実現するための各種施策

を展開します。 
③ 霞ヶ浦自転車道の早期完成を促進し、関係市や県などとの連携による有効

活用を図り、霞ヶ浦観光の新たな魅力を引き出します。 
④ 霞ヶ浦周辺地域の観光情報の発信の拠点となるような施設の整備を促進し、

水郷筑波国定公園エリアの魅力向上を図ります。 
⑤ 水郷筑波国定公園エリアの観光的魅力を定着させる中で、本市の個性を引

き出すイベントや観光地づくりを進めます。 
⑥ 茨城空港を活用した、広域観光ネットワークの形成により、地域の農林水

産資源や観光資源の情報提供を行い、地域ブランド力の向上と新たな地域

づくりを推進します。 
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  第４章 活力ある産業を育てるまちづくり 後期基本計画 

かすみがうら市総合計画 

 

第
４
節 

観
光
の
振
興 

 
「第４節 観光の振興」にかかわる目標値一覧表  

 

施策名称 指 標 
実績値 目標値 

指標の考え方 
H22年度末 H28年度 

［１］観光 

１．観光拠点の整備 

年間入込観光客

数（人／年） 
266,100 270,000

主要観光施設のさらなる充実

を図り、集客力の向上に努め

る。 

［１］観光 

２．観光資源の活用 

観光イベント年

間開催回数 

(回／年) 

6 8

観光協会などが関与するイベ

ントの年間開催回数を増やし、

観光資源の活用を促進する。

［１］観光 

３．観光の推進体制とＰ

Ｒの充実 

都市交流活動の

年間実施回数 

（回／年） 

8 15

板橋区などとの都市交流事業

に積極的に参加し、ＰＲに努

める。 

 

△観光帆引き船 



 

 

 

みんなでつくる連携と 

協働のまちづくり 

 

後期基本計画 

みんなでつくる 

連携と協働の 

まちづくり 

第５章 

「未来のかすみがうら市」（絵画コンクール：平成 22 年度実施）新治小学校６年 豊﨑優花さん
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施
策
の
体
系 

  第５章 みんなでつくる連携と協働のまちづくり 

かすみがうら市総合計画 

後期基本計画 

  施策の体系 

 

 

       1.コミュニティ活動の推進 

       2.コミュニティ施設の整備 

       1.市民参加のまちづくり 

       2.ふるさと支援者を生かしたまちづくり 

 

 

       1.市民意識の啓発 

       2.社会参画への支援 

 

 

       1.広報活動の推進 

       2.広聴活動の充実 

 

 

       1.行政改革の推進 

       2.情報システムの整備 

       3.窓口サービスの向上 

       4.広域行政の推進 

       5.総合計画の進行管理 

       1.計画的・効率的な財政運営 

       2.財源の確保 

       3.経費の節減 

        

 

        

 

        

        

 

［２］協働体制 

第２節 男女共同参画の推進 

［１］男女共同参画社会

第３節 広報・広聴活動の充実 

［１］広報・広聴 

［１］行政運営 

［２］財政運営 

第１節 市民活動の支援 

［１］コミュニティづくり 

第４節 行政サービスの向上 
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第１章 自然と調和した快適なまちづくり 
 第５章 みんなでつくる連携と協働のまちづくり 後期基本計画

かすみがうら市総合計画 

 
第
１
節 

市
民
活
動
の
支
援 

  第１節 市民活動の支援 

 

［１］コミュニティづくり 

  現況と課題 
 
コミュニティ活動は、市民相互の交流や相互扶助意識など地域の連帯感を生

み出し、地域づくりに欠くことのできない重要なものです。しかし近年は、都

市化や少子高齢化の進展、生活形態の変化などにより、地域社会における連帯

意識や人間関係が希簿化しており、地域に対する関係が弱まりつつあります。 

本市では、地域コミュニティ活動の基盤として、行政区が地域生活の向上や

自主的な住民自治の推進、行政運営の円滑化などに大きな役割を担っています。

また、あじさい館、やまゆり館さらには地区公民館などを拠点として、文化、

芸術、スポーツ、ボランティア、ＮＰＯ法人など、各種の団体による様々なコ

ミュニティ活動が行われています。これらのコミュニティ活動の拠点となる地

域の施設は、老朽化もみられることから、計画的な施設の改修や改築などを進

める必要があります。 

今後も、地域コミュニティや地域づくり団体との連携を深めながら、市民の

活動を支援する拠点づくり、地域づくりの担い手の育成に努めるとともに、東

日本大震災を教訓とした地域団体と連携を強化する必要があります。 

 

  施策の方向 

 

１．コミュニティ活動の推進 

地域コミュニティへの参加を促進するとともに、コミュニティ組織や各種団

体の支援により、多様な主体の連携によるまちづくりを推進します。 

施策の内容 

① 地域の要請に応えながら、区長会や行政区の円滑な運営を促進します。 
② 市民公益活動など、地域の特性を生かした市民の自主的な地域活動や地域

づくり活動を支援します。 
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  第５章 みんなでつくる連携と協働のまちづくり 後期基本計画 

 

第
１
節 

市
民
活
動
の
支
援 

かすみがうら市総合計画 

２．コミュニティ施設の整備  

各種助成制度を活用しながら、コミュニティ活動の拠点整備に努めます。 

施策の内容 

① 地域集会施設については、地域住民の世代間のふれあいや交流の場として

活用されており、老朽化、狭隘及び機能向上のための施設整備を支援しま

す。 
 

 
△地域のお祭り 

 
△区長会総会 
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第１章 自然と調和した快適なまちづくり 
 第５章 みんなでつくる連携と協働のまちづくり 後期基本計画

かすみがうら市総合計画 

 
第
１
節 

市
民
活
動
の
支
援 

［２］協働体制 

  現況と課題 
 
市民のまちづくりに対する意識が高まりを見せる中、市民が行政サービスの

受け手としてだけではなく、まちづくりの担い手として地域の課題に対して自

ら行動することが求められています。本市でも、福祉や環境など様々な分野で

ボランティア活動が行われ、市民と行政が協力しながら地域づくりに努めてい

ます。 

本市では、平成22年５月に協働のまちづくり指針を策定し、まちづくりへの

市民の参加意識の向上を図るとともに、参加機会の拡充に努めながら、市民と

の対話と協働によるまちづくりを進めています。 

今後、「協働」を定着、拡大していくためには、各種情報の共有化とともに、

市民や各種団体の相互交流を促すネットワークづくりが必要です。 

また、本市への想いを抱いているふるさと市民（市の出身者やゆかりのある

人など）との絆を結び、その多様な人材や優れた知識、技能などを生かしたま

ちづくりを推進します。 

 

  施策の方向 

 

１．市民参加のまちづくり  

市民と一体となったまちづくりを進めるため、市民参加機会の充実を図ると

ともに、市民と行政のネットワークづくりに努めます。 
 
施策の内容 
① 市民との対話の機会を増やすなど、市民と行政とのコミュニケーションの

円滑化を図ります。 
② 意見公募手続＊の活用や市民の意見提言を収集する機会の充実に努め、公正

の確保と透明性の向上を踏まえ、各分野の施策に市民の意見を反映します。 
③ 各種委員会や協議会へ市民が委員として参加できる機会の拡大を図ります。 
④ 地域振興グループに助成を行うなど、市民や事業者がまちづくりに対して

参加しやすい環境づくりを進めます。 

⑤ 市民公益活動団体＊の活性化に向けて、市民活動情報を集約し、提供する仕

組みを検討します。 
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  第５章 みんなでつくる連携と協働のまちづくり 後期基本計画 

 

第
１
節 

市
民
活
動
の
支
援 

かすみがうら市総合計画 

２．ふるさと支援者を生かしたまちづくり  

地域産業の活力増進を目指し、地域外の人材や知識、技術を取り入れ活用す

るために人材ネットワークの構築を図ります。 
 
施策の内容 
① 本市出身者や市にゆかりのある人たちなどを登録する「ふるさと市民」の

定着と拡大を図ります。 
② 各分野で活躍する市外在住者を「ふるさと大使」に委嘱し、連携によるま

ちづくりを図ります。 
 
「第１節 市民活動の支援」にかかわる目標値一覧表 

 

施策名称 指 標 
実績値 目標値 

指標の考え方 
H22年度末 H28年度 

［１］コミュニティづくり 

１．コミュニティ活動の

推進 

市集落センター

連絡協議会への

加入団体数 

（団体） 

27 33

ふるさとづくりを推進す

るため、様々な地域づく

り活動を展開し、加入団

体の増加を目指す。 

行政区への加入

割合（％） 
72.8 75.0

区長会と連携し、行政区

に加入している世帯割合

を増やす。 

［２］協働体制 

１．市民参加のまちづく

り 

市民懇談会の開

催（回／年） 
1 1

市民懇談会を毎年開催す

る。 

［２］協働体制 

２．ふるさと支援者を生

かしたまちづくり 

ふるさと大使の

委嘱者数（人）
6 50

市の活性化に協力する

「ふるさと大使」の増加

を目指す。 
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第１章 自然と調和した快適なまちづくり 
 第５章 みんなでつくる連携と協働のまちづくり 後期基本計画

かすみがうら市総合計画 

 
第
２
節 

男
女
共
同
参
画
の
推
進 

  第２節 男女共同参画の推進 

 

［１］男女共同参画社会 

  現況と課題 
 
「男女共同参画社会」とは、男女が互いにその人権を尊重し、責任を分かち

あい、性別にかかわりなく個性と能力を十分に発揮することができる社会です。 

平成11年に男女共同参画社会基本法が制定され、平成22年には「第３次男女

共同参画基本計画」が閣議決定されるなど、法律や制度の上では男女共同参画

社会の形成に向けた整備が進んでいます。茨城県においても、平成23年に「茨

城県男女共同参画基本計画（第２次）いきいき いばらきハーモニープラン」

が策定されています。 

本市では、「男女
ひととひと

共に生きふれあい育む豊かなまちづくりをめざして」を基 

本理念とする「男女共同参画計画」に基づいて、男女共同参画社会づくりに

取り組んでいます。 

しかし、社会の中には、性別による固定的な役割分担などの考え方が根強く

残っており、様々な不平等をもたらしています。また、ドメスティック・バイ

オレンス＊やセクシュアル・ハラスメント＊などの社会問題への対応も必要と

なっています。 

このような状況に対応するため、「男女共同参画社会」の実現に向けた施策

を継続的に推進していくとともに、今までの社会における制度や習慣、慣行に

とらわれずに、時代や環境の変化に即した社会を構築していく必要があります。 

また、男女がともに地域社会の発展を担っていける環境づくりも必要となっ

ています。 
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  第５章 みんなでつくる連携と協働のまちづくり 後期基本計画 後期基本計画 

 

第
２
節 

男
女
共
同
参
画
の
推
進 

かすみがうら市総合計画 

  施策の方向 

 

１．市民意識の啓発 

男女共同参画社会の実現を目指し、地域、家庭、学校教育や職場などにおい

て意識の高揚に努めます。 
 
施策の内容 

① 男女共同参画計画に基づき、市民や各種団体などと連携し施策の推進など

に努めます。 
② 講演会の開催や研修、各種講座の充実により、男女共同参画に関する意識

の啓発を推進します。 
③ 家庭内暴力や人権侵害などの防止を図るため、啓発活動を推進するととも

に、相談体制の充実に努めます。 
 
 
２．社会参画への支援  

働きやすい環境整備や相談支援体制の充実など、女性の社会参画の環境整備

を行います。 
 
施策の内容 

① 女性が持てる能力を十分に発揮し、地域づくりの担い手として活躍できる

場の整備に努めます。 
② 女性団体の自主的な活動を支援し、資質の向上、地域社会に貢献できる団

体の育成に努めます。 
③ 子育て支援や介護サービスなど、各種サービスの充実に努め、女性の仕事

と家庭の両立を支援します。 
④ 働く女性の家については、機能の充実など学習活動の場の確保に努めます。 
 
「第２節 男女共同参画の推進」にかかわる目標値一覧表  

 

施策名称 指 標 
実績値 目標値 

指標の考え方 
H22年度末 H28年度 

［１］男女共同参画社会 

１．市民意識の啓発 

男女共同参画社

会啓発事業への

参加者数 

（人／年） 

74 81

講演会や啓発事業などへ

の参加者数の増加を目指

す。 
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第１章 自然と調和した快適なまちづくり 
 第５章 みんなでつくる連携と協働のまちづくり 後期基本計画

かすみがうら市総合計画 

 
第
３
節 

広
報
・
広
聴
活
動
の
充
実 

  第３節 広報・広聴活動の充実 

 

［１］広報・広聴 

  現況と課題 
 
個性と魅力にあふれたまちづくりを推進するには、広報・広聴活動を充実し、

市民の積極的な市政への参加を促すことが重要になってきます。 

本市では、毎月１回発行の「広報かすみがうら」や市ホームページ、メール

マガジン＊、ツイッター＊、マスメディアの活用などにより行政情報の提供を行

っています。「広報かすみがうら」においては、市民に親しまれる紙面づくり

を目指すとともに、公共施設やコンビニなどに広報誌を設置し、より多くの市

民に読んでもらえる仕組みづくりを行っています。ホームページでは、各種情

報や災害時などの緊急情報の発信など、迅速で幅広い情報の提供を行っていま

す。 

近年では、インターネットや携帯電話などの普及に伴い、情報の提供や習得

方法もめまぐるしく多様化していますが、年齢などの違いにより情報媒体の利

用格差が存在していることから、世帯へ、等しく情報を提供するためにも、広

報誌などによる従来の情報発信は重要なものとなっています。 

また、行政区長を通して行われる各行政区からの要望の受付や市民提案制度

などを実施し、市民ニーズの把握に努めています。 

市民が自らまちづくりについて考え行動できるよう、様々な情報媒体を有効

に活用しながら、幅広い広報・広聴活動を展開し、市民と行政の信頼関係の構

築に努める必要があります。 
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第
３
節 

広
報
・
広
聴
活
動
の
充
実 

かすみがうら市総合計画 

  第５章 みんなでつくる連携と協働のまちづくり 後期基本計画 後期基本計画 

  施策の方向 

 

１．広報活動の推進  

積極的に行政情報やまちづくり情報の公開を推進し、確かな情報を迅速に市

民へ提供できる環境を整備します。 

 
施策の内容 

① 市民ニーズの多様化に対応するため、分かりやすい「広報かすみがうら」

の誌面づくりに努めます。 
② 多くの市民が、いつでも市の行政情報を得ることができるよう、ホームペ

ージなどの充実を図ります。 
③ 新聞やテレビを活用した情報の発信に努めます。 
 
２．広聴活動の充実  

市民の意見が広く行政運営に反映されるよう、広聴体制の整備に努めます。 
 
施策の内容 

① まちづくりに対する意見提言の情報収集のため、市民提案制度の充実に努

めます。 
② 行政相談委員による相談活動を支援し、苦情の解決や行政制度及び運営へ

の反映に努めます。 
 
「第３節 広報・広聴活動の充実」にかかわる目標値一覧表  

 

施策名称 指 標 
実績値 目標値 

指標の考え方 
H22年度末 H28年度 

［１］広報・広聴 

１．広報活動の推進 

ホームページの

アクセス数 

（件／年） 

172,109 189,000
ホームページのアクセス

数の増加を目指す。 

［１］広報・広聴 

２．広聴活動の充実 

市民提案件数 

（件／年） 
12 15

市民提案件数の増加を目

指し、過去の実績から設

定した。 
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かすみがうら市総合計画 

 
第
４
節 

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
向
上 

  第４節 行政サービスの向上 

 

［１］行政運営 

  現況と課題 
 
地方分権の進展や少子高齢化に伴う人口減少社会の到来など、国や地方を取

り巻く状況は大きく変化しています。とりわけ、地方自治体においては、自己

決定と自己責任の原則のもと、複雑化、多様化する市民ニーズに応える行政サ

ービス体制の確立が課題となっています。 

行財政運営については、限られた財源の中で、多様化する行政需要に対応す

るためには、より効果的、効率的な行政運営を積極的に進めていかなければな

りません。それには、行政組織の合理化及び事務事業の改善、職員の能力の向

上、民間活力の活用など、引き続き行政改革を推進する必要があります。 

窓口サービスや情報化については、市民サービスの高度化や迅速化などによ

る効率的な事務処理や分かりやすい窓口体制など、質の高いサービスの提供に

努めることにより、市民の満足度を高めていく必要があります。 

広域行政については、地方分権の進展に伴い、地方自治体の役割と責任が増

大する中で、個々の自治体だけでは対応できない課題の増大が予測されるなど、

今後も近隣市町村と連携、強化を図る必要があります。 

総合計画の進行管理については、総合計画の実施状況を的確に把握し、事務

事業が計画どおり進行するよう管理体制を確立することが求められています。 

 

 

  施策の方向 

 

１．行政改革の推進  

「第２次行政改革大綱」及び「行政改革実施計画（集中改革プラン）」の着

実な実行に向けて全庁的な取組みを推進し、ＰＤＣＡサイクル＊による不断の

点検に努めます。 
 
施策の内容 
① 行政が対応すべき範囲、施策の内容及び手法などについて評価を行い、事

務事業の見直しに取り組みます。 
② 効率的に行政需要に対応するとともに、意思決定スピードの向上を図るた

め、組織機構のスリム化やフラット化＊に取り組みます。 
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  第５章 みんなでつくる連携と協働のまちづくり 後期基本計画 後期基本計画 
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ー
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ス
の
向
上 

かすみがうら市総合計画 

③ 市民との協働を推進し、市民の目線に立った、分かりやすく利用しやすい

行政組織の構築を進めます。 
④ 行政改革大綱に基づき、事務事業や行政組織の見直し、民間委託の推進な

どにより計画的な定員管理に取り組みます。 
⑤ 職員の能力や実績に応じた給与制度の確立に取り組むとともに、能力や努

力を客観的に評価し、育成につなげる人事評価制度などを進めていきます。 
⑥ サービスの向上や行政運営の効率化を図るため、必要に応じて指定管理者

制度＊の導入など、民間委託を検討します。 
⑦ 行政改革実施計画（集中改革プラン）の進行管理と公表を行います。 
 
 
２．情報システムの整備  

行政窓口サービス事務のＩＣＴ＊化を進め、行政サービスの向上、行政事務

の効率化、高度化に努めるとともに、電子自治体を推進する人材の育成を図り

ます。 
また、本市を取り巻く情報化の進展を積極的に活用し、行政情報化と地域情

報化を総合的にとらえることによって効果的な情報化の推進を図ります。 
 
施策の内容 

① インターネットによる、市民からの申請や申込みの受付、様々な行政手続

情報やサービスの提供を進めます。 
② 市が保有する情報資産を適切に管理し、人的、物理的、技術的なセキュリ

ティ対策＊を進め、情報の改ざんや漏えいなどを未然に防止します。 
③ 共同アウトソーシング＊などへの積極的な参加による行政コストの削減を図

ります。 
④ 統合型ＧＩＳ＊を推進し、地理情報システム＊の効率的運用と市民への情報

提供の充実を図ります。 
⑤ 情報セキュリティ＊を確保するため情報セキュリティポリシー＊の定期的検

証と個人情報保護の強化に努めるとともに、情報セキュリティを維持する

ための監視体制の充実を図ります。 
⑥ 安全で安心な市民生活や地域産業の活性化などを実現するため、積極的に

ＩＣＴ＊を活用した各種行政情報の提供に努めます。 
⑦ スポーツ施設の予約や空き状況を確認できるシステムなど、生涯学習機会

を充実するため、情報化を推進します。 
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向
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⑧ 市民の利便性向上のため、電子化を含めた効率的な行政運営と行政サービ

スの向上に努めます。 
 
 
３．窓口サービスの向上 

市民に配慮した窓口体制づくりを進め、市民ニーズに対応した窓口サービス

の提供に努めます。 
 
施策の内容 

① 千代田庁舎、霞ヶ浦庁舎や中央出張所については、総合窓口としての充実

を図り、市民の利便性の向上を目指します。 
② 市民カード＊の普及と自動交付機の利用を促進するとともに、窓口時間の延

長を実施するなど、市民ニーズに対応した窓口サービスの向上を目指しま

す。 
 
 
４．広域行政の推進 

関係自治体との連携などにより、広域的な行政課題への対応に努め、事務事

業の一層の合理化と行政サービスのさらなる向上を図ります。 
 
施策の内容 
① 広域的な対応を必要とする行政需要や課題に応えるため、関係市町村との

連携のもとに、広域的なソフト事業やハード事業の積極的な展開に努めま

す。 
② 関係市町村との連携強化を図りながら、地域全体の総合的かつ一体的な発

展を目指します。 
③ 市町村合併については、国の動向や県が目指す将来目指すべき合併パター

ンを踏まえながら、周辺市町村との関係づくりに努めます。 
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かすみがうら市総合計画 

 
５．総合計画の進行管理 

総合計画の実効性の確保を図るため、財政状況を勘案した上で、市の政策や

事業などに関する必要性や効率性、成果などの評価に基づき進行管理に取り組

みます。 
 
施策の内容 

① 行政評価による総合計画の適正な管理を進め、成果を重視した行政運営へ

の転換を図ります。 

△霞ヶ浦庁舎窓口 
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［２］財政運営 

  現況と課題 
 
地域主権改革＊により、地方自治体は抜本的な改革に迫られ、自立的、自主

的な財政運営が強く求められています。 

また、地域格差が増大しつつある中、国の地方交付税及び国庫支出金などの

制度改正、さらには地方への税源移譲など大幅な見直しによっても地方財政の

厳しい現状からの脱却は不透明な状況です。 

さらに、景気の先行きは、各種の政策効果などを背景に持ち直し傾向が続く

ことが期待されますが、東日本大震災の影響に留意しなければならないところ

です。 

市の歳入面については、少子・高齢社会や経済の成熟により、財政運営の要

となる市税の伸びが期待できず、国からの交付金などの減少や合併算定替＊の段

階的縮減により、一般財源全体では大幅な減収となることが予測されます。 

このため、市税をはじめとする自主財源の確保など収入全般にわたる長期的

な財源の確保のほか、事務事業の見直し、民間活力の積極的な導入、地域振興

策としての企業立地の推進による課税客体＊の拡大及び、市民サービスにおけ

る受益と負担の適正化を図る中で、新地方公会計制度＊など企業的視点による

分析を踏まえ、安定的かつ効率的で持続可能な財政運営に努める必要がありま

す。 
 

【一般会計の決算状況】 
歳入   （単位：千円）

区分 

年度 
歳入合計 市税 市債 

国庫 

支出金
繰越金

地方 

交付税
県支出金 その他 

平成 18 15,008,950 4,961,856 2,103,700 764,014 592,112 3,720,937 601,602 2,264,729

平成 19 15,435,419 5,694,176 1,699,800 1,126,934 766,076 3,546,996 665,999 1,935,438

平成 20 15,709,323 5,820,210 1,400,400 1,771,179 780,399 3,317,107 711,528 1,908,500

平成 21 15,950,327 5,436,393 1,347,400 1,638,858 1,303,570 3,466,947 838,100 1,919,059

平成 22 16,639,065 5,413,824 1,654,100 2,362,588 701,009 3,853,691 847,428 1,806,425

歳出     

区分 

年度 
歳出合計 民生費 教育費 衛生費 総務費 土木費 公債費 その他 

平成 18 14,242,873  3,742,302  1,185,065 1,321,240 2,180,122 2,509,784 1,399,063  1,905,297 

平成 19 14,655,020  4,226,135  1,141,275 1,266,595 2,798,356 1,948,089 1,435,272  1,839,298 

平成 20 14,405,753  4,163,869  1,212,097 1,167,502 2,630,861 2,008,428 1,464,891  1,758,105 

平成 21 15,249,318  4,162,447  1,466,370 1,127,093 3,332,978 1,757,377 1,570,789  1,832,264 

平成 22 15,743,399  4,948,921  1,987,455 933,176 2,998,287 1,327,065 1,732,857  1,815,638 

      資料：財政課
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  施策の方向 

 

１．計画的・効率的な財政運営  

事務事業の持続的な見直しを行うために、評価システムや新地方公会計制度

を活用し、併せて、職員の意識改革を図ります。特に、事務事業の優先度に重

点を置き、中長期的な視点に立ち、計画的で効率的な財政運営の維持に努めま

す。 

 
施策の内容 

① 行政評価を活用して事務事業の効率化を図りながら、総合計画の進行管理

と連動した予算編成に努めます。 
② 行政経営の視点を踏まえ、事業型予算編成や行政評価の活用により、事務

事業の優先順位を一層精査し、市民からの提案型事業の活用を図るなど市

民ニーズに応じた優先化、重点化した財源配分を行います。 
③ 行政経営に視点を置いて、財政指標や財務諸表に基づく分析を踏まえ、計

画段階での協議を十分に行いながら、事業の優先順位の設定や負担とサー

ビスの徹底を図ります。 
 
 
２．財源の確保 

市税などの収納率の向上や国や県補助金などの活用及び市有財産の利用によ

り財政基盤の強化を図ります。 
 
施策の内容 

① 課税対象の適正な把握のもと、公平な課税に努め、自主財源の確保を図り

ます。固定資産税の土地については、市街化区域などにおいて路線価評価

方式を導入し、市税においては、電子申告などのさらなる普及を促進し、

適正評価と納税者の利便性向上に努めます。 
② 茨城県租税管理機構への定期的な職員派遣など、職員の各種研修への参加

により、法律の理解を高めるとともに、徴収体制を整え、市税などの収納

率の向上を図ります。 
③ 事業を遂行するにあたり、国や県などの補助事業の効果的な活用を図りな

がら、産業の振興や育成に積極的に取り組み課税客体の拡大に努めます。 
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第１章 自然と調和した快適なまちづくり 
 第５章 みんなでつくる連携と協働のまちづくり 後期基本計画

かすみがうら市総合計画 

 
第
４
節 

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
向
上 

④ 未利用地となっている市有財産について精査を行い、将来にわたる活用の

可否を個別に検証しながら、企業立地の推進など、積極的な活用と売却を

図ります。 
⑤ 受益者負担の原則に基づく、負担の公平性を確保するため、各種使用料、

手数料などの見直しを行います。 
⑥ 増大する行政需要に対処する資金を確保するため、各基金の目的に応じ、

中長期の見通しによる、積み立てと取り崩しの効率的な運用を行い対処に

努めます。 
 
 
３．経費の節減  

民間委託などの推進、指定管理者制度の活用、地方公営企業の健全化、定員

管理と給与の適正化、補助金などの整理合理化など行政改革を進め、経費全般

にわたる徹底した節減合理化を進めます。 
 
施策の内容 

① 職員自らの能力を発揮すべき業務を安易に委託することのないよう、再度

点検を図りながら物件費の抑制に努めます。 
② 扶助費や補助金については、行政評価の活用を図り、目的や効果を十分検

証し、見直しを図るとともに、社会情勢を踏まえた基準額の検証などを行

います。 
③ 公債費関係の財政指標を意識した財政運営により、合併による有利な財政

支援を積極的に活用していきます。 
④ 特別会計及び企業会計の経営基盤強化を推進し、自律的な財政運営に努め

ます。 
 
「第４節 行政サービスの向上」にかかわる目標値一覧表  

施策名称 指 標 
実績値 目標値 

指標の考え方 
H22年度末 H28年度 

［１］行政運営 

１．行政改革の推進 

第２次行政改革

大綱及び実施計

画の達成項目の

割合（％） 

48.27 100
計画期間中に目標達成 

100％を目指す。 

［１］行政運営 

２．情報システムの整備 

公共施設予約シ

ステム利用者数

（人／年） 

5,593 7,000

スポーツ施設予約システムの

活用を促進し、利用者数の増

加を実績から設定した。 

［２］財政運営 

３．経費の削減 

照明や冷暖房の

節電による経費

削減額 

（円／年） 

- 200,000

地球温暖化防止及び東日本大

震災以降の電力不足に対応す

るため、経費の削減を図る。



 

 

 
資料編 

１ 基本構想の概要 

 

２ 後期基本計画策定の経過 

 

３ 総合計画審議会 

 

４ 庁内策定体制 

 

５ 市民参加事業の記録 

 
６ 用語解説 

「未来のかすみがうら市」（絵画コンクール：平成 22 年度実施）七会小学校５年 上田京佳さん 



 

 156

１ 基本構想の概要 
 

将来都市像 

 

きらきら いきいき ふれあい育む 豊かなめぐみ野 

 
 
まちづくりの基本理念 

 1.豊かな自然を守り、生かした「ふるさと」と呼べるまちを目指して 
 

 2.交通利便性や地域資源を生かした「活力」ある元気なまちを目指して 
 

 3.各地域の持つ役割を大切にした「個性と連携」のまちを目指して 

 
まちづくりの基本目標 

［1］自然と調和した快適なまちづくり 

 1.適正な土地利用の推進   2.交通基盤の充実 

 3.快適な住環境の整備    4.循環型社会の形成 

 5.防犯・防災機能の充実   6.情報通信基盤の整備 

［2］健やか・安心・思いやりのまちづくり 

 1.健康づくりの推進     2.高齢者福祉の充実 

 3.障害者福祉の充実     4.次世代育成の支援 

 5.地域福祉の推進 

［3］豊かな学びと創造のまちづくり 

 1.教育の充実        2.生涯学習の充実 

 3.青少年の健全育成     4.地域文化の継承と創造 

［4］活力ある産業を育てるまちづくり 

 1.農林業の振興       2.水産業の振興 

 3.商工業の振興       4.観光の振興 
 
［5］みんなでつくる連携と協働のまちづくり 

 1.市民活動の支援      2.男女共同参画の推進 

 3.広報・広聴活動の充実   4.行政サービスの向上 

 

 
将来人口フレーム 

 

    平成 28 年の目標とする将来人口     46,000 人 
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土地利用構想 

【市街地形成ゾーン】 

本市の中央部にある市街化区域と、それに隣接する霞ヶ浦地域の市街化調整

区域の一部を市街地形成ゾーンと位置づけます。 
このゾーンは、ＪＲ神立駅を中心に商店や住宅、工場などが集積し、人口の

集中が見られ、現在も市の商工業の拠点となっており、さらなる発展を目指し

ます。 
そのため、ＪＲ神立駅周辺における再開発事業の推進や幹線道路の整備など、

都市基盤の整備に努め、人口の定着と産業の活性化を促進します。 
また、調和のとれた都市景観の誘導、公園・緑地の整備、公共施設の拡充な

どにより、魅力的な都市空間の形成を目指すとともに、市民生活の利便性や安

全性の向上に努めます。 

【霞ヶ浦田園都市ゾーン】 

霞ヶ浦地域の台地を霞ヶ浦田園都市ゾーンと位置づけます。  
このゾーンは、自然環境との共生を踏まえて、農業振興に重点的に取り組む

とともに、良好な田園空間を形成する社会基盤の整備による利便性の向上を図

り、ゆとりある居住空間づくりを進めます。  
また、地域特性を生かした開発適地については、農村景観と適合した開発の

誘導を図ります。 

【千代田田園都市ゾーン】 

市街化区域、北西部の丘陵部を除く地域を千代田田園都市ゾーンと位置づけ

ます。 
このゾーンは、果樹栽培を中心に農業と観光の一体的な振興によるレクリエ

ーション機能の充実とともに、田園都市としての社会基盤の整備による利便性

の向上を図り、ゆとりある居住空間を整備します。 
また、国道６号や常磐自動車道千代田石岡インターチェンジ周辺では、恵ま

れた立地条件を生かし、流通業務や産業などの動向、ニーズの変化に対応した

産業拠点の形成に向けた土地利用を促進します。 

【水辺交流ゾーン】 

湖岸地域を水辺交流ゾーンと位置づけます。  
このゾーンは、本市のシンボルの一つである霞ヶ浦を保全・活用するため、

環境保全と農業や内水面漁業＊の振興を図るとともに、「歩崎公園」を中心と

した親水空間の整備やイベントなどの充実により市民や来訪者の交流を促進し

ます。 
また、自然環境との共生を踏まえて、生活の利便性向上のため社会基盤の整

備によるうるおいのある居住空間を整備します。 

【森林環境共生ゾーン】 

北西部の丘陵部を森林環境共生ゾーンと位置づけます。 
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このゾーンは、森林などの自然環境の保全に努めるとともに、「雪入ふれあ

いの里公園」などを中心に、市民や来訪者が身近な生き物にふれ、学ぶことが

できる空間の創造を促進し、本市の憩いの場としての魅力を高めます。 

【行政拠点】 

市役所の霞ヶ浦庁舎周辺と千代田庁舎周辺を行政拠点と位置づけます。 
行政拠点は、霞ヶ浦地域と千代田地域それぞれの地理的中心となるととも

に、保健・福祉、教育・文化などの公共施設が集積するため、本市全域から

市民が気軽に集い、活発な交流ができるように、道路整備や情報ネットワー

クの増強を進め、商業やサービス産業の立地を誘導しながら、求心力のある

拠点機能の強化を推進します。 

【環境保全・交流拠点】 

霞ヶ浦地域の歩崎公園周辺や茨城県霞ケ浦環境科学センター周辺、富士見塚

古墳公園周辺と、千代田地域の雪入ふれあいの里公園周辺や佐谷・土田地区周

辺、環境クリーンセンター周辺を、本市における環境保全・交流拠点と位置づ

けます。 
環境保全・交流拠点は、市民と来訪者が、水辺の観光・レクリエーションや

環境学習、歴史探訪、果樹観光などを通じて活発に交流できるように、各拠点

の魅力向上を図るとともに、イベントなどを通じた連携を強化します。 

【新産業導入拠点】 

加茂地区、西成井・岩坪周辺、加茂・牛渡周辺の丘陵地並びに常磐自動車

道千代田石岡インターチェンジ周辺を新産業導入拠点と位置づけます。 
新産業導入拠点は、霞ヶ浦田園都市ゾーンと千代田田園都市ゾーンの中で

も、立地条件や土地資源に恵まれていることから、本市での産業の活性化を

先導的に図るため、企業などの誘導を推進します。 

【市内を連携する交流軸】 

本市の一体性の確立やバランスあるまちづくりを進めるため、ＪＲ神立駅を

含めた市街地形成ゾーンをはじめとする５つのゾーンや、各拠点地区を有機的

に結ぶネットワークづくりを進め、人やモノ、文化、情報などの交流の活性化

を促進します。  

【広域的な連携を図る交流軸】 

本市のもつ地理的な特性から、常磐自動車道の活用促進や百里飛行場の民間

共用化をも見込んだ国道６号千代田石岡バイパスの促進、千葉茨城道路と霞ヶ

浦二橋の構想なども含め、近隣の都市とのつながりをもつ広域的な交通ネット

ワークの形成にも努めます。 
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土地利用構想図 
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２ 後期基本計画策定の経過 

 

期 日 内  容 

平成２２年 ７月 ２日 

～９月 ７日 
まちづくり絵画・作文コンクール 

８月 １日 

 ～８月２３日 
まちづくりアンケート 

１０月２７日 まちづくり座談会 

１１月 ９日 中学生と高齢者の交流ワークショップ 

１２月２１日 第１回ワーキングチーム会議 

１２月２７日 市長ヒアリング 

平成２３年 ２月２３日 
後期基本計画原案の検討（ワーキングチーム） 

２月２５日 

４月２１日 第１回専門部会 

４月２８日 第１回策定委員会 

４月２８日 第２回ワーキングチーム会議 

５月 ２日 

～５月１６日 
施策指標作成作業（ワーキングチーム） 

５月３０日 第１回総合計画審議会 

６月２３日 

～６月３０日 
後期基本計画原案等の修正作業（ワーキングチーム） 

７月 １日 

～７月２０日 
東日本大震災を踏まえての意識調査 

７月 ８日 

～７月１３日 
掲載データの調査作業（ワーキングチーム） 

７月１２日 第２回専門部会 

７月２２日 第２回策定委員会 

７月２２日 

～８月 １日 
重点プロジェクト案の検討（策定委員会） 

９月 ５日 後期基本計画原案及び重点プロジェクト案の市長説明 

９月２９日 第３回策定委員会 

１０月２０日 第２回総合計画審議会（諮問） 

１０月２４日 

～１１月 ７日 
市民の意見公募手続き 

１０月２５日 

～１１月 ４日 
施策指標の見直し作業（専門部会、ワーキングチーム） 

１１月１０日 第３回総合計画審議会 

平 成 ２ ４ 年 ２月２１日 第４回総合計画審議会（答申） 
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３ 総合計画審議会 

  

（１）総合計画審議会条例

かすみがうら市総合計画審議会に関する条例 

平成17年3月28日

条例第23号

（設置） 
第1条 市勢の振興と福祉の向上を図るため、かすみがうら市総合計画審議会(以下

「審議会」という。)を置く。 

（任務） 

第2条 審議会は、市長の諮問に応じ、かすみがうら市総合計画の策定その他実施に

関し必要な調査及び審議をする。 

（組織） 

第3条 審議会は、市議会議員及び関係機関、団体役員並びに学識経験者のうちから

市長が委嘱する20人以内の委員をもって組織する。 

2 委員の任期は、2年とする。ただし、補欠により委嘱された委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

3 市議会議員及び関係機関、団体の役職員のうちから委嘱された委員にあっては、

その職を去ったときは、委員の資格を失うものとする。 

（会長及び副会長） 

第4条 審議会に会長及び副会長を置く。 

2 会長及び副会長は、委員の互選による。 

3 会長は会務を総理し、会議の議長となる。 

4 副会長は会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

第5条 審議会は、会長が招集する。 

2 審議会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

3 議事は出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、会長の決するところ

による。 

（委任） 

第6条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、市長が

別に定める。 

附 則 

この条例は、平成 17 年 3 月 28 日から施行する。 
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（２）かすみがうら市総合計画審議会名簿 

氏  名 区 分 役 職 等 備  考

小座野定信 市議会議員 市議会議長   

小松﨑  誠 〃 市議会総務常任委員会委員長   

古橋 智樹 〃 市議会文教厚生常任委員会委員長   

矢口 龍人 〃 市議会産業建設常任委員会委員長   

齋藤 泰雄 関係機関 市教育委員会教育委員会委員長   

関川 忠雄 〃 市農業委員会会長   

前田   修 〃 茨城県霞ケ浦環境科学センター長   

安田 秀徳 団体役員 市区長会会長 会長 

藤井 裕一 〃 市消防団団長            

瀧ヶ﨑孝子 〃 市地域女性団体連絡会会長   

狩野 良和 学識経験者   副会長

桜井美知子 〃    

高野 文江 〃     

川井 真帆 〃     

飯塚 良哉 〃     

高田 公子 〃     

長谷川智子 〃    

桜井 隆士 〃    

福田 秀世 〃     

島田 卓光 〃    
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平成 23 年か企画諮問第 1号 

 

かすみがうら市総合計画審議会  

会長  安田 秀徳 様 

 

かすみがうら市総合計画「後期基本計画（素案）」について 

 

 標題のことについて、かすみがうら市総合計画審議会条例第 2条の規定に基

づき、貴審議会の意見を求めます。 

 

 

   平成 23 年 10 月 20 日 

 

 
かすみがうら市長  宮嶋 光昭 
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平成２４年２月２１日 
 
 
かすみがうら市長 
宮嶋 光昭 様 

 
 

かすみがうら市総合計画審議会 
会 長   安 田 秀 徳 

 
 
 

かすみがうら市総合計画「後期基本計画（素案）」について（答申） 
 
平成２３年１０月２０日付けか企画諮問第１号により諮問のあった標記の件

については、慎重に審議した結果、適切であると判断し、原案のとおり答申し

ます。 
なお、審議の過程において下記のとおり意見・要望がありましたので、運用

にあたってはこれらを十分尊重していただくとともに、計画の実現に向けて最

大限努力されるよう要望します。 
 

記 
 
 
１ 市財政を少しでも潤すことができるような開発の誘導や遊休農地の有効活

用など、土地の特性に合った効果的な土地利用を目指し各種施策を推進す

ること。 
 
 
２ 地域の一体感を醸成するまちづくり、さらに近隣市との連携を意識しなが

ら、幹線道路の整備や公共交通の確保、公共施設等のあり方を検討し施策

を進めていくこと。 
 
 
３ 計画の推進にあたっては、目標の達成に向けた事業評価とその公表に努

め、市民の理解と協力を得ながら事業を推進するとともに、健全で効果

的な財政運営を目指すこと。 
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４ 庁内策定体制 

 

（１）総合計画策定委員会規程 

かすみがうら市総合計画策定委員会規程 
（設置） 

第１条 かすみがうら市総合計画の策定について、必要な事項を調整・協議す

るため、かすみがうら市総合計画策定委員会（以下「委員会」という。）を

置く。 
（協議事項） 

第２条 委員会は、次に揚げる事項を協議する。 
（１） かすみがうら市総合計画の基本構想、基本計画に関する事項 
（２） かすみがうら市総合計画に係る調査、連絡調整に関する事項 
（３） その他、かすみがうら市総合計画に関する必要な事項 

 （組織） 
第３条 委員会の委員は、次に揚げる職にある者で構成し、市長が任命する。

（１） 市長公室長 
（２） 総務部長 
（３） 市民部長 
（４） 保健福祉部長 
（５） 環境経済部長 
（６） 土木部長 
（７） 消防長 
（８） 教育部長 
（９） 会計管理者 
（10） 水道事務所長 
（11） 議会事務局長 
（12） 農業委員会事務局長 

２ 委員長には市長公室長を、副委員長には総務部長をもって充てる。 
３ 委員長は、委員会の会務を総括し、会議の議長となる。 
４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、または欠けた時

には、その職務を代理する。 
（専門部会） 

第４条 委員会に専門部会を置き、職員のうちから市長が任命する。 
２ 専門部会は、総合計画策定にあたって、各部門の専門事項について調整・

協議をする。 



 

 166

 
 
３ 専門部会に、部会長及び副部会長を置き、選任は部会員の互選とする。 
４ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるとき、または欠けた時

には、その職務を代理する。 
 （ワーキングチーム） 
第５条 専門部会にワーキングチームを置き、職員のうちから市長が任命す

る。 
２ ワーキングチームは、総合計画の策定に必要な各種データ・資料の収集、

現状分析及び素案作成を行う。 
３ ワーキングチームには、リーダー及びサブリーダーを置き、選任は構成

員の互選とする。 
（会議） 

第６条 会議は、委員会にあっては委員長、専門部会にあっては部会長、ワ

ーキングチームにあってはリーダーが必要に応じて随時開催するものとす

る。 
２ 委員長、部会長又はリーダーは、総合計画策定の調査、研究、調整又は

協議をするうえで必要があると認めたときは、構成員以外の者を出席させ

ることができる。 
（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、市長公室企画課において処理する。 
 （委任） 
第８条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 
   附 則 
 この規程は、平成１７年８月９日から施行する。 

附 則 
 この規程は、平成１８年２月２０日から施行する。 

附 則 
 この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 
 この規程は、平成２２年１２月１５日から施行する。 
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（２）かすみがうら市総合計画策定委員会名簿 

職  名 氏  名 備  考 

市長公室長 島田 昌男 委員長 

総務部長 

山中 修一 平成２３年 ６月 １日まで

横瀬 典生 
平成２３年 ６月 ２日から

平成２３年１０月３１日まで

山口 勝徑 平成２３年１１月 １日から

市民部長 川島 祐司  

保健福祉部長 竹 村  篤  

環境経済部長 
山口 勝徑 平成２３年１０月３１日まで

吉 藤  稔 平成２３年１１月 １日から

土木部長 
横瀬 典生 平成２３年 ６月 １日まで

大 川  博 平成２３年 ６月 ２日から

消防長 井坂 沢守  

教育部長 仲川 文男  

会計管理者 大 塚  隆  

水道事務所長 
大 川  博 平成２３年 ６月 １日まで

川尻 芳弘 平成２３年 ６月 ２日から

議会事務局長 土渡 良一  

農業委員会事務局長 塚 本  茂  
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５ 市民参加事業の記録 

 

【まちづくりアンケート】 

広く市民の方からまちづくりについてのご意見を伺うため、3,000 人を対象にアンケート調

査を行いました。 
 

「まちづくりアンケート」の内容 

調査対象者：市内在住の 16 歳以上の男女 3,000 人 

調査方法：郵送による配布及び回収 

調査期間：平成 22 年 8 月１日～23 日 

有効回答数：1,087 票（回収率 36.2％） 

●調査項目 
問１ 回答者ご自身のことについて 

問２ かすみがうら市の住みやすさについて 

問３ 生活環境について 

問４ かすみがうら市の将来について 

問５ かすみがうら市の将来像のイメージ 

問６ かすみがうら市の今後のまちづくりについて 

問７ まちづくり活動の参加について 

問８ 中核都市づくりとしての取組みについて 

問９ 自由回答（かすみがうら市をより良くしていくための意見・提案） 
         

 

【まちづくり絵画・作文コンクール】 

子どもたちからまちづくりについてのご意見を伺うため、まちづくり絵画・作文コンクー

ルを行いました。 
 
まちづくり絵画・作文コンクールの概要 

 

テーマ：未来のかすみがうら市 

応募対象：市内の小学生（４・５・６年生）、中学生 

応募期間：平成 22 年 7月～9月 

     ※夏休み期間中に実施 

応募点数：絵画 60 点、作文 518 点 

入賞作品：市長賞各1点、教育長賞各2点、佳作各3点、入選各4点
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【総合計画後期基本計画策定に伴う中学生と高齢者の交流ワークショップ】 

かすみがうら市の良いところを、みんなで意見を出し合い、話し合っていくため、ワーク

ショップという手法を用いて皆さんの意見をまとめました。 
 

■当日の流れ（次第） 
総合計画後期基本計画策定に伴う 

中学生と高齢者の交流ワークショップ 
 

日 時：平成 22 年 11 月９日（火）

    午後１時 35 分～ 

場 所：千代田中学校・南中学校 

 ワークショップの流れ                   

 

１．開  会 

２．あいさつ  

３．中学生と高齢者の交流ワークショップ  

■ステップ１ － まずは、お互いを知りましょう！ 

■ステップ２ － みんなで意見を出し合いましょう！ 

■ステップ３ － みんなの意見をまとめましょう！ 

４．今後の予定  

５．集合写真撮影  

６．閉会 

 

         

■出席者（敬称略） 

南中学校 千代田中学校 

南中学校生徒 老人クラブ連合会 千代田中学校生徒 老人クラブ連合会
殿塚 美紀 （２年） 鈴木 和夫 久保田 美咲（３年） 飯沼 真 

高橋 正彦 （２年） 大久保 伊制 萩原 綾奈 （３年） 高橋 武 

岩﨑 英俊 （２年） 石村 泰安 川原場 景子（３年） 萩原 政子 

車田 奈津実（２年） 齋藤 嘉男 茅場 未来 （３年） 藤井 藤吉 

鈴木 有理 （２年） 宮田 繁人 豊﨑 大輔 （３年） 生田目 香好 
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【まちづくり座談会】 

座談会は、健康福祉、教育文化、産業経済、市民生活の４部門にグループを分けて、事前

に配布したヒアリング用の項目に沿って行いました。 
 

「各種団体等まちづくり座談会」の内容 

期日 平成 22 年 10 月 27 日(水) 

場所 かすみがうら市役所 

 
市では、総合計画「後期基本計画」を策定するにあたって、いろいろな視

点から新しいまちづくりへのご意見やご提案をいただきたいと考えておりま

す。当日は、下記のことを中心に懇談したいと思いますので、よろしくお願い

いたします。 

① 合併した５年前と比べて、「かすみがうら市」はどう変わったか。

② 今、すぐにやるべきこと、困っていることは何か。 

③ 市が発展するためにどんなことを進めたらよいか。 

④ 市民協働によるまちづくりに向けて行政、市民は何をすべきか。 

⑤ 個別団体及び地域が抱える課題などについて 
         

 
【東日本大震災を踏まえての意見募集】 

東日本大震災を経験し、アンケート調査結果に対して考え方の見直しなどのご意見がある

かどうかを伺いました。 
 
東日本大震災を踏まえての意見募集の概要 

 

実施期間：平成 23 年 7月 1 日（金）～7月 20 日（水） 

実施方法：広報誌にて募集、市ホームページに掲載 

          

提出方法：窓口持参、郵送、ＦＡＸ、電子メール 
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【意見公募手続き】 

総合計画後期基本計画の素案を公開し、市民の皆さん 
のご意見（意見公募手続き）を募集しました。 
 
意見公募手続きの実施概要 

 

実施期間：平成 23 年 10 月 24 日（月）～11 月 7日（月） 

実施方法：市内公共施設 3 箇所に閲覧場所を設置／市ホームペ

ージに掲載 

提出方法：窓口持参、郵送、ＦＡＸ、電子メール 

 

         

 

【ホームページ・広報誌の活用】 

策定状況や、アンケート結果、震災を受けてのご意見募集などについてホームページや広

報誌を活用して広報しました。 
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６．用語解説 

 

 

用 語 説 明 

■ア行 

意見公募手続き 

 市などが計画等を策定するにあたって、事前にその案を

示し、広く市民から意見や情報を募集すること。行政手続

法に基づく制度で、パブリックコメントとも言われる。 

エコファーマー 

 堆肥などの土づくりを基本として、化学肥料や化学農薬

の使用量を低減するための生産方式を自分の農業経営に導

入する計画を立て、県知事に申請し、認定された農業者の

こと。 

■カ行 

課税客体 

 課税の対象となるべきものをいい、課税客体には物や行

為、事実などがある。課税客体を何にするかは、個々の租

税法によって定められている。 

合併算定替 

 合併後でも、合併がなかったものと仮定し、合併前の旧

市町村ごとに算定した普通交付税の合算額を保障し、合併

による普通交付税の不利益を被ることがないようにされた

配慮のこと。 

行政評価システム

 行政の事業や施策に成果指標などを設定し、達成度を評

価することにより、行政運営の効果的かつ効率的運用に結

び付けるシステム。 

協働 

 市民や行政など様々な主体が、公共の利益に資する同一

の目的をもって取り組むまちづくり活動に対し、対等の立

場で連携の上、協力し、協調して取り組むこと。 

共同アウトソー

シング 

 複数の市町村などが共同で電子自治体業務の外部委託

（アウトソーシング）を行うことにより、民間のノウハウ

を活用しながら、低コストで高いセキュリティ水準のもと

共同データセンターにおいて情報システムの運用を行う。 

区域指定制度 
 市街化調整区域の一定条件を満たす集落内において、新

たな住宅などの立地を可能とする制度。 

グローバル 
 人や物、資金などの移動が活発化し、世界における結び

つきが深まり、一体化すること。 

ケースワーク 
 病気、貧困など社会福祉問題を個別的に扱い、解決する

こと。 

広域滞在型 
 周辺市町村との連携により、広域的な視点に立ち、お互

いの資源を活用、補完しながら滞在型の観光を展開すること。

高規格救急自動車

 応急処置や救急救命士による処置が十分にできるよう

に、従来の救急車に比べて活動しやすい車内空間と必要な

救急器材を備えている救急自動車。 

高度救命処置用

資機材 

 気道確保用資機材や自動体外式除細動器（AED）、輸液用

資機材など高度な救命救急処置に必要な資機材。 
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高度処理型合併

処理浄化槽 

 各家庭に取り付ける汚水処理装置で、通常型合併処理浄

化槽より窒素とリンの除去性能が高いもの。 

高齢社会 

 65 歳以上の人口の割合（高齢化率）が 7％、14％、21％

と進むにつれ、高齢化社会、高齢社会、超高齢社会と言わ

れる。 

コミュニティ 
 ふれあいや共同の活動、共通の経験を通して生み出され

るお互いの連帯感や信頼関係に基づく集団のこと。 

■サ行 

サイン事業 
 統一性のあるデザインによる公共施設の案内誘導板など

を整備する事業。対外的な市のイメージアップも図る。 

自然動態 
 一定期間における出生や死亡に伴う人口の動き。  

 自然増加数＝出生数－死亡数 

指定管理者制度 
 行政施設の管理や運営を民間に委託することができる制

度のこと。 

市民カード 

 市民が市の電子計算機と電気通信回線で接続された証

明書自動交付機を使用して、住民票の写しなどの交付申

請に使用するカードのこと。 

市民公益活動団体
 市民が自主的、自発的に社会のために行う非営利の活

動、またその団体のこと。 

社会動態 
 一定期間における転入や転出に伴う人口の動き。  

 社会増加数＝転入数－転出数＋そのほか増減 

シャトルバス 
 近距離を多頻度で往復運行するバス。目的地（施設）と

最寄り鉄道駅の間などを直通運転するバス。 

収納率  徴収すべき税金や料金のうち、徴収できた料金の割合。 

循環型社会 

 廃棄物などの発生を抑制して、有用なものは循環資源と

して利用し、適正な廃棄物の処理をすることで、天然資源

の消費を抑え、環境への負荷をできる限り低減する社会。 

情報セキュリティ  情報資産の機密性、完全性及び可用性を維持すること。 

情報セキュリテ

ィポリシー 

 どのような情報資産をどのような脅威から、どのように

して守るのかについての基本的な考え方や体制・組織及び

運用を含めた規定のこと。情報セキュリティ基本方針及び

情報セキュリティ対策基準からなる。 

新エネルギー 

 1997 年に施行の「新エネルギー利用などの促進に関する

特別措置法」において規定された、太陽光発電、風力発

電、太陽熱利用、廃棄物発電、廃棄物熱利用、温度差エネ

ルギー、クリーンエネルギー自動車、天然ガスコジェネレ

ーション、燃料電池などのエネルギー技術のこと。 

親水護岸 

 容易に水に親しめるように整備した護岸のこと。 具体的

には、緩傾斜護岸や階段状護岸、樹木などの植生を含む護

岸、魚巣ブロックなどの施設を含む護岸などがある。 

新地方公会計制度

 自治体が財政状況を総合的かつ長期的に把握することを

目的として規定された、企業会計の慣行を参考とした新た

な地方公会計の制度のこと。 
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水源のかん養 

 森林のつくる土（腐葉土）が持つ、雨水を貯えたり、浄

化してきれいな水にする働き。森林の必要な手入れや管理

がきちんとされないと、この働きが弱くなってしまい、洪

水や水不足の原因になるといわれている。 

スクールカウン

セラー 
 学校において子どもたちの心の相談に応じる専門家のこと。

スマートインタ

ーチェンジ 

 高速道路の本線やサービスエリア、パーキングエリア、

バスストップから乗り降りができるように設置されるイン

ターチェンジのこと。 

生活習慣病 
 食習慣、運動習慣、休養、喫煙、飲酒などの生活習慣

が、その発症や進行に関与する病気のこと。 

生産年齢人口 
 年齢 15 歳以上 65 歳未満の人口で、青壮年人口とも呼ば

れる働き盛りの人口のこと。 

セーフティネット

 安全網のこと｡事故や災害などの不測の事態や、病気や失

業など生活困難をもたらす事態などに備え､被害を最小限に

抑え救済する制度。 

セキュリティ対策
 安全、安心、保護のことで、ここでは、無断でデータに

アクセスできないようにすることなどをいう。 

セクシュアル・

ハラスメント 

 相手の意に反して性的な言動を行い、仕事上の不利益を

与えたり、就業、生活環境を著しく悪化させる行為のこと。

■タ行 

地域アイデンテ

ィティ 

 地域の独自性、主体性などを指し、ほかの地域とは異な

る地域の特性や個性。 

地域ケアシステム

 在宅の要援護者一人ひとりに保健や福祉、医療の関係者

などで在宅ケアチームを編成し、サービスを提供する仕組

みのこと。 

地域主権改革 

 地域のことは地域に住む住民が責任を持って決めること

のできる活気に満ちた地域社会をつくっていくことを目指

し、国と地方などが上下の関係から対等な関係へと転換を

図ること。 

地域包括支援セン

ター 

 平成 18 年４月１日から介護保険法の改正に伴い創設され

た、地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に

支援する機関のこと。 

地産池消 
 食に対する安全を求める高まりの中で、地元で生産さ

れた安全で安心な食材を地元で消費していこうとする動き。

地理情報システム

 位置に関する情報を持ったデータ(空間データ)を総合的

に管理や加工し、視覚的に表示し、高度な分析や迅速な判

断を可能にする技術のこと。 

ツイッター 
 個々のユーザーが「ツイート」 と称される 140 文字以内

の短文を投稿し、閲覧できる通信サービスのこと。 

低炭素社会 

 温室効果ガスの排出を自然が吸収できる量以内にとど

めるように、あらゆる分野で二酸化炭素の排出を最小化

するための配慮が徹底した社会のこと。 



  

 175

デマンド型乗合

タクシー 

 市町村などが事業主体となり，タクシーの利便性を維持

しつつ、バスと同じ乗合方式で運賃の低廉化を図ること

で、高齢者などに利用しやすい交通手段を提供しようとす

るもの。 

統合型ＧＩＳ 

 地図などの空間データに属性情報などを与えたり、標準

フォーマットを定めるなど、データを整備することによ

り、使用アプリケーションを統一することなく、庁内に点

在する既存の個別のシステム間に連携を図ることができる

システムのこと。 

ドメスティック

・バイオレンス 

 配偶者や恋人などの親密な関係にある、又はあった者か

ら振るわれる暴力のこと。 

■ナ行 

内水面漁業 
 河川や湖沼、池、用水路などの内水面で行う漁業のこ

と。海で行う海面漁業に対していう。 

認定農業者 

 農業経営基盤強化促進法に基づき、効率的で安定した魅

力ある農業経営を目指す農業者が、自ら作成した農業経営

改善計画を市町村に提出して認められた個人や法人のこと。

年少人口  年齢 15 歳未満の人口で、幼少年人口ともいう。 

■ハ行 

バリアフリー 
 障害者や高齢者などが社会生活をしていく上で、障壁

（バリア）となるものを取り除いていくこと。 

ハローワーク 
 公共職業安定所の愛称。旧労働省が公募し、平成２年か

ら使用開始した。 

フィルムコミッ

ション事業 

 映画やテレビドラマなどの撮影に際して、地域の情報提

供、公共施設の使用手続きの調整などの支援を通じて、地

域の特性や魅力を内外に発信するとともに、地域の活性化

を図ること。 

フォローアップ 
 評価や見直しなどを行い、より充実させ、発展させてい

くこと。 

福祉タクシー 

 車椅子利用者が車椅子のまま乗れる福祉車両などを利用

して、普通二種免許所持のドライバーが送迎したり、その

ほか介護サービスをするもの。 

ブックスタート 

 1992 年にイギリスで始まった運動で、「赤ちゃんが、絵

本を抱っこされて読んでもらうことで、人と一緒にいるぬ

くもりを感じながら、優しく語りかけてもらう時間を持つ

こと」を応援し、絵本を手渡す運動。 

フラット化 
 現場の組織構成員の判断を、中間組織を介さず経営陣や

執行部に伝え、スピーディーな意思決定を行う組織のこと。

ブランド 

 銘柄。独自性を強調し、競合する相手と区別させること

を意図して、複数の商品、産品やサービスを統一して、付

加価値を高めること。 

ヘルスツーリズム

 旅行という非日常的な楽しみの中で、健康回復や健康増

進を図り、さらに旅をきっかけとして、旅行後も健康的な

行動を持続することにより、豊かな日常生活を過ごせるよ

うになることをいう。 
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法定受託事務 

 法律又はこれに基づく政令により地方公共団体が処理す

ることとされる事務のうち、国や都道府県が本来果たすべ

き役割に係るものであって、国や都道府県においてその適

正な処理を特に確保する必要があるもの。 

ポジティブリス

ト対策 

 原則として、全ての農薬の残留を禁止し、使えるものだ

けを示したもの。禁止したもののみを示したものはネガテ

ィブリスト。 

ボーダーレス化 
 グローバル化が進み、国境（ボーダー）の存在意義が薄

れること。 

■マ行 

銘柄産地 
 収益性のある地域特産品がブランド化し、全国的にもそ

のことが認識されている地域。 

メールマガジン 

 情報を得たい人があらかじめ登録し、発信者が定期的に

登録してある人にメールで情報を流すメールの配信の一形

態のこと。 

モバイル 
 携帯電話やスマートフォン、ノート型パソコンなど携帯

型情報通信機器のこと。 

■ラ行 

ライフスタイル 
 その人の人生観、価値観などを反映した暮らしの仕方、

生活様式、生き方のこと。 

ライフライン 
 電気、水道、ガス、電話など日常生活に不可欠な線や管

で結ばれたシステムの総称。 

リラクゼーション  心が落ち着いて安心すること。ゆったりと休息すること。

レセプト 
 医療機関が、健康保険組合や市町村などに医療費の請求

をする明細書のこと。 

■ワ行 

ワークショップ 

 様々な立場の人々が集まり、自由に意見を出し合い、互

いの考えを尊重しながら、意見や提案をまとめ上げていく

場のこと。 

■アルファベット 

ＡＥＤ 

 心室細動の際に機器が自動的に解析を行い、必要に応じ

て電気的なショック（除細動）を与え、心臓の働きを戻す

ことを試みる医療機器。 

ＡＬＴ 

 Assistant Language Teacher の略語。日本の学校におけ

る外国語授業の補助を行う外国語指導助手のこと。小学校

から高校における語学指導の補助を主な任務としている。 

ＢＯＤ 
 微生物が水中の有機物を分解するときに消費する酸素の

量。河川の汚濁状況を示すもの。 

ＩＣＴ 

 Information and Communication Technology の略で、

「情報通信技術」と和訳される。IT の「情報」に加えて

「コミュニケーション」が加わっている点に特徴がある。 

ＩＴ 
 Information Technology の略。コンピュータなどを用い

た情報技術のこと。 
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ＮＰＯ 

 Non Profit Organization の略で一般的に「民間非営利

組織」と訳される。利益を目的としない民間組織のこと

で、市民活動を中心とした団体ととらえられることが多

い。 

ＰＤＣＡサイクル

 計画（Plan）、実行（Do）、検証（Check）、見直し

（Action）のサイクル。これにより、行政運営について、

検証を行い改善していくことを目的としている。 

用語解説に掲載している用語は、本文中に＊のある用語について解説しています。 
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